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5序章 
1. 研究の背景と目的  
 モンゴルは、ロシア、中国に囲まれ、国土面積は 156 万 6,500km2 で、日本の
約 4 倍の広さである。首都ウランバートル市の面積は 1,359 km2、平均海抜は
1,500m で、全国土の 79％を草原が占める。モンゴルは日本の県にあたる 21 の
アイマグが設置されており、県には郡にあたるソムが 347、更にその下に村に
あたる 1,681 のバグ  が属する。人口は約 300 万人、世界で人口密度が最も低い
国の一つであり、人口の約 40％が遊牧民生活を行っている。 
モンゴルは 1924 年から続いた社会主義体制を 1990 年に放棄して市場経済に
移行した。モンゴルの経済は、市場経済への移行により、年間インフレ率が高
まったほか、物不足となり、経済危機に陥った。さらに、国営企業の多くは活
動を停止し、国民の生活不安が高まった。しかし、1995 年から徐々に経済も回
復し、社会の安定化が進み、近年では急速に経済発展を続けている。その中で、
自然資源を活用した鉱工業、例えば、石炭や鉄鉱石の産出、それを加工して鉄
鋼を生産する鉄鋼業の発展、さらに農業の再生、観光などの新たな産業が発展
してきた。モンゴルでは、観光が所得や利潤を創出する新たな産業として期待
されている。
観光産業はモンゴルの成長産業の一つとなり、2000 年 5 月に「モンゴル観光
法」が施行され、2000 年には道路交通観光省が設立された。その結果、外国人
観光客数は近年増加傾向にあり、 GDP に占める国際観光収入の割合は 10％を上
回るほど比重が高まっている。モンゴル経済にとって観光産業の発展は、非常
に重要であると考えられる。モンゴル国自然環境観光省によるアンケート調査
報告書においては、モンゴルの観光としてイメージするもので最も多いのは「自
然を楽しむ」60.7％、次いで「遊牧民の生活、文化、習慣を見学する」 39.3％
の順であり、自然、遊牧民の文化というモンゴルの主要な観光資源を反映した
結果となっている。しかし、現実には観光振興により成功・発展している地域
は少ない。すなわち、モンゴルの大部分の地方では、ホテル等の宿泊施設、レ
ストラン、さらに交通機関等のインフラ整備が遅れていることから、観光産業
6が発展している地域は首部ウランバートル近郊に限定されている  。また、観光
産業の収入は経営者が居住するウランバートルに集中し、地域住民のもとには
残らない。その要因は、モンゴルの観光業が「都市部の旅行会社が、地方の有
名観光地などのツアーを企画して参加者を募集し実地する」という発地型観光
となっていることがその要因と考えられる。また、先述のとおり、モンゴルで
は自然資源を活用した産業分野が発展しているが、自然環境への配慮が十分で
ないことから自然環境は悪化が進んでいる。その中でも、大きな環境問題の一
つとして草原の劣化と砂漠化が挙げられる。具体的には、観光による廃棄物の
増加、希少性動植物の減少など様々な環境問題が生じている。さらに、地方部
においては遊牧以外に雇用を生み出す産業が殆どないため、市場経済化後に首
都のウランバートルへの一極集中の弊害により、地方では人口の流出が促され、
過疎化や高齢化が進展するとともに、地方の活力や魅力が低下しつつある。そ
こで、モンゴル地方部では豊かな自然資源を活かした観光産業が注目されるよ
うになった。 
観光産業は、地域に独自の自然や特産品などの地域資源を活用し、地域外か
ら地域内に所得を取り込むことができる産業であることから、観光産業に力を
入れることで、それらの問題が解決できるものと期待される。本研究では、そ
の可能性と実現方策について考察することを目的とする。 
地方部の観光産業を持続的に発展させるためには、自然環境保全への配慮に
留まらず、自然資源の有効活用により積極的に自然を再生することが重要な課
題となる。その対応方策として、自然環境を保全しつつ、地域が主体となって
観光発展に取り組むことができる着地型観光の振興が求められる。  
研究対象地域としては、モンゴルおよび日本の事例研究を行うが、モンゴル
国内では、首都ウランバートル近郊のテレルジ地域や、着地型観光地として発
展が期待されるモンゴル最西部の大湖盆地に位置するウブス県を比較検討する
ことにした。モンゴルは「砂漠の国」という印象を持たれることが多いが、ウ
ブス県は万年雪の高い山々、森林草原、またゴビ砂漠に移行する多くの自然地
域を包含する「世界遺産」地域であり、豊かな観光資源を擁している。モンゴ
ルの地方部における着地型観光の将来性について検討するためには、豊かな観
光資源を擁するにも拘わらず、観光地としての実績の乏しいウブス県を事例と
7して取り上げることは、地方部における多くの地域への応用・適応が可能であ
るという点において有効性が高い。住民参加の着地型観光振興により、観光か
らの収入を地域にもたらし、地域社会・経済が活発化し、地域振興・地域活性
化に繋がるものと考えられる。併せて、地域の自然環境を保全して有効活用す
る共生型観光の発展が期待できる。 
2. 先行研究に基づく現状と課題の把握 
 モンゴルにおける観光産業に関しては、次のような研究が行われている。 
 西村 (2010)は、「モンゴル国は観光立国を目指している。もしも本当にその気
ならば、草原のことを謙虚に知る努力が必要だろう。遊牧民の生活について深
い理解を持たねばなるまい。観光資源となる草原、そして、そこに住む、そこ
を守って来た人々の生活を尊重することなくして、モンゴル観光は成り立ち得
ない。遊牧民が歴史に登場してから長きにわたって守られ、維持されて来た草
原は，わずか 20 年足らずでその形を変えようとしている。モンゴルから草原と
そこに住む人々の生活文化が無くなったら何を持ってモンゴルというのだろう
か」と述べている。 
Inter-un ivers i ty  Sem inar  for  the  Future  o f  Japan (2005)では、「今後モンゴル
では経済開発と環境保全活動を同時に進行させ、健全な経済発展と豊かな環境
の保全活動の両立を推進していく必要がある」との見解がまとめられた。また、
モンゴル・日本の環境協力推進事業 (2008)は、「モンゴルでは、多くの自然、文
化、無形の遺産が世界遺産等に指定あるいは候補としてリストアップされてお
り、その豊かな生態系と景観、文化観光資源として大きなポテンシャルを持っ
ている。各地域で資源を保全しつつ活用し、観光客が知識を深める解説プログ
ラムやエコツアーの開発が期待される」と評している。 
 B. Boldbaatar(2013)は、「数千年前からゲルに住み、家畜放牧、乗馬等が遊
牧民の文化であり、美しい自然は、モンゴルの主要観光資源である。本来、観
光資源となるべき建物、観光キャンプ、大きなホテル、レストランは、モンゴ
ルの観光名所ではない。モンゴルの大きな旅行会社のパンフレットには、モン
ゴル遊牧民の生活、植物、動物、自然等の写真が記載されている。このイメー
ジが削除されると、モンゴルであることが分からなくなる」と述べている。 
8 B.Otgonbaatar(2013)は「モンゴルへの外国人観光客を誘致する鍵は自然、遊
牧民の文化、古代歴史の文化遺産である。また、我々はチンギスハーンを国の
誇り、象徴として世界に宣言する。中央アジアを中心としたモンゴル遊牧民た
ちを指導、世界の半分を統治し、モンゴル帝国を一代にして築き上げたチンギ
スハーンは我々の誇りである。モンゴルは経済成長を促すための観光を安定的
に発展させることが重要である。それから、我々は具体的な条件、要件に応じ
てモンゴルの観光分野の新しいイメージと経営を創り出す必要があるので、各
分野の関係者と協力して観光の問題を積極的に解決しなければならない」と述
べている。  
 M.Namkhaitseren(2014)は、「観光経営をより上手に行えば遊牧地も観光ブラ
ンドになることができる。たとえば、イスラエルやオーストラリア等では牧畜
業を通じて観光分野を開発し外国人旅行者数を増加させた。これらのように我
が国も外国人旅行者数を増加させるために遊牧生活、文化、大草原などを背景
とした観光地域として開発する必要がある」と説明した。 
  また、D.Gantumur(2006)は、「私はモンゴルの文化に基づいた旅行ブランドを
作ることができると信じている。人間と自然を組み合わせた生活は我々の主な
特徴である。 つまり、これを観光の価値として特別なマーケティングを行い、
貴重なブランド品を作り出すことができる。これはモンゴルで見ることができ
る唯一の特徴である」と強調している。 
P.Odgerel(2010)は、「モンゴルでは、民族の特徴となる文化、習慣、芸術、
多様な民族の異文化、遊牧生活、古代から現在まで存在してきた数百年の歴史
などに基づいて観光ブランドを作り、観光地のイメージを創出できるような特
別な観光ブランドを作る必要がある。さらに、国内の観光分野に関するインフ
ラ、食品サービスおよびその他のサービスは世界標準に比較すると低いため、
国際基準に対応したサービスの質を改善するには、モンゴルのサービス分野及
び観光分野の問題を解決する必要がある」と述べている。 
 以上の先行研究から分析すると、モンゴルの観光産業が発展する可能性は高
く、自然資源と遊牧の文化が重要な観光資源である。しかしこれまでは自然環
境への配慮が十分でなかったことから自然環境悪化が進行しており、さらに観
光による廃棄物の増加など様々な問題が発生している。そのため、モンゴルの
9観光産業を持続的に発展させるために自然を保護・創出する政策が必要であり、
地域の自然を保護するためにも自然資源を活用する方策が重要である。また、
この方策を実行し成功に導くためには地域住民の参加が欠かせず着地型観光の
育成・発展を促す必要がある。 
3. 本稿の構成  
  本稿は、モンゴル地方部における環境保全と観光産業のあり方ついて考察す
るために、次のような構成とした。 
 第Ⅰ章では、本論文の考察に必要な基礎概念として観光産業、エコツーリズ
ム、着地型観光の定義や意義について確認する。さらに、世界の観光産業の現
状について確認する。  
 第Ⅱ章では、モンゴルの地理的概要および経済・社会・観光産業の状況につ
いて確認する。まず、モンゴルにおける経済、生活文化の現状・課題を確認し、
観光産業の役割を明らかにする。また、モンゴルにおける観光産業の動向を概
観し、観光産業の形態と特徴について確認する。最後に、モンゴルの観光産業
が直面する課題と政府による政策を明らかにしながら、モンゴルに適合した観
光振興方策を展開する必要性について考察する。  
 第Ⅲ章では、観光産業が発展している地域として、首部ウランバートル近郊
を取り上げ、観光産業の状況について確認し、問題点を明らかにし観光振興政
策について考察する。そこで、ウランバートル近郊におけるモンゴル最大の観
光地域であるテレルジ地域を取り上げて、ゲルキャンプ経営者と遊牧民に対し
てヒアリング調査、住民に対してアンケート調査を実施し、その結果について
分析・検討する。 
第Ⅳ章では、モンゴル地方部の観光産業やその方向性について確認するため
にウブス県を取り上げ、経済・社会・観光産業について確認し、住民参加によ
る観光振興政策について考察する。 
第Ⅴ章では、自然環境を創出する取り組み方策について検討する。自然環境
は、単に保護・保全すれば良いというものではない。生態系の変化や遷移（サ
クセション）により、本来の姿が変化し、地域イメージの低下に結びつくこと
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もある。このような事例をモンゴルにおいて確認することが難しいため、筆者
が関わった日本における調査・分析を事例として検討することにした。具体的
には、榛名山・県立榛名公園において行った実験により、自然観光資源である
景観と植物が劣化・衰退する最大の原因について検討した。 
 第Ⅵ章では、モンゴルにおける観光産業の特徴である首都ウランバートル及
びその周辺に偏る現状を打開すべく、地方レベルの観光産業育成の方策を探り
検討することとした。未だにモンゴル国内においては、地方部における観光産
業の方向性が定まっているとは言えないため、その方策の一つになると考えら
れる着地型観光に着目した。そこで、日本において、着地型観光により経済活
性化の成果を上げている地域として注目されている飯田市の観光を事例として
取り上げ、  ヒアリング調査と農家へのアンケート調査を通じて同市における
取組みの成功要因について考察する。そして、モンゴルにおける着地型観光の
導入の可能性を検討した。  
 終章においては、以上の分析・検討結果をもとに、モンゴル地方部における
環境保全の現状を踏まえ、エコツーリズムや着地型観光の育成を基盤とする持
続可能な観光産業の振興政策を提示した。  
【参考文献】 
西村幹也 (2010):「モンゴルを知る観光 スタディツアーの現場から」北方民族
文化シンポジウム報告書、第 24 巻、北方文化振興協会、pp.7-12 
Inter-un ivers i ty  Seminar for  the  Future o f  Japan (2005 ) :「アジアにおけるエコツー
リズムの展開」、 pp32-34 
B. Boldbaatar (2013 ) :『モンゴルの観光の可能性』 Soyombo 出版社、 pp.33-38 
B.Otgonbaatar(2013)：『観光発展させる方法』 Print 出版社、pp.44-50 
M.Namkhatseren (2014)：「モンゴルにおける観光業を持続的な発展」モンゴル
大学国際文化研究会、pp14-26 
D.GANTUMUR（ 2006）：「モンゴルの観光の現状と計画」モンゴル大学経済観光研
究会、pp.5-11 
P.Odgerel（ 2010）：「地域の旅行ブランドを作る」モンゴル大学地理研究会、
pp.12-16 
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 第Ⅰ章 自然資源を活かした新たな観光展開の考察 
 本論文の考察に必要な基礎概念として観光産業、エコツーリズム、着地型観
光の定義や意義について確認する。さらに、世界の観光産業の現状について確
認する。
1. 観光産業  
 河藤 (2008 )によると、観光産は、歴史、文化、自然をはじめとして、特産品な
どの地場産業、エコツーリズムに見られるような環境保全との関連性など、幅
広い分野と横断的な関わりを持っている。塹江（ 2006）は観光産業について次
のように定義している「観光産業は、観光行動の事前（間接）・行動中（直接）・
事後（間接）に関わりを持つ各種の企業（ tourist enterprise）の総体として
捉えることができる」。このことから、観光産業は幅広い地域産業への経済波及
効果が期待できる。また、観光事業者は、旅行者が旅行を前にして必要な「交
通機関」「宿泊機関」をはじめとし、目的地での「食事機関」や「観光施設」と
して捉えることができる。観光産業とは、経済的な利益を得ることを目的と
して、人々の観光行動に対応した財やサービスを提供する企業・業種の集ま
りのことで、単一業種を指すのではなく複合的な概念と説明している。
 2013 年では 1 億 870 万人に達した世界の観光客総数は 2014 年に最高レベル
となる 1 億 1,130 万人に達しただけでなく成長を続けている（図Ⅰ  １）。
ちなみに、ヨーロッパの観光客の数は他の地域に先んじて 5 億 8,200 万人に
達した。 2014 年には、観光客数が最も多くなったのはアメリカで、 2013 年か
ら観光客数は 1,300 万人以上（ 8％増）増加した。アジア太平洋地域の観光客数
は 2 億 6,300 万人（ 5％増）に達した。
なお、2014 年に旅行した観光客の半数以上（ 54％）が航空機を利用し、 39％
が自動車交通を利用した。 一方、観光客の 5％が船舶交通を利用している。 航
空機を利用する観光客数は増加する傾向にある (図Ⅰ  2)。
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            系列１旅行者数  系列２観光収入額  
出典 )観光 SICA「観光による社会・文化の影響についての研究」 2015 年より作
成。   
図Ⅰ １世界観光客数と収入 
出典 )観光 SICA「観光による社会・文化の影響についての研究」 2015 年より作
成。  
図Ⅰ 2 世界観光客の交通手段
435
527
674
809
855
911 928 891
949
997 1038
1087
1133
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
0
200
400
600
800
1000
1200
1 0
億
ド
ル
系列1 系列2
54%
39%
2% 5%
航空路線 自動車道路 鉄道 船舶
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
13
 観光 SICA の報告によると、2014 年には、世界の海外旅行者の 53％となる
5,980 万人が余暇を過ごすために旅行し、14％は商用目的で旅行した (図Ⅰ  3)。
各旅行者の 27％となる 305.9 万人は、宗教・医療・知人の家庭訪問の理由で相
手国を訪れている
 2014 年に訪れた国別観光客の数で 10 カ国の順位は変わらず、アメリカがト
ップ 10 カ国のランキングに入った。メキシコは 2013 年のランキングが 15 位
であったが、2014 年に 10 位にランクインした。フランスは 2014 年においても
第 1 位を占め、同国の観光客数は 2013 年に比べて 0.1％増加した。  
出典 )観光 SICA「観光により社会・文化の影響について研究」2015 年より作成。 
図Ⅰ  3 訪問目的
 2014 年の外国人旅行者数トップ 10 カ国において 9 カ国の外国人旅行者数増
えたが、中国の旅行者数は前年より 0.2％減少した。 
  世界観光機関（ World Tourism Organization）は 2010 年から 2030 年にかけ
ての予測調査を行っている。観光分野の将来予測だけでなく、社会、政治、経
済、環境、技術的要因以外の観光分野の過去の状況、又は影響についても説明
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している。調査結果によると 2010 年から 2030 年にかけて観光分野の年間平均
成長率は 3.3％で、年を追う毎にこの成長が減速すると予測されている。 
2. エコツーリズム  
近年、経済面における生活水準の向上を背景とした価値観の変化に伴い、人々
の心の豊かさを求める志向はますます顕著になりつつあり、生活においては余
暇やレジャーが重視されるようになった。それに伴い、旅行目的も従来の「慰
安・歓楽」から「癒し・体験」など多様化する傾向が見られる。その結果、さ
まざまな地域において観光開発に伴う自然環境破壊や環境汚染が進行し、多く
の問題が噴出した。 
そこで、 1992 年に開催された地球サミットにおいて、「持続可能な発展（サ
スティナブル・ディベロップメント）」の方向性が打ち出され、旅行者が生態系
や地域の文化および自然環境に悪影響を与えず、自然環境に配慮した施設や環
境教育が提供され、地域の自然と文化の保護、地域経済に貢献することを目的
と し た 旅 行 形 態 で あ る エ コ ツ ー リ ズ ム が 注 目 さ れ る よ う に な っ た （ 米 津 ・ 原
2010）。             
2003 年度に環境省が設けた「エコツーリズム推進会議」とそれに続くモデル
事業 3 カ年計画を大きなきっかけとして、全国でエコツーリズムに対する関心
と取り組みが一気に進んだ。これまでエコツーリズムに取り組む地域は、小笠
原や西表島、屋久島、北海道のような典型的な自然地域であったが、この会議
をきっかけとして既存の観光地や里地・里山など、これまでエコツーリズムと
無縁であった地域が関心をもち、導入を図るようになっている（真板、 2011）。 
 「エコツーリズム」という言葉は、1983 年にメキシコのヘクター・セバロス
＝ラスキュレインが初めて使ったとされているが、それ以前にもエコツーリズ
ムについて様々な動きがあった。 
  1972 年、ストックホルムで開かれた国連人間環境会議で「サステ ｲナブル・
ディベロップメンタル・ユース（Sustainable Developmental Use）」（資源を持
続的に利用する）という考え方が提唱された。この考え方を受けてガラパゴス
諸島で 1970 年代の中頃に始められたのがエコツーリズムの前身となる「マネ
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ージメント観光」である。これは、ツアーで得た収益をガラパゴス諸島に生息
する稀有な生き物たちの保護に利用したり、地域住民に還元したりすることで、
自然環境の保護や地域経済の振興を図ろうとする新しい観光の形態であった。
1980 年代に入るとコスタリカでも同様の運動がおこった。この時に初めて、
「エコツーリズム」という言葉が使われるようになったと言われる (エコツー
リズム推進協議会、1999)。  
エコツーリズムは様々な研究者によって数多くの定義が示されている。国際
エコツーリズム協会によると、「エコツーリズムは、自然環境を保全し、地域主
民の福祉の向上に貢献する、責任ある旅行である」と定義されている（敷田・
森重、2011）。  
また、オーストラリアのエコツーリズム協会は「エコツーリズムとは、自然
体験を最大の関心としながら、環境や文化を理解・尊敬・保全し、涵養するこ
とを主とする生態学的に持続可能な観光である」と定義した（敷田 2009）。  
このように、エコツーリズムには様々な定義があるが、総合的に捉えるとエ
コツーリズムとは、貴重な自然環境や歴史文化を未来に守り伝え、引き継ぐた
めの手段であると言える。すなわち、自然環境を楽しみながら自然資源を守り、
さらにそれが保全活動・地域振興などにつながっていく観光のあり方である。 
2.1 日本におけるエコツーリズムの位置づけ  
日本においては、 1990 年代初めごろにエコツーリズムの考え方が取り入れ
られた。1990 年に環境庁（現：環境省）が、国立公園の新たな利用方策として
エコツーリズムに着目してモデル地域調査を開始し、1992 年には日本環境教育
フォーラムが環境教育の観点から関心を持ち、エコツーリズム研究会を発足し
た。日本では 2007 年に成立した「エコツーリズム推進法」の第 2 条において、
エコツーリズムを「観光旅行者が、自然観光資源について知識を有するものか
ら案内または助言を受け、当該自然観光資源の保護に配慮しつつ当該自然観光
資源と触れ合い、これに関する知識及び理解を深めるための活動」と定義して
いる（敷田・森重、2011）。  
また、日本自然保護協会（ＮＡＣＳ－Ｊ）は、「旅行者が、生態系や地域文化
に悪影響を及ぼすことなく、自然地域を理解し、鑑賞し、楽しむことができる
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よう、環境に配慮した施設および環境教育が提供され、 地域の自然と文化の保
護 ･地域経済に貢献することを目的とした旅行形態」と定義している。   
日本のエコツーリズムの特徴は、経済的効果だけでなく自然環境の保全や地
域との関わりが強調されることである。特に、地域づくりや地域再生の方法と
してのエコツーリズムに地域では大きな期待が持たれてきた。  
2.2 地域におけるエコツーリズムの位置づけ 
近年、地域における自然環境の保全と観光振興、さらに地域振興の手段とし
てエコツーリズムへの関心が急速に高まっている。  
 下村（ 2010）は、「社会に多様な生物との共生社会を実現するためには、生物
に関する情報や生態系の仕組みについて知識を得ることだけでなく、その前提
とも言うべき人と自然との結びつきを回復し、現代社会に応じた新たな関係を
再構築することが課題となっている」と説明している。 
 敷田 (2010)は、「エコツーリズムは、ある意味で地域の要素を資源化させる『ツ
ール』である。そして資源化させただけではなく、それを地域外の観光客に利
用させ、対価を手に入れるという仕組みを持っている」と述べている。  
 小林（ 2002）は、「地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有の魅力を
観光客に伝えることにより、その価値や大切さが理解され、保全につながって
いくことを目指していく仕組みである。観光客に地域の資源を伝えることによ
って、地域の住民も自分たちの資源の価値を再認識し、地域の観光のオリジナ
リティが高まり、活性化させるだけでなく、地域のこのような一連の取り組み
によって地域社会そのものが活性化されていく」と論じている。  
 地域固有の魅力を地域以外の人に伝える以前に、住民が自分たちの資源を認
識し、地域に誇りを持つことが大切である。 
  エコツーリズムの多くは、大都市から離れた自然環境が豊富な地域や以前か
らの観光地域において行われており、日本においては、小笠原や西表島、屋久
島、北海道のような典型的な自然地域である。このような地域については、様々
な研究が行われている。  
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3. 着地型観光 
着地型観光ついては、次のような研究が見られる。伊木・飯田・長妻（2013）
は「着地型観光とは地域主導による観光資源の創出・企画・商品化を意味する」
と論じている。また小泉・富山・沼田（2014）は、「これまで観光資源として確
認されていなかった地域固有の資源を新たに発掘し、体験型・交流型の要素を
取り入れた着地型観光は、観光商品化の際に地域特性を活かしやすいことから、
地域活用に繋がる」と説明している。尾家（2009)は、「着地型観光においては、
住民がまちをきれいにし、来訪者をもてなし、案内する中で、来訪者との交流
により、新しい発見や自信、そして経済的な利益を得るというように、観光と
住民が「対立関係」から、観光も住民も共によい影響を及ぼしあう「相補関係」
に変わってきた」と述べている。
 複合産業としての観光、とりわけ着地型観光は経済への波及効果が大きく、
地域経済振興への貢献が期待できることについて、地域住民の理解を深め住民
との協働を促進することが重要である。 
 日本では地域産業が停滞するなか、地域を活性化させる手段として観光が注
目されている。また、観光は、その守備範囲をエコツーリズムやグリーンツー
リズム、またはヘルスツーリズム、  産業観光などへと拡大し続けている。そ
して、その拡大の一環として、近年着地型観光が注目され、各地で実践的な取
り組みが進められている。  この着地型観光は一般的に「発地型観光」つまり
都市部に所在する旅行社が都市部の観光客を観光地に送客する観光形態と対比
させ、観光客が到着する場所、すなわち、観光の目的地を着地点とし、観光地
(着地 )側から観光情報を発信し観光客を迎える観光形態として解されている。 
加えて、着地型観光では、従来観光資源として考えていなかった、例えば地元
の主婦が作った漬物などのようなものまで幅広く観光資源と捉えている。その
意味で、あらゆる地域でその実行が可能であることが同観光のメリットである
と考えられており、このメリットに着目した結果、日本では、着地型観光に関
する研究が増加しはじめている。本稿においては、モンゴルにおける地方部の
観光振興に多大な影響をもたらすと考えられる着地型観光導入に関わる問題点
や課題の析出のため、先行事例を日本の着地型観光に求めた。具体的には、第
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Ⅵ章の日本における着地型観光の成功事例として長野県の飯田市の観光を事例
として取り挙げる。  
4.まとめ  
本章では、本研究で分析を進めるために必要な基礎概念としての観光産業、
エコツーリズム、着地型観光の定義や意義について整理を行った。  
 2009 年の世界経済危機後の過去 6 年間において、世界で最も急速に成長して
いる 1 つの分野は観光であり、毎年成長が継続している。塹江（ 2006）は観光
産業について次にように説明している。すなわち、「観光産業は、観光行動の事
前（間接）・行動中（直接）・事後（間接）に関わりを持つ各種の企業（ tourist 
enterprise）の総体として捉えることができる」である。このことから、観光
産業は幅広い地域産業への経済波及効果が期待できる。人々の観光行動は時代
とともに変化しており、それに対応して観光産業のあり方も変化し続けている。 
 さまざまな地域においては、観光開発に伴う自然環境破壊や環境汚染が進行
し、多くの問題が噴出した。そこで、1992 年に開催された地球サミットにおい
て、「持続可能な発展（サスティナブル・ディベロップメント）」の方向性が打
ち出され、旅行者が生態系や地域の文化および自然環境に悪影響を与えず、自
然環境に配慮した施設や環境教育が提供され、地域の自然と文化の保護、地域
経済に貢献することを目的とした旅行形態であるエコツーリズムが注目される
ようになった」（米津・原 2010）。  
 日本においても、新たな成長の原動力として「観光」に対する期待が高まっ
ている。近年、地域にとって観光は再生や活性化の有力な手段として期待され
るようになってきた。これは、地域ならではの資源を発見し、磨き、それを新
たな観光資源として活用していく地域主導の観光を指している。すなわち、旅
行者を受け入れる側の地域（着地）側が、地元ならではのプログラムを企画し、
住民がインストラクターや案内人となり、訪れた人と共に普段の生活・趣味を
体験したり、地域の自然や歴史を共に楽しむ新しい観光の形態である着地型観
光が注目されている。 
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第Ⅱ章 モンゴルの地理的概要および経済・社会・観光産業の状況 
本章では、モンゴルにおける観光振興方策について考察するため、モンゴル
における観光発展の背景と現状について幅広い視野から確認する。まず、 モン
ゴルにおける地理的概要および経済、生活文化の現状・課題を確認して、観光
産業の役割を明らかにする。また、モンゴルにおける観光産業の動向を概観し、
観光産業の形態と特徴について確認する。最後に、モンゴルの観光産業が直面
する課題と政府による政策を明らかにしながら、モンゴルに適合した観光振興
方策を展開する必要性について考察する。
1.モンゴルの地理的概要  
モンゴルの観光振興について研究を行う前提として、その地理的位置、経済、
生活文化の現状と課題を確認する。 
1.1 地理的位置１ ) 
 モンゴルは、東アジアの北西部に位置する。東と南を中華人民共和国・内モ
ンゴル自治区、西を中国・新疆ウイグル自治区、北をロシア連邦とそれぞれ接
している。モンゴルの国土面積は 156万 6,500km2で日本の約 4倍、人口密度は
1km2当たり 1.78人で、極めて人口密度が低い。首都はウランバートルであり、
日本の県にあたるアイマグが 21設置されており、県には郡にあたるソムが
347、さらにその下に村にあたる 1,681のバグが属する（図Ⅱ-1）。モンゴルの
西には標高 4,300mのアルタイ山脈と標高3,500mのハンガイ山脈がそびえ、東に
は 1,000 ～ 1,500mの高原が広がり北東には針葉樹林が分布している。その他の
国土は高山砂漠とステップの植生が南の海抜平均 1,000mのゴビ砂漠まで続いて
いる。国土の5分の 4を占める草原ステップは牧草地に使用されている。モンゴ
ルは標高が高く、気候は大陸性で、極寒、乾燥、気温の年較差が大きいことが
特徴である。モンゴル高原はユーラシア大陸の中央部に広がる乾燥文明地の一
部であり、冷帯草原型乾燥地文化に分類され、その気候は温暖  乾燥ではなく
寒冷  乾燥である (嶋田  2005)。年間平均降水量は北部フブスグル湖辺りで 300
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～ 400mm、森林地帯は 250～ 300mm、高原地帯は 150～ 250mm、砂漠地帯は 50～
150mmであり、降水量は北から南に向かって減少する特徴がある (モンゴル特別
保護地域管理局  2014)。冬季の平均気温はマイナス -15度から -30度、夏季の平
均気温は 10度から 26度である。しかし、夏は30度、冬は -40度を超えることも
ある。  
モンゴルは、年間平均降水量 200mmと乾燥地域でありながら、半年近くが 0度
以下の寒冷地でもある。国土が広いために舗装道を張り巡らすことは経済的に
困難で、舗装された道は極めて限られている。
 近年、国土の 90%で砂漠化が進行しており、6 万 9,000km2 の牧草地帯が姿を
消した。モンゴルで見られた植物種のうち 75%が絶滅、森林伐採により川の水
位は半減、北方の森林地帯を中心に 3,800 の河川と 3,500 の湖があったが、2000
年以降、約 850 の河川と約 1,000 の湖が地図上から完全に姿を消している。 
出典）モンゴルビジネス環境ガイド 2017年より作成。  
図Ⅱ  1モンゴル分県図
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モンゴルにおいて砂漠化が進行していることは深刻な問題であり、その影響
で自然が一部破壊されている。原因として、自然に対する人間の働きかけが減って
いることが考えられる。本論文においても、第Ⅴ章において自然資源を活かした観光のあ
り方を考察した際の検証結果を踏まえ、自然を保全しながら再生する方策が必要で
ある。具体的な方策として、自然を保全しながら観光資源として有効活用する
ことが自然保護に結び付くものと考えられる。  
1.2 モンゴルの人口構成 2) 
モンゴルの総人口は(図Ⅱ-2)に示すとおりである。モンゴルの総人口は1989年の
209万9,000人から2016年の約300万にまで増加している。人口増加率は1990年の2.6%
から1992年にマイナス0.9%まで急激に低下した。その理由として次のことが考えら
れる。社会主義時代は人口増加政策が採られて、複数の子どもを産んだ女性に手当
が支給される優遇措置に支えられていたが、それがなくなるとともに、市場経済化
に伴う収入、雇用への不確実性の増加が出生率の低下をもたらした。2011年の人口
増加率は1.8%である。
出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 1990-2017 年より作成。  
図Ⅱ 2.モンゴルの総人口 
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モンゴル国家統計局によるモンゴルの人口構成に関する統計は次のとおりである。
合計特殊出生率は 1984 年から 1989 年にかけて平均 5.4%であったものが、1990 年の
4.5%から 2005 年の 1.9%にまで減少した。その後増加し、2011 年には 2.6%となった。
結婚率は低下し、初婚年齢も高くなっている。平均寿命は、1984 年から 1989 年まで
の平均は、男性 58.5 歳、女性 62.4 歳であったが、2011 年にはそれぞれ 64.7 歳、73.8
歳となり、男性で 6.2 歳、女性で 11.4 歳伸びている。乳児死亡率の大幅な改善にもか
かわらず、中高年の死亡率が高くなっているため、平均寿命はそれほど改善していな
い。 
全人口を年齢別で見てみると、15 歳未満の人口は 27.8%、15 歳から 60 歳までは
66.8%、60 歳以上の人口は 5.8%を占め、若年層の比率が高い(モンゴル国家統計局年
報 2013)。出産率は 1980-1990 年まで安定的に増加していたが、2003 年から低下をは
じめ、2005 年にはモンゴル史上最も低い 1 千人に 17.4 という数値を記録した。しか
し、2005 年以降出産率は徐々に回復を見せ、2013 年度の出産率は 27.5 人と増加傾向
にある。  
労働人口は 209.8 万人、就業人口は 126.3 万人である。就業者を産業別でみると、
農牧業の就業者が 38 万人、商業等が 56 万人、製造業は 20 万人となっている。 
総人口と就業者、遊牧民の比較は 1995 年では総人口の 34.1%を占め 76 万 7,000 人
が就業者となっているが、遊牧民は 17.4%を占め 39 万 1,000 人である。これが、2011
年に、前者は 36.9%を占め 103 万 8,000 人、後者は 11.1%を占め 31 万 1,000 人と就業
者が増加し、遊牧民数が減少している。ここから見ると、総人口に占める就業者割合
は増加傾向であるが、一方、遊牧民割合は減少傾向にあることが分かる(モンゴル国家
統計局年報 2015)。 
 総人口に占めるウランバートル市 3)の人口の割合は、2011 年を除いて年々増加傾
向にあり、1990 年の 25.9%から 2011 年の 67.4%まで増加している。これは総人口の半
数以上がウランバートルに集中しているということである。ウランバートルへの人口
移動が加速していることを意味していると考えられる。その中で最も差が大きいのは
1995 年の 16%である。その理由は、市場経済へ移行したことによる経済悪化の影響で、
ウランバートルへの移動が増加したことによるものと考えられる。 
1990 年の社会主義経済から市場経済化後、首都のウランバートルへの一極集中の弊
害により、地方では人口の流出で過疎化や高齢化が進行するとともに、地方の活力が
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低下しつつある。近年では遊牧を営む若者が減少し、その影響で人口の 10%以上が無
職の状態にある。地方では人口減少の問題が進行している。人口流出の主な原因とし
て、地方においては遊牧以外に雇用を生み出す産業が殆どないことである。地方の人
口減少の問題を解決するために新たな雇用を創出できる産業展開の検討が必要とな
っている。  
2.モンゴルにおける経済の動向 
モンゴルは 1924 年から続いた社会主義体制を 1990 年に放棄して市場経済に
移行した。モンゴルの経済は、市場経済への移行により、年間インフレ率が増
加したほか、物不足となり、経済危機に陥った。さらに、国営企業の多くは活
動を停止し、国民の生活不安が高まった。しかし、1995 年からゆっくりと回復
し、社会の安定化が進み、近年では急速に経済発展を続けている。その中で、
自然資源を活用した工業、例えば、石炭や鉄鉱石の産出、それを加工して鉄鋼
を生産する鉄鋼業の発展、さらに農業の再生、観光などの新しい産業が発展し
てきた。モンゴルでは、第３次産業としての観光産業が所得や利潤を創出する
新たな産業として期待されている。 
GDP 成長率と一人当たり GDP の変化 (図Ⅱ 3)を見ると次のとおりである。GDP
成長率は、市場経済へ移行した 1990 年から急激に減少し 1992 年にマイナス
9.5%になった。それ以降、年々伸びてきたが、厳冬による大規模な家畜の損失
で 2001 年に 1％に下がった。  
GDP 成長率は 2007 年に 10.2％まで増加した。これは主に家畜並びに鉱山業
部門における生産高の増加に起因すると考えられる。2007 年は気候状況が穏や
かだったため、家畜数は前年比 15.7％の伸びを見せた。しかし、翌年から減少
し 2009 年にはマイナス 1.3％となった。これは、建設業、卸売・小売業、金融
業の生産性の減少に起因すると考えられる。その後増加し続け、2011 年に 17.3%
になった。  
一人当たり GDP は、市場経済へ移行した 1990 年から 1993 年に 31 万トグリ
グから 22 万 8,000 トグリグまで減少した。その後、年々増加し 2008 年には 248
万トグリグとなったが、翌年 2009 年には 244 万 9,000 トグリグに減少した。
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その後、 2011 年には 388 万 7,000 トグリグまで増加した。 
 出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 1990-2012 年より作成。 
図Ⅱ 3 GDP 成長率と一人当たり GDP の変化 (万トゥグルク、 %) 
 GDPは 2011年から 2013年にかけて 3年連続で 2桁の経済成長を果たしたもの
の、外国投資の激減、 石炭、銅といった資源価格の国際市場での低迷などに
より、2016年 9月時点で経済成長率はマイナス 1.6%となっている (モンゴル国家
統計局月報 2016)。  モンゴルの経済成長の背景には世界有数の地下資源  鉱物
の埋蔵量を誇るオユトルゴイ鉱山 (銅  金 )開発に向けた海外直接投資があり、
2000年に 1,000ドル以下だった一人当たりの GDPは 2013年には約  4,000ドルまで
上昇した。これ以外にも世界有数の石炭埋蔵量を誇るタバントルゴイ炭鉱にお
ける石炭生産や、中国に向けた輸出が大幅に増加したことも背景にある。モン
ゴルの経済に占める鉱物資源輸出の比率は非常に高く、銅、石炭等の国際市場
価格に左右されやすい特徴がある。鉱工業を除いての主要産業は牧畜業、サー
ビス業(観光業を含む )、流通業、軽工業であり、農牧業においては、牧畜が圧
倒的に高い比重をもち、農牧業生産額の8割を占める。   
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3. インフラ整備の状況 
宿泊施設、交通手段などの基盤整備は、観光産業の発展を促進するための
最も基本的な課題とされる。モンゴルにおいては、観光産業におけるインフ
ラの整備が観光産業の急速な発展に追いつかず、宿泊施設の不足と交通機関
の不備のために、観光客が予定通りに宿泊施設を利用できなかったり、移動
できないといった問題が生じている。観光産業という新しい成長産業を育て
るため、モンゴルは観光インフラ整備への投資を増やしていかなくてはなら
ない（図Ⅱ -4）。   
3.1 道路  
 国内のインフラ整備に関して、政府は地方と首都を結ぶ道路舗装整備に力
を入れているが、西部地域は未だに未舗装状態である。地方でのインフラ整
備は遅れており、首都ウランバートル市と第二、第三の都市ダルハン市とエ
ルデネト市を除くと舗装道路の整備はほとんど進んでいない。長距離の移動
手段は自動車が一般的ではあるが、道路事情が悪く一般乗用車での走行は困
難で、ロシア製のジープのような頑丈で車高の高い車が必要になる。ほとん
どの道路は、草原上の同じところを何度も自動車で走ることによって、草が
擦り切れることによってできる自然の道路である。広大な草原地帯はどこで
も「道」になるが、草原の草を守るために、むやみにいたるところを走るの
ではなく、既に車が走った後を繰り返し走るのがモンゴルの草原を車で走る
マナーの一つでもある。無秩序に草原を車が走れば、草原は荒れ遊牧民が家
畜を養うことを困難にしてしまうためである。  
3.2 鉄道  
  モンゴル国内の鉄道は、 1949 年に創設されたロシア政府が 50％、モンゴル
政府が 50％出資による公社のウランバートル鉄道によって運行されている。
国内の鉄道幹線は、ウランバートルを中心にザミーン・ウード～スフバートル
間を南北に走り、支線はエルデネトやシャリーンゴル、バガノールなどへ延び
ている。現在は、南北縦断線とその支線、さらにモンゴル国北東部のシベリア
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鉄道の支線をソロベニスクからモンゴル国内まで延長させる形で建設された貨
物鉄道線を合わせ、1,800km を超える路線を保有している (図Ⅱ  4)。  
モンゴルでは、総貨物輸送量の 96％を鉄道がカバーしており、鉄道は国民
の生活基盤を支えるライフラインとしての役割を果たしている。また、モンゴ
ル鉄道は、北部に接するロシアと南部の中国とを結ぶ国際鉄道としての役割を
有している。モンゴルの冬は厳しい環境のため、自動車による移動が困難な地
域もあり、鉄道は唯一の輸送手段となっている。モンゴルにおける線路はロシ
ア鉄道の規格（ 1,600mm）で敷設されており、輸送事業を開始してから 50 年も
の間、本格的な改修工事がなされなかった。そのため、機能低下や老朽化が著
しく進行している。また、雪解け時期や雨期になると、線路冠水や路盤の崩壊
などがしばしば発生するため、列車の運休を余儀なくされ、社会経済活動に大
きな影響を及ぼしている。  
出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 1990-2012 年より作成。 
図Ⅱ 4 モンゴルの交通地図  
 このような背景のもと、モンゴル政府の要請により、 1996 年から 97 年にか
けて、ロシア国境のスフバートルから、首都ウランバートルの約 50km 南に位
置するバヤン駅までの 450km 区間について、「モンゴル国鉄道基盤改修計画調
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査」が実施された。調査では合計 184 カ所が改修必要個所として選定され、モ
ンゴル政府はこのうち 101 カ所の改修につき、日本政府に無償資金協力を要請
した。この結果を踏まえ、最終的に提案された 65 カ所について、落石対策工
事、橋梁改修工事、横断排水工事などの改修工事が実施された。改修工事に加
え、施設の保全と維持管理に関する技術支援も行われている。また、モンゴル
では主要都市の電力の原料となる石炭はすべて鉄道によって輸送されている
が、線路基盤の改修により、安定したエネルギー資源の輸送が確保されてい
る。さらに国際鉄道としての信頼性が増し、通過貨物輸送の増大に対しても大
きな期待が寄せられている。今後、鉄道を活かした観光政策の推進も重要な課
題となろう。 
3.3. 航空  
 内陸国にとって、空港は諸外国との玄関口として重要なインフラである。し
かし、首都ウランバートルの既存空港は安全面において課題が多く、就航率が
低い状態である。 
 空路に関しては、国営企業であるモンゴル航空社が北京、モスクワ、ベルリ
ン、東京、ソウル、香港の 6 都市に就航している (図Ⅱ 5)。  
出 典 )MIAT 「 https://www.miat.com/pagecontent.php?pageId=11&lang=mn」 よ り
作成 
図Ⅱ 5 モンゴルの国際空路
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 さらに、海外の航空会社は韓国 (大韓航空 )、ロシア(AEROFLOT)、中国 (AIR 
CHINA)、トルコ (トルコ航空 )が  それぞれソウル、モスクワ、北京、イスタン
ブールとウランバートルを結ぶ便を就航している。  
 空運はモンゴルにとり重要であり、特に観光産業の推進には不可欠である。
現在、国際航空輸送の 98%はチンギスハン国際空港が使用されているが、強風
や砂、降雪、視界不良によりしばしば閉鎖されることもある。今後の空港利用
者の急増に向け、新ウランバートル国際空港が建設中である(図Ⅱ  6)。  
出典 )独立行政法人国際協力機構  「モンゴルビジネス環境ガイド」2017 より作成。 
図Ⅱ 6 モンゴルの新空港  
国内線は民間企業である  HUNNU AIR と  AERO MONGOLIA が  国内の９都市に定
期便を就航している(図Ⅱ  7、表Ⅱ  1)。  
 しかし、国営企業のモンゴル航空社の独占は強く、外資系航空会社の参入は
極めて困難であり、航空運賃も割高である。モンゴル唯一の観光シーズンであ
る夏の 3 か月間にかけて、海外からの観光客は航空券の予約、席数の確保がで
きない事が多い。また、航空運賃が高騰し、ツアーが割高となるため、旅行を
断念せざるを得ない状況が発生するなど、観光開発の障害となっている。今
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後、広大な国土を有するモンゴル国内においては、地方の着地型観光発展にと
り、国内旅客輸送の強化は大きな課題となろう。   
出典 )Hunnu Air「 http://www.airlineroutemaps.com/maps/Hunnu」より作成
図Ⅱ 7 モンゴルの国内空路 
表Ⅲ  1 モンゴル国内空港名と都市  
都  市  空 港 名  
ダ ラン ザドガ ド  ダ ラン ザドガ ド空 港  
マ ダル ゴビ  マ ダル ゴビ空 港  
ア ル タ イ  ア ルタ イ空港  
ウ ラー ンゴム  ウ ラー ンゴム 空港  
オ ル ギ ー  オ ルギ ー空港  
ホ ブド （ジャ ルガ ラント ） ホ ブド 空港  
モ ロン  モ ロン 空港  
ウ ンド ゥルハ ーン  ウ ンド ゥルハ ーン 空港  
チ ョイ バルサ ン  チ ョイ バルサ ン空 港  
出典 )Hunnu Air「 http://www.airlineroutemaps.com/maps/Hunnu」より作成  
31
3.4 宿泊業  
 観光ホテルは観光産業発展に欠かせないインフラの一つである。観光ホテル
の不足はモンゴルの観光産業発展において、最も大きなネックになっている。 
現在、モンゴル国内において民間資本の旅行社がおよそ 650社、ホテル宿泊施
設は 375、ツーリストキャンプはおよそ390カ所が登記・登録されている。その
およそ7割が首都ウランバートル近郊に集中している。近年、ウランバートル
市内では、世界でも有名なブランドホテル（例えばヒルトンホテルやシャング
リラホテル）などが建設された。ウランバートル近郊の観光地にも適切なホテ
ルとキャンプが建設されている（写真Ⅱ 1・ 2）。しかし、地方部では観光に
適したホテルが不足している状況にある。  
出典 ) 「 http://www.tereljhotel.com/about-terelj/」 2018 年 11 月より作成。 
写真Ⅱ 1 テレルジホテル 
 モンゴルでは、近年急速に草原観光開発が進み、遊牧民の伝統的な組立移動
式テント住宅「ゲル」を用いた宿泊施設ゲルキャンプが急増している。全国で
は、千人以上の宿泊者を受け入れ可能なゲルキャンプは 15カ所ある。500人か
ら 1,000人までの宿泊者受け入れ可能なキャンプは  30カ所となっている。ゲル
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キャンプの主な問題として、運営が通年ではなく季節性であること、首都周辺
に密集していること、季節性運営のため安定的に働く人材が少ないこと、イン
フラ整備が完全ではないことやキャンプ場におけるレクレーションの多様性に
欠けることなどが指摘される。  
撮影 :筆者 (2015 年  7 月  20 日 ) 
写真Ⅱ 2 テレルジ地域のゲルキャンプ  
 ウランバートル近郊では、道路、鉄道、空路といった交通インフラ整備状況
や宿泊状況は観光業の発展と共に改善されつつある。しかし、地方部ではゲル
キャンプが増加しているものの、交通インフラが遅れている事で観光客を十分
に呼び込み、受け入れできない状況である。地方部で観光業を発展させるに
は、政府は地方と首都を結ぶ道路舗装整備や航空網及び地方空港の整備に力を
入れていく事が重要である。さらに、地域の観光事業の関係者・行政などが連
携した適切な方策が必要であろう  。  
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4. モンゴルの観光産業の現状 
 モンゴルの観光産業の現状について、モンゴル自然環境観光省によるアンケ
ート調査にもとづき確認する。モンゴルの観光産業のあり方について検討する
ために、観光産業の歴史を明確にする必要性がある。
4.1 モンゴルにおける観光業の「歴史」 
Bandi Otgonbaatar(2013)は、モンゴルにおける観光産業の歴史について次の
ように説明している。モンゴルでは 1954 年に初めて、「 Juulchin」という観光
局が設立された。当時、モンゴルはソビエト連邦に統合されてはおらず独立を
保ってはいたが、ソビエト連邦の非常に強い影響力の下、衛星国と呼ばれてい
た。その影響で観光客数の 80～ 90%がソビエト連邦との人の相互交流の形で行
われていた。当時のモンゴルの観光産業の状況は表Ⅱ  2 のとおりである。当時
は、観光客の予約が郵便で送られ、成約に至るまで何週間も要する状況が日常
的であった。また、観光社は 1 社のみであったことから PR や市場競争という認
識がなかった。観光地としては、ウランバートル、テレルジ、ウムヌゴビ、フ
ブスグル、フジルトという地域が中心であった。  
政府は観光産業育成のため、1959 年以来、外国人旅行者に向けサービス局は
ホテルや飲食店に従事するシェフとウェイターを育成・教育する 1 年間コース
を実施し、 100 人以上の学習者が卒業した。観光分野で初めての専門人材育成
が 行 わ れ た 。 1959 年 に 、 外 国 人 旅 行 者 向 け に サ ー ビ ス 局 の 年 間 純 利 益 は
MNT518.6 万に達した。この時点から、外国人旅行者に向けサービス局はモンゴ
ルの自然、野生生物、国民の生活、歴史、文化を紹介するパンフレットを出版
し始めた。  
 モンゴルでは 1954 年から 1989 年にかけてリゾート地が 60％増えた。これは
経済成長と労働力生産が注目されてきたためである。モンゴル観光は急速に発
展しており、第 7 期の 5 年間では約 70 万人以上の労働者、パイオニア、生徒な
どがリゾートで休養し、観光に関する活動に携わっていった。リゾート地につ
いては 1980 年に 33 リゾート施設、 1985 年に 44 リゾート施設、1986 年に 47
リゾート施設が活動を行った。 
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表Ⅱ  2 モンゴル観光産業の初期の現状 
年度 観光客数  国籍  説明  
1956 15 ソ連  最初のグループ観光客  
1956 35 ソ連  1956 年にモンゴルに 50 名の外国人観光客が
訪れた。   
1958 30 モンゴル  外国へモンゴル人観光客が旅行した。 
1962 21 アメリカ  欧米から訪問した最初の観光客  
1959 16 中国  中国から訪問した最初の観光客  
 出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 1950-1965 年より作成。 
4.2  市場経済への移行に伴う観光業の発展  
1990 年にモンゴルは、社会主義から市場経済へ移行した。その際に国営企業
の私有化がスタートし、「Juulchin」観光所も「Juulcin」株式会社に改編され
た。ここからモンゴルにおいて新しい観光産業が発展していった。  
 モンゴルは市場経済に移行して以来、観光産業も次の開発段階に移行するこ
とができた。外交関係は徐々に発展・拡大し、モンゴルを訪問する外国人観光
客数は年々に増加している。一方でモンゴル政府は移行時代の経済金融危機を
短期に解決し、生産分野及び他の分野に自由市場競争を積極的に推進して観光
分野の発展とその活動を拡大する具体的な政策を行った。 
 世界経済フォーラムの「観光競争力」ランキングにおいて 141 カ国のうち、
モンゴルは 99 位になった。さまざまな指標の中で、道路交通整備は 138 位、環
境の持続可能性は 130 位、観光の優先度は 106 位、観光サービスインフラは 98
位、自然資源は 94 位、航空インフラ整備は 88 位と低かった。一方、価格競争
力は 28 位、健康と衛生は 41 位、文化資源とビジネス観光は 59 位、人的資源と
労働市場は 58 位となっている。 2009 年の 105 位と比較すると順位は上がった
ものの、モンゴル観光セクター全体の国際市場における競争力は非常に弱く、
リスクが十分に存在することを示している。この報告書においては官僚式の複
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雑・形式的な手続き、人材育成の大幅な遅れ、汚職、インフラ未整備などが観
光開発の妨げとなる点が大きな要因として取り上げられている。現状では観光
分野は民間資本が基本となっているが、行政の支援、政策が不可欠である。   
2016 年現在、全国では 274 旅行会社、487 ホテル、 390 観光キャンプ等が観
光産業を行い、また観光分野では 54,000 の職場が創出され、これは全産業にお
ける職場全体の 4.8％を構成している。  
 観光産業における観光需要の季節変動を低減させるために、全国観光開発活
動の範囲において観光協会、非政府組織、各県役所、環境観光所等よりモンゴ
ル観光展示会が 1 年に 2 回共催され、ホテルやサービス機関等の展示会は 1 年
に 1 回共催され、その他の観光イベントも共催している。 
 外国人観光客数については 1985 年に 21.5 万人、 1990 年代から 1997 年には
年間平均外国人観光客数 104.6 万人、2007 年には 451 万人へと増加した。市場
経済移行期と比較して、外国人観光客数は 48.6％低下したが、1998 年以降 9 年
間で 3.7 倍の増加となった。      
 近年では、外国人観光客数は 1 年で平均 20％の増加傾向にあり、年ごとの変
動はあるものの、2016 年、モンゴルでは 404 万人の外国人観光客が訪れた（図
Ⅱ  8）。  
    出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 2017 年より作成。  
図Ⅱ 8 モンゴルにおける外国人観光客数（万人） 
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 モンゴルにおいては、国内経済が 3 憶 1,200 万米ドルの観光産業収入を獲得
した。外国人観光客の前年度（2015 年度）増加率比は 4.4％で、観光分野の収
入は 11.4％に増えた、 GDP に占める国際観光収入の割合は 10％を上回ってい
る。  
 観光産業による収益は  2012 年の 2 兆 8 千 6 百万ドルをピークに減少し、
2015 年は 2 兆 7 千 6 百万ドルとなっている。2015 年時点で観光収益は国内 GDP
の 5%を占めており、鉱業 (モンゴル GDP の 25%)、牧畜業 (モンゴル GDP の 12%)
に次いで、経済を支える重要な分野となっている。2015 年にモンゴル中央銀行
が実施した「外国人観光客消費動向調査」によると、観光客の平均滞在日数は
2 週 間 で あ り 、 旅 行 前 支 出 と 旅 行 中 の 支 出 も 含 め 個 人 観 光 者 の 平 均 支 出 額 は
1,526 米ドルだった。個人観光者、団体ツアー参加者の消費額には大きな差が
あり、団体ツアー参加者の平均支出額は 2,383 米ドルとなっており、国内収入
分は 2,033 米ドルと計算されている（図Ⅱ -9）。   
出典：モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 2017 年より作成。  
図Ⅱ 9 モンゴルにおける観光収益 
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モンゴルを訪問した外国人観光客数トップ 10 カ国では、中国人観光客 38％、
ロシア人観光客 18%、韓国人観光客 12％、日本人観光客 5％、アメリカ、カザ
フスタン、ドイツ、フランス、イギリス、オーストラリア等の観光客 4～ 2％を
占めている（図Ⅱ  10）。  
  外国人観光客の 51％は自由旅行で、 49％は旅行会社を通じて旅行している。
平均滞在日数は 14 日間で、外国人観光客は旅行費として平均 1,774 米ドル使
用 し て い る 。 個 人 旅 行 の 費 用 (国 際 交 通 費 を 除 く ) に つ い て は 宿 泊 施 設 費 に
30％、食費に 24%、買い物とお土産等に 20％、その他のサービス料に 6％が費
やされている。グループ観光客は旅行費の 72％を旅行会社に支払っている。 
出典モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 2017 年より作成。 
図Ⅱ  10 外国人観光客数トップ 10 カ国  
 外国人観光客の 36%は自然や動物等、30％は伝統的な文化習慣、 13％はモン
ゴルの史跡、 9％は冒険旅行、 12％はその他の目的でモンゴルを訪問している
（図Ⅱ 11）。  
近年、モンゴル人が外国観光することも増加している。 2016 年では 190 万
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人以上のモンゴル人観光客が外国を訪れている。ブヤントウハー空港では 23 万
人、アルタンボラグ空港で 42 万人、ザミーン・ウード空港で 81 万人が出入国
を繰り返した。さらに、国内観光客数は 2016 年のモンゴルを訪問した外国人観
光客総数の 4.7 倍になっている。月別の観光客をみると、7・8 月に集中してお
り、2 か月で約 30%を占めている。一方、1・2 月は極端に少ない。このことが、
冬場の宿泊施設の低稼働、従業員の季節雇用 (ロイヤリティの低下、ひいてはホ
スピタリティの低下)につながり、事業運営において不安定要素となっている。
出典 )モンゴル国家統計局『モンゴル統計年鑑』 2017 年より作成。  
図Ⅱ 11 外国人観光客の訪問した目的 
 モンゴルで最も多くの観光客が訪れた観光地域はウブルハンガイ県、ウムヌ
ゴビ県であり、また 20％がフブスゲル県とアルハンガイ県を訪れている（図Ⅱ
-12）。 し か し 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 市 近 郊 で は テ レ ル ジ 地 域 を 外 国 人 観 光 客 の 約
80％が訪問している。 
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出典 )モンゴル観光局『モンゴル観光年鑑』 2017 年より作成。  
図Ⅱ  12 モンゴルで最も訪問された観光スポット 
バヤンウルギー県についてはモンゴルの最も重要な観光地の一つであり、ア
ドベンチャー（冒険）型旅行に最適である。ヘンテイ県ではチンギスハーンと
モンゴル帝国の歴史跡を見学することに興味・関心がある観光客がより多く訪
れる傾向があり、ドルノド県については東部モンゴルの草原の生態系に興味が
ある観光客が多く訪れる観光地である。他の県では、外国人観光客の数が少な
く、観光マーケティングは比較的弱い。  
 世界観光機関から提出された“観光の経済効果”統計報告によれば 2015 年
のモンゴル国観光分野は国内総生産の 5.3%を構成し、観光分野における投資は
1 兆 2,460 億トゥグルクとなり、すべての投資の 21.9%を占めた。  
 モンゴルは 1989 年に世界観光機関に加盟し、「持続可能な観光  - 貧困削減」
基金またはシルクロードプログラムと協力して観光開発活動を行っている。協
力の枠組みでは、2016 年 10 月 13 日から 15 日にかけてウランバートル市で「遊
牧民の観光と都市の持続可能な発展」シルクロード国際会議を開催した。この
会議では国連の専門機関となる世界観光機関のシルクロードプログラムに加入
した 21 ヵ国から 150 人以上の代表者、モンゴル政府、非政府組織、民間企業か
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ら 200 人以上の代表者が参加した。   
 2006 年以降、モンゴルはロシア・中国と協力して「茶の道」観光プロジェク
トを開始した。2016 年 7 月に中国の内モンゴル自治区で 3 カ国の観光大臣会合
が初めて開催された。当時、「三国間協力覚書」に署名し、また共同宣言を発表
し、恒久的な「国際茶道連合」を設立したのは 3 カ国間の観光を強化するため
だった。それは茶道観光を発展させるために重要な契機となった。その後、モ
ンゴルの外交政策を促進する目的で観光市場がある主要国の観光展示会やイベ
ントなどに官民パートナーシップの形で定期的に参加している。  
5. モンゴルにおける国立公園・保護地域制度 
 モンゴルには保護地区法 (The Law on Protected Areas)に基づき指定された
地区として、1.特別保護区 (Strictly Protected Areas)が  12 カ所、 2.国立公
園 (National Parks)が  16 カ所、 3.自然保護区 (Natural Reserves)が  16 カ所、
4.自然歴史記念碑 (Natural and Historic Monuments)が  6 カ所存在する（図Ⅱ
-12,表Ⅱ -4）。  
 出典）モンゴルビジネス環境ガイド 2017 年より作成。  
図Ⅱ  12 モンゴルの国立公園・環境保護地区  
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モンゴルにおける環境保護区指定の歴史は 1778 年に始まったが、本格的な
保護活動は 1965 年に初めて着手され、2000 年時点では 48 地区が環境保護区と
して指定されている。また環境保護区のうち、厳正保護区及び国立公園の占め
る面積は、全体の 91%を占める（図Ⅱ -13）。  
出典）モンゴルビジネス環境ガイド 2017 年より作成。 
図Ⅱ 13 モンゴルの環境保護地区の内訳 
 近年、モンゴルにおける観光開発は厳正保護区（ SPA）や国立公園（ NP）を中
心に整備が進められ、2000 年時点においては 47 のツーリストキャンプがそれ
らの活動を行っている。ツーリストキャンプの数はその後も順調に伸びており、
許可は受けても、施設を設置していないものも数多くある。ツーリストキャン
プの数は、表Ⅱ -5 に示すとおりである。 
 近年、テレルジやフブスグルではその数が多過ぎることが問題となっている。
もちろん公式には保護地でのツーリストキャンプは自然環境を学習するための
施設として位置付けられており、国立公園のいくつかにはビジターセンターが
設置され、来訪者の地域環境への理解促進のための展示や解説が行われている。 
51%
40%
9% 0%
モンゴル国環境保護区内訳
厳正保護区
国立公園
自然保護区
モニュメント
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表Ⅱ 4 国立公園・環境保護区域の一覧
出典）モンゴルビジネス環境ガイド 2017 年より作成。 
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表Ⅱ-5 環境保護地区での観光施設整備状況  
 自然関連観光が行われている保護区 ツーリストキャンプ数 
A ボギドハーン SPA 14 
B テレルジ NP 16 
C フブスグル NP 8 
D ゴビ・グルバンサイハン NP 3 
E ハンガイ山脈 NP 3 
F フグノハーン NR 3 
出典）モンゴルビジネス環境ガイド 2017 年より作成。
 代表的な観光地でウランバートル市近郊に所在するものには、テレルジ、ホ
スタ、ボギドハーンがある。これらは、ウランバートル市から日帰りの距離に
あるため、多くのツアーに組み込まれており、ゲルキャンプ、ツーリストキャ
ンプ、ホテルの施設が整備されている。  
A. ボギドハーン SPA: ウランバートルの南に位置するボグドハーン山は 
も古い国立公園で、モンゴルの神性主義的な原則が公表されて以来、神聖な
山として３００年にわたりモンゴル国民に親しまれてきた（写真Ⅱ -3）。   
出典） https : / /www.discovermongol ia .mn/bogd-khan-national-park/より作成。 
写真Ⅱ 3 ボギドハーン国立公園 
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 18 世紀に首都が現在のウランバートルに移動してきた時から、ハン山をボグ
ドハーン山と名付けて称えた。1778 年、清朝支配の時代に当時のモンゴル側の
権力者からの強い要請が行なわれた結果、国家特別保護地域に指定され、満州
の指導者は“ツェツェグン”という名前を山の頂上に付けた。現在、ハイキン
グする国内外観光客が増加しているが、自然保護対策が不足して自然が破壊さ
れている状況が続いている。  
B. テレルジ国立公園：ウランバートルからの距離は 50～ 60km に位置する。 
山、樹林に囲まれ、川のあるヘンケイ山脈の美しい名所である。1993 年には、
2,864  が国立公園に指定された（写真Ⅱ -4）。当地域には数多くの奇岩が点
在し、亀のように見えるタートル・ロックがある。 
出典 )https://indy-guide.com/en/listings/national-park/より作成。  
写真Ⅱ 4 テレルジ国立公園  
C. フブスグル国立公園：モンゴル北西部に位置する。フブスグル湖標高は海
抜 1,645m で南北に長い形をしており、長さは 136km、幅は 36.5km、最大水深は
262m に及ぶ。アジアの淡水湖では有数の水量を誇り、モンゴルの淡水の 70%、
全世界の淡水の 0.4%はここに存在するとされる。
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出典） https://indy-guide.com/en/listings/national-park/より作成。  
写真Ⅱ 5 フブスグル国立公園  
モンゴルでは、自然資源が豊かな観光地域が多い。しかし、残念なことに、
多くの自然観光地域は変化の危機にさらされている。モンゴルにおいて観光を
持続的に発展させるためには、自然環境保全への配慮に留まらず、自然資源の
有効活用により積極的に自然を再生することが重要である。 
6. モンゴル自然環境観光省によるアンケート調査から見たモンゴル観光産業
の現状と問題点 
 モンゴル自然環境観光省によるアンケート調査報告書に基づき、モンゴル観
光産業の現状について確認し、観光振興に必要な方策について検討する。 
6.1 アンケート調査の概要  
①調査目的：モンゴル旅行を選択することになった理由、旅行費、旅行に対す
る感想の確認。 
②調査項目：観光客の旅行状況、旅行のタイプ、満足度。 
③調査対象：外国人観光客。  
④調査観光地：モンゴルの国際空港。 
⑤調査期間：2012 年 6 月 17 日から 8 月 25 日まで合計 70 日。  
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⑥サンプル数：発送数 3,614、有効回答数 3,542。  
表Ⅱ 6 アンケート調査の着目点
(アンケート調査に基づき筆者作成 ) 
質問項目  回答内容  
観光客の年齢 1.「 50 59 歳」 18.9 ％  
2.「 30 39 歳」 20.2％  
3.「 20 29 歳」 21.4％  
国別観光客  1.欧州連合の諸国 14,4％  
2.米国人 13.7％  
3.韓国人 10.6％  
4.日本人 9.2％  
モ ンゴ ルを 旅行 先に選 んだ 理
由  
1.「モンゴル国で自由時間を過ごす・休むことを目
的とする」が最も多く 69,6％である。 
2.「 ビ ジ ネ ス 及 び 事 業 を 目 的 と す る 」 観 光 者 は
15.1％  
モ ンゴ ルに 対す るイメ ージ と
観光行動  
1.「自然楽しむ」 60.7％  
2.「遊牧民の生活、文化、習慣を見学する」 39.3％  
モ ンゴ ルを 訪れ る観光 客の 目
的  
1.「モンゴルの自然」 78% 
2.「民族文化」 60% 
3.「歴史」 21% 
観光対象  1.「ウランバートル近郊」 92% 
2.「フブスグル」 35.5% 
3.「ゴビ」 32.6% 
観光客の情報源  1.「インターネット」 60.0％  
2.「旅行ガイドブック利用」 47． 0％  
旅行日数  モンゴル滞在の平均日数は 14.4 日間  
モンゴル旅行の満足度 「満足」 80.0％  
二 回目 にモ ンゴ ルを 訪 れ た 目
的  
1.「ビジネス及び事業を目的」 51.8％  
2.「休むことを目的 13.5％」  
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 アンケート調査の着目点は表Ⅱ  6 に示すとおりである。観光客向けの調査が
実施されたのは、 2005 年および 2012 年である。両年の調査を比較するとモン
ゴルを訪れる観光客の数は 2 倍に増加している。これは、この間にモンゴルの
政治・経済、自然環境に大きな変化が生じたことがその要因と考えられる。 
6.2 アンケート調査の考察
 アンケート調査結果より、次のことが判明した。まず、自然資源に依存する
鉱業分野の急速な開発に伴い、モンゴル国を訪れる観光客のタイプが変化し、
娯楽客ではないビジネス旅行者、国際会議の出席者が増えている。また、観光
客の 92%が「ウランバートル近郊」を観光対象としている。ウランバートル近
郊は交通機関、宿泊施設など観光客の来滞在に適した条件を備えていることも、
大きな理由と考えられる。このため、ウランバートル近郊は観光資源と観光に
必要な社会基盤が整っている地域であると言える。  
 また、旅行者の 80.0％はモンゴルの旅行に満足しているという結果から、モ
ンゴルを訪れる観光客は、モンゴルの自然と遊牧民の文化をありのまま受け入
れ、ゆったりと休暇を楽しみたい気持ちが強いと言える。 
 今後は、自然と文化を見せるだけに留らず、地域の住民がインストラクター
や案内人となり、訪れた人と共に普段の遊牧民の生活・趣味を体験したり、地
域の自然や歴史を共に楽しんだりできる体験型・着地型観光の育成が必要であ
る。そこで、次章（第Ⅲ章）において、ウランバートル近郊における重要観光
地であるテレルジ地域の観光業を取り挙げ、自然を保全するに留まらず、自然
を創出しながら観光業を発展させる方策について検討する。 
7.まとめ  
本章では、モンゴルにおける観光振興方策についての考察を行うため、モン
ゴルにおける観光発展の背景と現状について幅広い視野から確認した。そして、
モンゴルにおける経済、生活文化の現状・課題を確認し、観光産業の役割を明
らかにした。また、モンゴルにおける観光産業の動向を概観し、観光産業の形
態と特徴について確認した。最後に、モンゴルの観光産業が直面する課題と政
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府による政策を明らかにしながら、モンゴルに適合した観光振興方策を展開す
る必要性について考察した。  
  モンゴルは、ロシア、中国に囲まれ、国土面積は日本の約 4 倍の広さである。
首都ウランバートル市の面積は約 4,700km2。平均海抜は 1,500m で、全国土の
79％を草原が占める。モンゴルは日本の県にあたる 21 のアイマグが設置され
ており、県には郡にあたるソムが 347、更にその下に村にあたる 1,681 のバグ
が属する。人口は約 300 万人。世界で人口密度が最も低い国の一つであり、人
口の約 40％が遊牧民生活を送っている。 
  モンゴルは 1924 年から続いた社会主義体制を 1990 年に放棄して市場経済
に移行した。モンゴルの経済は、市場経済への移行により、年間インフレ率が
上昇したほか、物不足となり、経済危機に陥った。さらに、国営企業の多くは
活動を停止し、国民の生活不安が高まった。しかし、1995 年から緩やかに回復
し、社会の安定化が進み、近年では急速に経済発展を続けている。その中で、
自然資源を活用した鉱工業、例えば、石炭や鉄鉱石の産出、それを加工して鉄
鋼を生産する鉄鋼業の発展、さらに農業の再生、観光などの新しい産業が発展
してきた。モンゴルでは、観光が所得や利潤を創出する新たな産業として期待
されている。 
  観光産業はモンゴルの成長産業の一つとなり、2000 年 5 月に「モンゴル観光
法」が施行され、道路交通観光省が設立された。近年、外国人観光客数は増加
傾向にあり、GDP に占める国際観光収入の割合は 10％を上回るほどに高まって
いる。モンゴル経済にとって観光産業は、非常に重要であると言える。ちなみ、
モンゴルを訪れる観光客の 78％が自然を観光対象としている。すなわち、モン
ゴルの観光産業とっては、自然は非常に重要な資源である。 
 このように、モンゴルにおける観光産業の発展は、遊牧を中心とする農牧業
と同様に経済の成長・発展に欠かすことができない。しかしながら、冬季の寒
冷な気候条件の制約から通年型の観光産業育成が難しく、また社会・経済・交
通インフラが国土全体に整備されておらず、観光産業が首都のウランバートル
及びその周辺地域に限定される傾向が強い。このような状況を改善し、地方の
観光産業の育成・発展を促す必要があろう。 
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【注】 
1) モンゴル観光統計局（2013）『モンゴル観光統計年鑑』 
2) モンゴル国家統計局(1990-2017)『モンゴル統計年鑑』 
3) ウランバートル市は、モンゴルの中部に位置し、人口は約 122 万人（ 2012 年      
統計）、面積は約 4,700km2 である。モンゴルの首都であり政治・経済活動や文
化の中心にあると共に近年では、地方からの流入人口が急速に拡大している。
モンゴル観光省とウランバートル市の観光名所 (2001)「テレルジ地域において観光
客向けの馬貸について命令書」
【参考文献】 
B. Boldbaatar (2013):『モンゴルの観光の可能性』 Soyombo 版社、 pp.10-23 
モンゴル観光統計局(2013):『モンゴル観光統計年鑑』、モンゴル統計版社 
モンゴル国家統計局 (1965):『モンゴル統計年鑑』、モンゴル統計版社 
モンゴル国家統計局（ 2017） :『モンゴル統計年鑑』、モンゴル統計版社  
モンゴル自然環境観光省（ 2014） :『アンケート調査報告書』 Soyombo 版社  
株式会社パデコ（2009）:『モンゴル・日本の環境協力推進事業エコツーリズム  
 推進調査』pp.21-26 
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第Ⅲ章  モンゴルの首都近郊における観光業の振興  
1. 目 的 と 背 景  
 モ ン ゴ ル で は 、 自 然 環 境 が 良 好 に 保 存 さ れ て き た 。 そ れ は 、 モ ン ゴ ル 人 が遊
牧 を 主 業 と し て 遊 牧 生 活 を し て き た 長 い 歴 史 の 中 で 、 自 然 を 大 切 に 守 っ て きた
こ と と 深 い 関 係 が あ る 。 し か し 近 年 、 自 然 環 境 の 保 全 に 対 す る 活 動 が 遅 れ 、自
然 の 悪 化 が 進 ん で い る 。 モ ン ゴ ル は 1924 年 か ら 続 い た 社 会 主 義 体 制 を 1990 年
に 放 棄 し て 市 場 経 済 に 移 行 し 、 近 年 で は 急 速 に 経 済 発 展 を 続 け て い る 。 そ の中
で 、 自 然 資 源 を 活 用 し た 鉱 工 業 、 例 え ば 石 炭 や 鉄 鉱 石 の 産 出 、 そ れ を 加 工 して
鉄 鋼 を 生 産 す る 鉄 鋼 業 、 さ ら に 観 光 な ど の 新 し い 産 業 が 発 展 し て き た 。  
 観 光 は モ ン ゴ ル の 成 長 産 業 の 一 つ と な り 、 2000 年 5 月 に 「 モ ン ゴ ル 観 光 法 」
が 施 行 さ れ 、 道 路 交 通 観 光 省 が 設 立 さ れ た 。 近 年 、 外 国 人 観 光 客 数 は 増 加 傾向
に あ り 、GDP に 占 め る 国 際 観 光 収 入 の 割 合 は 10％ を 上 回 る ほ ど に 高 ま っ て い る 。
モ ン ゴ ル 経 済 に と っ て 観 光 業 は 、 非 常 に 重 要 で あ る と 言 え る 。 そ し て 、 モ ンゴ
ル を 訪 れ る 観 光 客 の 78％ が 自 然 を 観 光 対 象 と し て い る 1)。す な わ ち 、モ ン ゴ ル
の 観 光 産 業 と っ て は 、 自 然 は 非 常 に 重 要 な 資 源 な の で あ る 。  
 モ ン ゴ ル の 観 光 産 業 は 、 都 市 部 の 旅 行 会 社 が 地 方 の 有 名 観 光 地 な ど の ツ アー
を 企 画 し て 参 加 者 を 募 集 し 、 訪 問 す る と い う 発 地 型 観 光 で あ る 。 ま た 地 方 によ
る 、 ホ テ ル 等 の 宿 泊 施 設 、 レ ス ト ラ ン 、 さ ら に 交 通 機 関 等 の 整 備 が 遅 れ て いる
こ と か ら 、 観 光 産 業 が 発 展 し て い る 地 域 は 首 部 ウ ラ ン バ ー ト ル 2)近 郊 に 限 定さ
れ て い る 。そ の た め 後 述 す る よ う に 、ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 に お い て は 、観 光
に よ る 廃 棄 物 の 増 加 、希 少 野 生 動 植 物 の 減 少 な ど 様 々 な 環 境 問 題 が 生 じ て い る 。
つ ま り 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 の 観 光 は 、 環 境 保 全 に ほ と ん ど 配 慮 が な さ れ てい
な い 状 況 に あ る 。  
 本 章 で は 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 に お け る 観 光 振 興 の あ り 方 に 着 目 し 、 現 状の
問 題 点 を 明 ら か に し て そ の 解 決 策 を 見 出 す こ と を 目 的 と す る 。 そ の た め 事 例と
し て 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 に お け る 重 要 な 観 光 地 で あ る テ レ ル ジ 地 域 を 取 り上
げ る 。 同 地 域 は ウ ラ ン バ ー ト ル の 東 北 56kｍ に 位 置 す る 。 岩 山 や 樹 林 の な か を
川 が 流 れ る 、 ヘ ン ケ イ 山 脈 の 美 し い 名 所 で あ り 、 モ ン ゴ ル を 訪 れ た 外 国 人 の
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92%が 訪 れ る モ ン ゴ ル 最 大 の 観 光 地 域 で あ る 3)。 し か し 、 観 光 開 発 に よ り 、 廃
棄 物 の 増 加 、 希 少 野 生 動 植 物 の 減 少 な ど 様 々 な 環 境 問 題 が 生 じ て い る 。 さ ら
に 、 市 場 経 済 へ の 移 行 後 に 旅 行 者 向 け の 宿 泊 施 設 の 数 が 増 加 し た こ と か ら 遊牧
地 が 減 少 し 、 砂 漠 化 が 進 行 し 始 め て い る 。 テ レ ル ジ 地 域 に お い て 観 光 を 持 続的
に 発 展 さ せ る た め に は 、 自 然 環 境 保 全 へ の 配 慮 に 留 ま ら ず 、 自 然 資 源 の 有 効活
用 に よ り 積 極 的 に 自 然 を 再 生 す る こ と が 重 要 な 課 題 と な る 。 そ の 対 応 方 策 とし
て 、 自 然 環 境 を 保 全 し つ つ そ れ を 楽 し む 観 光 の あ り 方 と し て の エ コ ツ ー リ ズム
が 考 え ら れ る 。 国 際 エ コ ツ ー リ ズ ム 協 会 に よ る と 、「 エ コ ツ ー リ ズ ム は 、 自 然
環 境 を 保 全 し 、 地 域 住 民 の 福 祉 の 向 上 に 貢 献 す る 、 責 任 あ る 旅 行 で あ る 」 と定
義 さ れ て い る （ 敷 田 ・ 森 重 、 2011）。  
テ レ ル ジ 地 域 で は 、 エ コ ツ ー リ ズ ム に よ り 失 わ れ つ つ あ る 自 然 環 境 と い う
価 値 の 再 発 見 と そ の 共 有 を 図 る こ と 、 そ し て 地 域 固 有 の 魅 力 を 地 域 外 の 人 に適
切 に 伝 え る こ と が 、 観 光 客 か ら の 収 入 の 確 保 と 、 そ れ に よ る 資 源 と し て の 自然
環 境 の 保 全 ・ 管 理 に 役 立 つ 。 ま た 同 時 に 、 地 域 住 民 に と っ て も 、 地 域 の 自 然や
歴 史 、 文 化 に 対 す る 理 解 が 深 ま り 、 地 域 に 対 す る 誇 り や 帰 属 意 識 が 高 ま り 、そ
の こ と が 地 域 振 興 に 繋 が る と 考 え ら れ る 。 つ ま り 、 エ コ ツ ー リ ズ ム に よ り 、こ
う し た 循 環 型 の 地 域 運 営 ・ 管 理 シ ス テ ム が 実 現 で き る と 考 え ら れ る 。  
 モ ン ゴ ル の 観 光 の あ り 方 に 関 し て は 、次 の よ う な 研 究 が 見 ら れ る 。西 村 (2010)
は 、「 観 光 資 源 と な る 草 原 、そ し て 、そ こ に 住 む 、そ こ を 守 っ て 来 た 人 々 の 生活
を 尊 重 す る こ と な く し て 、 モ ン ゴ ル 観 光 は 成 り 立 ち 得 な い 」 と 述 べ て い る 。ま
た I n t e r- un i ve r s i t y  Sem i n a r  f o r  t h e  Fu tu re  o f  J a pa n (2005)は、「 今 後 モ ン ゴ ル で
は 経 済 開 発 と 環 境 保 全 活 動 を 同 時 に 進 行 さ せ 、 健 全 な 経 済 発 展 と 豊 か な 環 境の
保 全 活 動 の 両 立 を 推 進 し て い く 必 要 が あ る 」と 説 明 し て い る 。一 方 、モ ン ゴ ル・
日 本 の 環 境 協 力 推 進 事 業 (2008)は 、「 モ ン ゴ ル で は 、多 く の 自 然 、文 化 、無 形の
遺 産 が 世 界 遺 産 等 に 指 定 あ る い は 候 補 と し て リ ス ト ア ッ プ さ れ て お り 、 そ の豊
か な 生 態 系 と 景 観 、 文 化 観 光 資 源 と し て 大 き な ポ テ ン シ ャ ル を 持 っ て い る 。各
地 域 で 資 源 を 保 全 し つ つ 活 用 し 、 観 光 客 が 知 識 を 深 め る 解 説 プ ロ グ ラ ム や エコ
ツ ア ー の 開 発 が 期 待 さ れ る 」 と 述 べ て い る 。  
 こ の よ う に 先 行 研 究 で は 、 観 光 振 興 の た め に 自 然 を 保 全 す る 観 光 の あ り 方を
推 進 す る こ と の 重 要 性 を 主 張 し て い る 。 す な わ ち 、 エ コ ツ ー リ ズ ム の 重 要 性で
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あ る 。 そ こ で 本 章 で は ま ず 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 の 観 光 産 業 の 問 題 点 を 整 理す
る と と も に 、 テ レ ル ジ 地 域 に お け る エ コ ツ ー リ ズ ム の 取 り 組 み に つ い て 確 認す
る 。 そ し て 、 こ の 事 例 分 析 を 踏 ま え 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 の 観 光 振 興 方 策 とし
て エ コ ツ ー リ ズ ム の 展 開 が 適 し て い る こ と を 明 ら か に し た い 。  
2. テレルジ地域の概要と観光動向 ４ )  
2.1 テ レルジ地域の概要  
テ レ ル ジ は 、ウ ラ ン バ ー ト ル か ら 東 北 約 56km に 位 置 す る 。岩 山 、樹 林 に 囲 ま
れ 、 川 の あ る ヘ ン ケ イ 山 脈 の 美 し い 名 所 で あ る 。 公 園 の 一 部 は ウ ラ ン バ ー トル
特 別 市 に 属 し 、 残 り は ト ウ ブ 県 に 属 す る (図 Ⅲ  1)。
出 典 )「 Nom ad i c  B y  N at ur e」  M on go l ia n  p ro f es si on a l tr av el  ag en cy  
h tt p :/ /w ww . m o ng or u -r yo ko .m n /k i h on . ht ml /20 15 年 6 月 23 日 取 得 。  
図Ⅲ  1 テ レルジ地域  
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1993 年 に は 、 2,864  が 国 立 公 園 に 指 定 さ れ た 。 2014 年 に お け る 人 口 は 約
1,500 人 で あ り 、 147 人 が 個 人 事 業 を 営 ん で い る 。 そ の 内 の 77 人 が 観 光 産 業を
営 ん で お り 、 観 光 産 業 か ら の 収 入 は 生 活 の 重 要 な 収 入 基 盤 に な っ て い る
（ Otgonbaatar、 2013）。 首 都 近 郊 の た め 日 帰 り ツ ア ー で 訪 れ る 観 光 客 も 多 く、
週 末 に は 地 元 住 民 も 休 日 を 楽 し み 、 点 在 す る 岩 、 な か で も 亀 の よ う に み え るタ
ー ト ル ロ ッ ク (写 真 Ⅲ  1)に は 多 く の 観 光 客 が 訪 れ る 。  
写 真 Ⅲ  1 亀 の よ う に み え る タ ー ト ル ロ ッ ク  
撮 影 ： 筆 者 （ 20 1 5 年 7 月 20 日 ）  
2.2 テ レルジ地域の観光動向  
 モ ン ゴ ル を 訪 れ る 外 国 人 の 92%が 、 テ レ ル ジ を 含 む ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 を観
光 対 象 と し て お り 、テ レ ル ジ は モ ン ゴ ル 最 大 の 観 光 地 で あ る（ モ ン ゴ ル 観 光
統 計 年 鑑 2 0 1 3 ）。  
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 市 場 経 済 に 移 行 後 、 観 光 客 数 は 増 加 傾 向 に あ り 、 2011年 に は 90,497人 と なっ
た 。2014年 に よ る 観 光 業 者 は 11社 、ホ テ ル は 2カ 所 、観 光 ゲ ル キ ャ ン プ は 25カ 所
で あ り 、 観 光 業 は テ レ ル ジ 地 域 の 基 幹 産 業 の 一 つ に な っ て い る 。 そ の 他 に 、遊
牧 民 の ゲ ル が 200張 り 、 住 民 が 所 有 し 自 己 使 用 す る バ ン ガ ロ ー が 200棟 あ る （写
真 Ⅲ  2）。  
写真Ⅲ  2 テレルジ地域  
撮 影 ： 筆 者 （ 20 1 4 年 8 月 25 日 ）  
し か し 、 近 年 で は 観 光 客 数 は 減 少 す る 傾 向 に あ り （ 図 Ⅲ 2)、  こ う し た 近年
に お け る 観 光 客 の 減 少 を 解 決 す る こ と が 地 域 経 済 の 発 展 に お い て 重 要 な 課 題と
な っ て き て い る と 考 え ら れ る 。      
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   出 典 )テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 統 計 デ ー タ 2014 年  
図Ⅲ  2 テレルジ地域における観光客数の推移  
2.3 エ コツーリズムへの取り組み  
モ ン ゴ ル の 自 然 環 境 観 光 省 と 日 本 の 環 境 省 は 、2008 年 に 日 本・モ ン ゴ ル 環境
政 策 対 話 を 通 じ て 、 環 境 保 護 政 策 に お け る 二 カ 国 間 協 力 に 合 意 し た 。 モ ン ゴル
と 日 本 は そ の 中 で 、 エ コ ツ ー リ ズ ム を 環 境 保 護 へ の 意 識 を 高 め る 手 段 の 一 つと
し て 捉 え 、 両 国 の 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト と し て の モ ン ゴ ル ・ 日 本 環 境 協 力 推 進 事業
（ 以 下「 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト 」と す る ）に お い て 、エ コ ツ ー リ ズ ム 推 進 事 業 を 2008
年 9 月 か ら 2011 年 3 月 の 期 間 で 実 施 し た 。 モ ン ゴ ル に は こ れ ま で 、 自 然 保 護
と 観 光 、 さ ら に 地 域 振 興 を 一 体 的 に 推 進 す る こ と を 目 的 と し た こ の よ う な エコ
ツ ー リ ズ ム プ ロ ジ ェ ク ト へ の 取 り 組 み は な か っ た 。  
そ の 具 体 的 な 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト の 実 施 地 域 と し て 、 テ レ ル ジ 国 立 公 園 が 選ば
れ た 。 そ し て 、 自 営 業 と し て 乗 馬 体 験 の 提 供 を 営 ん で い る 遊 牧 民 な ど 地 元 住民
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を 対 象 に 、 ガ イ ド 付 の 乗 馬 ツ ア ー お よ び ハ イ キ ン グ を 行 う 中 で の 、 エ コ ツ ーリ
ズ ム の 実 施 手 順 に つ い て 必 要 な 指 導 が 行 わ れ た 。 こ の 共 同 プ ロ ジ ェ ク ト の 内容
は 、エ コ ツ ー リ ズ ム の 講 座 の 開 催 、2～ 3 回 の エ コ ツ ー リ ス ト 向 け の 乗 馬 ツ アー
（ 4～ 5 日 間 ）で あ っ た 。ま た そ の 一 環 と し て 、参 加 者 が 民 泊 を 用 意 し 、観 光客
に 遊 牧 民 の 生 活 も 紹 介 さ れ る 体 験 事 業 も 行 わ れ た 。   
  こ の 時 の 民 泊 は プ ロ ジ ェ ク ト の 一 環 で あ る こ と か ら 無 料 で 、 ま た 旅 行 費 用全
体 は 格 安 で あ っ た こ と も あ り 、 地 元 住 民 の 自 然 に 対 す る 関 心 が 高 ま っ た 。 モン
ゴ ル で は こ れ ま で 、 自 然 保 護 と 観 光 、 さ ら に 地 域 振 興 を 一 体 的 に 推 進 す る こと
を 目 的 と し た 、 こ の よ う な エ コ ツ ー リ ズ ム プ ロ ジ ェ ク ト へ の 取 り 組 み は な かっ
た 。  
そ こ で 次 節 で は 、 現 状 の 観 光 の 実 態 を さ ら に 把 握 す る た め に 、 テ レ ル ジ 地域
の ゲ ル キ ャ ン プ の 経 営 者 と 遊 牧 民 を 対 象 と し て 行 っ た ヒ ア リ ン グ 調 査 に つ いて
検 討 す る 。  
3 .ゲ ル キ ャ ン プの 経 営 者 と 遊 牧 民 に 対 す る ヒア リ ン グ 調査  
本 調 査 は 、 テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 の 現 状 を 明 確 に す る た め に ゲ ル キ ャ ン プ （写
真 Ⅲ  3）の 経 営 者 3 人 に 対 し 2014 年 5 月 10 日 、遊 牧 民 7 人 に 対 し 2014 年 8 月
25 日 に ヒ ア リ ン グ 調 査 を 実 施 し た 。  
3.1 ゲ ルキャンプの経営者に対するヒアリング調査の結果  
1)ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 A: 経 営 者 A は 、テ レ ル ジ 地 域 に お い て 10 年 間 、外 国 人
向 け の 観 光 ゲ ル キ ャ ン プ を 経 営 し て い る 。 ゲ ル キ ャ ン プ の 中 央 管 理 事 務 所 はウ
ラ ン バ ー ト ル 市 に あ る 。 ゲ ル の １ 日 あ た り の 料 金 は 8 万 ト ゥ グ ル グ 5 で あ り 、
シ ー ズ ン は 5 月 か ら 9 月 の 夏 季 で あ る 。  
  経 営 者 A に よ る と 、 テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 の 課 題 は 、 ゴ ミ 増 加 、 ト イ レ 不 足と
自 然 環 境 の 保 全 で あ る 。 そ の ひ と つ の 原 因 と し て 「 週 末 に 利 用 が 多 い 国 内 旅行
者 は 川 岸 の テ ン ト に 宿 泊 し 無 秩 序 に ゴ ミ を 捨 て て い る 」 こ と を 挙 げ て い る 。  
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写真Ⅲ  3 テレルジ地域のゲルキャンプの状態  
撮 影 ： 筆 者 （ 20 1 4 年 8 月 25 日 ）
 こ の 課 題 の 解 決 方 法 と し て 「 観 光 名 所 を 巡 回 す る マ ス ツ ー リ ズ ム 的 な も の だ
け で な く 、 自 然 環 境 を 保 全 し つ つ そ れ を 楽 し む 観 光 の あ り 方 が 考 え ら れ る 」と
し て い る 。  
2)ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 B: 経 営 者 B は 、テ レ ル ジ 地 域 に お い て 12 年 間 、観 光 ゲ
ル キ ャ ン プ を 経 営 し て い る 。 ゲ ル キ ャ ン プ の 中 央 管 理 事 務 所 は ウ ラ ン バ ー トル
市 に あ る 。 ゲ ル の １ 日 あ た り の 料 金 は 外 国 人 旅 行 者 が 9 万 ト ゥ グ ル グ 、 国 内旅
行 者 が 2 万 ト ゥ グ ル グ で あ る 。 シ ー ズ ン は 5 月 か ら 1 月 ま で で あ る 。  
 経 営 者 B に よ る と 、テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 の 課 題 は 、ゴ ミ 増 加 と 自 然 環 境 の 保全
の 問 題 、 さ ら に 遊 牧 民 や ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 と の 連 携 関 係 は 殆 ど な い こ と であ
る 。こ の 課 題 の 解 決 方 法 と し て「 テ レ ルジ 地 域 の 観 光 発 展 の た め に は 、遊 牧 民 、
ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 、 地 域 の 行 政 な ど が 連 携 し た 適 切 な 方 策 が 必 要 で あ る 」と
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し て い る 。  
3)ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 C: 経 営 者 C は 、 テ レ ル ジ 地 域 に お い て 7 年 間 、 観 光 ゲ
ル キ ャ ン プ を 経 営 し て い る 。 ゲ ル キ ャ ン プ の 中 央 管 理 事 務 所 は ウ ラ ン バ ー トル
市 に あ る 。ゲ ル の １ 日 あ た り の 料 金 は 外 国 人 旅 行 者 が 10 万 ト ゥ グ ル グ 、国 内旅
行 者 が 3 万 ト ゥ グ ル グ で あ り 、 シ ー ズ ン は 3 月 か ら 1 月 ま で で あ る 。  
 経 営 者 C に よ る と 、 テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 の 課 題 と し て は 、 廃 棄 物 の 増 加 によ
る 希 少 野 生 植 物 の 減 少 な ど 、 様 々 な 環 境 問 題 が 挙 げ ら れ る 。  
  こ の 課 題 の 解 決 方 法 と し て 、「 地 域 住 民 や ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 が ゴ ミ を 拾 い 、
サ サ 刈 り な ど 自 然 に 対 す る 人 間 の 働 き か け を 行 な う こ と が 必 要 で あ る 。 そ れを
行 な う こ と に よ り 地 域 住 民 や ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 が 地 域 の 自 然 環 境 に 対 す る理
解 が 深 ま り 、 自 然 の 大 切 さ を 感 じ る よ う に な る と 思 う 」 と し て い る 。  
3.2 遊 牧民に対するヒアリング調査の結果  
本 調 査 は 、 自 営 業 を 行 う 遊 牧 民 7 人 に 対 し て 実 施 し た 。 遊 牧 民 達 は 、 自 宅の
ゲ ル で 民 宿 さ せ 馬 貸 し 収 入 を 得 る な ど 、 観 光 が 大 切 な 収 入 源 と な っ て い る 。た
だ し 、 遊 牧 民 が こ れ を 行 う た め に は 、 観 光 省 に よ る 講 座 を 受 講 し 許 可 を 得 る必
要 が あ る 6。 遊 牧 民 は 広 報 機 会 が 十 分 で な い た め 、 大 部 分 の 遊 牧 民 は バ ス 停 の
近 く で 馬 と 待 機 し 客 を 獲 得 し て い る（ 写 真 Ⅲ  4）。以 下 で は 、7 人 の 中 か ら 重 要
な 意 見 を 述 べ た 3 人 を 事 例 と し て 取 り 挙 げ る 。  
1) 遊 牧 民 A: A は 、自営 業 を 行 う た め に 地 方 か ら 2007 年 に 家 族 5 人 で テ レ ルジ
地 域 に 移 住 し て き た 。A は テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 課 題 と し て 、「 多 く の 宿 泊 施設
は シ ー ズ ン 時 期 に 出 た 廃 棄 物 を 処 理 し て な い ま ま 残 し て お り 、そ れ に よ り川
の 水 の 汚 染 な ど 様 々 な 環 境 問 題 が 生 じ て い る 」と 述 べ た 。そ し て 、こ の 課 題
の 解 決 方 法 と し て「 宿 泊 施 設 の 経 営 者 が 自 然 環 境 の 保 護 に 取 り 組 む よ う な制
度 が 必 要 で あ る 」 と し て い る 。  
2)遊 牧 民 B： B は 、 テ レ ル ジ 地 域 の 地 元 出 身 で あ り 、 2000 年 に 退 職 し 牧 畜 を 始
め た 。 観 光 会 社 か ら「 外 国 人 に 遊 牧 民 の生 活 を 見 せ た い 」 と 要 請 が あ っ た こ
と を 契 機 に 民 宿 や 馬 貸 し の 事 業 を 始 め た 。  
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写真Ⅲ  4 観 光客を待っている地域住民
撮 影 ： 筆 者 （ 201 4 年 8 月 25 日 ）
 B は テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 課 題 と し て 、「 ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 と 住 民 の 間 に 協力
関 係 が な い 」 こ と を 挙 げ た 。 そ し て そ の 解 決 方 法 と し て 、 ゲ ル キ ャ ン プ 経営
者 と 住 民 が 協 力 し て 、 自 然 を 守 り な が ら 自 然 環 境 に 優 し い 観 光 事 業 を 行 うこ
と が 重 要 で あ る と し て い る 。  
3)遊 牧 民 C:C は 、2009 年 に 子 息 が ウ ラ ン バ ー ト ル 市 内 の 大 学 に 入 学 し た こ と に
よ り 、そ の 近 郊 の テレ ル ジ 地 域 に 移 住 し て き た 。2010 年 か ら 民 宿 や 馬 貸 し を
行 っ て い る 。 C は テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 課 題 と し て 、「 ゴ ミ を ど こ で も 捨 て る、
排 水 を 川 に 流 す な ど の 悪 い 行 為 を す る 観 光 客 が 増 加 し 、 そ れ に よ り 自 然 破壊
が 進 ん で い る 」 こ とを 挙 げ た 。 そ し て 、こ の よ う な 行 為 を 行 っ て い る 観 光 客
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は 外 国 人 よ り 国 内 の 人 が 多 く 、 ま た 一 部地 元 住 民 も 行 っ て い る こ と が 分 かっ
た 。 さ ら に 「 自 然 環 境 を 保 護 す る 方 法 が わ か ら な い 」 と し て い る 。  
3.3 ヒ アリング調査の考察  
 ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 に 実 施 し た ヒ ア リ ン グ 調 査 の 結 果 か ら 、 次 の こ と が 判明
し た 。 す べ て の ゲ ル キ ャ ン プ の 中 央 管 理 事 務 所 は ウ ラ ン バ ー ト ル 市 に あ り 、観
光 地 に は 観 光 か ら の 収 入 が ほ と ん ど 残 ら な い 。 ま た 、 地 元 住 民 と の 協 力 関 係は
構 築 で き て お ら ず 、 地 域 の 自 然 環 境 に 対 す る 直 接 的 な 保 護 も 欠 け て い る 。 さら
に 、ゴ ミ な ど 廃 棄 物 処 理 、ト イ レ 不 足 、環 境 破 壊 な ど の 問 題 も 顕 在 化 し て い る 。  
 一 方 、遊 牧 民 に 実 施 し た ヒ ア リ ン グ 調 査 の 結 果 か ら は 、次 の こ と が 分 か っ た。
テ レ ル ジ 地 域 に は 、 観 光 に よ る自然環境の悪化 という大 きな問題がある。しかし、この
問 題 を解 決 するための対 策 が実 施 されていない。さらに、ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 と 住 民
間 に も 協 力 関 係 が な い と い っ た 問 題 が 浮 か び 上 が っ た 。  
 テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 は 、 殆 ど が 自 然 と 文 化 を 中 心 と し た も の で あ る 。 さ らに
観 光 関 係 者 の 自 然 環 境 保 全 に 対 す る 関 心 は 高 い が 、 自 然 資 源 保 護 の 認 識 が 不足
し て い る こ と が 指 摘 で き る 。 そ の た め 、 こ れ を 解 決 す る 適 切 な 方 策 が 必 要 とい
え よ う 。   
 テ レ ル ジ 地 域 で は 、観 光 名 所 を 巡 回 す る マ ス ツ ー リ ズ ム 的 な も の だ け で な く 、
実 際 に 旅 行 者 が 体 験 ・ 学 習 す る よ う な 、 体 験 型 観 光 の 要 素 を 取 り 入 れ た エ コツ
ー リ ズ ム の 開 発 が 必 要 で あ る 。 今 後 は 、 観 光 関 係 者 が 連 携 し て 、 地 域 資 源 であ
る 歴 史 や 文 化 の 体 験 、 地 元 住 民 と の 交 流 な ど 、 独 自 性 が 高 い エ コ ツ ー リ ズ ムの
実 現 が 望 ま れ る 。 こ う し た 着 地 型 の エ コ ツ ー リ ズ ム の 開 発 は 、 希 少 野 生 植 物に
対 す る 関 心 を 促 し 、 結 果 と し て テ レ ル ジ 地 域 の 自 然 創 出 と 観 光 業 の 持 続 可 能性
を 確 保 す る こ と に 繋 が る も の と 期 待 さ れ る 。  
4  テレルジ地域の住民に対するアンケート調査
前 節 で の 考 察 を 踏 ま え 、 観 光 に よ る 地 域 住 民 へ の 影 響 、 今 後 の あ り 方 に つい
て さ ら に 検 討 を 深 め る た め に 、 テ レ ル ジ 地 域 の 住 民 を 対 象 に 、 イ ン タ ビ ュ ーに
よ る ア ン ケ ー ト 方 式 に よ り 実 施 し た 。  
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4.1 ア ンケート調査の実施概要  
①  目 的 ： テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 の イ メ ー ジ 、 観 光 に 対 す る 認 識 を 確 認 す る 。  
②  対 象 ： テ レ ル ジ 地 域 の 住 民 。  
③  調 査 項 目 （ ⅰ ） テ レ ル ジ 地 域 観 光 の イ メ ー ジ 、（ ⅱ ） テ レ ル ジ 地 域 の 観 光
ス ポ ッ ト 、（ ⅲ ） 観 光 客 に 何 か サ ー ビ ス を 提 供 し て い る か に つ い て 、（ ⅳ ）
テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 に つ い て 改 善 点 、（ ⅴ ） 観 光 か ら の 効 果 と 不 安 、（ ⅵ ）
観 光 を 発 展 さ せ る た め に 必 要 と す る も の 。  
④  期 間 ： 201６ 年 １ 月 ３ 日 。  
⑤  サ ン プ ル 数 ： 46、 有 効 回 答 数 32。  
4.2 ア ンケート調査の結果  
（ ⅰ ） テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 と し て イ メ ー ジ す る も の と し て 最 も 多 い の は （複
数 回 答 ）、「 自 然 を 楽 し む 」（ ７ 6.3％ ）、次 に「 伝 統 的 習 慣 、遊 牧 民 の 生 活 の 見 学 」
（ 17.6％ ）と な っ て い る 。テ レ ル ジ 地 域 が 誇 り と す る も の と し て 最 も 多 い の は、
「 自 然 」（ 83.1％ ）、次 に「 歴 史 と 文 化 」（ 10.7％ ）と な っ てお り 、両 方 の 結 果 は
一 致 し て い る 。自 然 、文 化 、遊 牧 民 、テ レ ル ジ 地 域 の 重 要 な 観 光 資 源 と 言 え る。  
（ ⅱ ） テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 ス ポ ッ ト と し て 最 も 多 い の は （ 複 数 回 答 ）、「 テレ
ル ジ の 自 然 公 園 」 (64.2%)、 次 に 「 ハ ギ ー ン ハ ラ ヌ ー ラ （ 黒 湖 ）」（ 23.1%）、「メ
レ ヒ ー ハ ダ（ タ ー ト ル・ロ ッ ク ）」(7.8%)と な っ て い る 。実は そ の 他 、テ レ ル ジ
地 域 に は チ ン ギ ス ハ ー ン 、 愛 国 心 の ガ ル ダ ン ボ シ ゴ ト 氏 の 歴 史 に 関 連 す る 多く
の 歴 史 的 な 史 跡 が あ る 。 こ れ が 回 答 に 入 っ て い な い と い う こ と か ら 、 地 域 住民
は こ の 地 域 に 関 す る 知 識 や 情 報 が 不 足 し て い る こ と が 明 ら か に な っ た 。  
（ ⅲ ） 観 光 客 に 何 か サ ー ビ ス を 提 供 し て い る か と い う 質 問 に つ い て は （ 単一
回 答 ）、 53.4%つ ま り 半 分 以 上 は 「 は い 」 と 答 え た 。 こ れ は 、 テ レ ル ジ 地 域 住民
に と っ て 観 光 が 大 切 な 収 入 源 と な っ て お り ， 住 民 の 多 く が 観 光 業 に 携 わ っ てい
る こ と を 示 し て い る 。  
(ⅳ )テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 開 発 に お け る 改 善 点 に つ い て は （ 複 数 回 答 ）、「 ゴミ
の 問 題 解 決 が 必 要 」（ 49.2％ ）が 最 も 多 く 、次 に「 適 切 な 観 光 方 策 が 必 要 」（ 27.4％ ）、
「 自 然 環 境 保 護 」（ 15.7％ ）と な っ て い る 。こ の こ と か ら 、や は り テ レ ル ジ 地域
内 で は 、 ゴ ミ 増 加 問 題 と 自 然 環 境 保 護 が 改 善 す べ き 最 も 深 刻 な 問 題 点 で あ ると
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言 え る 。 ま た 、 地 元 住 民 は 自 然 環 境 問 題 に 懸 念 し て い る こ と が 理 解 で き る 。  
（ ⅴ ） 観 光 振 興 事 業 に 期 待 さ れ る 効 果 に つ い て は （ 複 数 回 答 ）、「 雇 用 の 場の
創 出 」（ 53.2％ ）が 最 も 多 く 、次 に 、「 関 連 産 業 の 振 興 」（ 33.1％ ）と な っ て い る。
こ の 結 果 か ら も 、 住 民 が 観 光 に 経 済 効 果 を 期 待 し て い る こ と が 理 解 で き る 。  
観 光 振 興 事 業 へ の 不 安 に つ い て は（ 複 数 回 答 ）、「 ゴ ミ の 増 加 」（ 62.4％ ）が最
も 多 く 、次 に「 自 然 破 壊 」（ 31.4％ ）、「 交 通 渋 滞 や 路 上 駐 車 な ど 交 通 環 境 の 悪 化」
（ 6.1％ ）と な っ て い る 。住 民 に は 、観 光 客 の 増 加 に よ り 廃 棄 物 が 増 加 し 、自然
環 境 を 破 壊 さ れ て い る と い う 不 安 が あ る こ と が 顕 在 化 し た 。  
（ ⅵ ） 観 光 業 を 発 展 さ せ る た め に 必 要 も の に つ い て は （ 複 数 回 答 ）、「 地 域 住民
へ の 講 座 開 催 」（ 72.5%） が 最 も 多 く 、 次 に 「 政 府 、 観 光 事 業 、 住 民 と の 協 力」
（ 23.1%）、「 自 然 観 光 の 保 護 」（ 12.2%）と な っ て い る 。こ の 結 果 か ら 地 域 住 民に
は 、 観 光 業 へ の ノ ウ ハ ウ 、 さ ら に 自 然 保 護 の 認 識 が 不 足 し て い る こ と が 分 かっ
た 。 こ う し た こ と か ら も 、 テ レ ル ジ 地 域 に お い て 観 光 を 発 展 さ せ る た め に は、
住 民 と の 協 力 が 不 可 欠 で あ る と 改 め て 認 識 で き た 。  
4.3 ア ンケート調査の考察  
テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 は 自 然 を 特 徴 と し て い る こ と か ら 、 自 然 資 源 を あ り のま
ま 活 用 し な が ら 保 全 す る こ と が 重 要 で あ る 。 住 民 の 多 く が 観 光 業 に 関 わ っ てい
る に も 関 わ ら ず 、住 民 に は 観 光 地 の 知 識 が 不 足 し て い る こ と が 判 明 し た 。今 後、
テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 振 興 の た め に は 、 自 然 と 文 化 を 観 光 資 源 と し て 十 分 に 有効
活 用 す る 必 要 が あ る 。 こ れ ま で 自 然 を 収 益 対 象 と し て 活 用 し て き た わ け だ が、
そ う し た 自 然 の 活 用 形 態 を さ ら に 持 続 的 な 保 全 へ と 繋 い で い く こ と も 重 要 であ
る 。
  地 域 住 民 に よ る 観 光 振 興 が 、 地 域 経 済 を 活 性 化 し 雇 用 を 創 出 す る と 期 待 され
る 。 し か し 、 観 光 客 の 増 加 は 自 然 を 破 壊 す る こ と か ら 、 ゴ ミ 処 理 や 環 境 保 全な
ど 様 々 の 問 題 を 早 急 に 解 決 す る 必 要 が あ る 。 す な わ ち 、 テ レ ル ジ 地 域 の 自 然資
源 を 管 理 ・ 保 全 し つ つ 観 光 資 源 と し て 有 効 活 用 す る 仕 組 み を 構 築 す る こ と が必
要 で あ る 。 そ の た め に は 、 住 民 向 け の 講 座 を 開 催 す る こ と な ど も 必 要 で あ る。
ま た 今 後 は 、 国 や 地 域 の 行 政 か ら の 支 援 に よ り 、 観 光 関 係 者 と 地 元 民 が 協 力し
て こ れ ら の 問 題 の 解 決 を 図 っ て い く 必 要 が あ る 。  
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5. まとめ  
地 方 に お い て は 遊 牧 以 外 に 雇 用 を 確 保 す る 産 業 が 殆 ど な い モ ン ゴ ル に お い て、
新 た な 成 長 の 原 動 力 と し て 「 観 光 」 に 対 す る 期 待 が 高 ま っ て い る 。 近 年 で は、
観 光 は 実 際 に モ ン ゴ ル の 成 長 産 業 の 一 つ と な り 、 外 国 人 観 光 客 数 が 増 加 傾 向に
あ る 。 し か し 、 政 策 的 に 観 光 振 興 で 成 功 し て い る 地 域 は 多 く な い 。  
  本 章 で は 事 例 研 究 と し て 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 に お け る モ ン ゴ ル 最 大 の 観光
地 域 で あ る テ レ ル ジ 地 域 を 取 り 上 げ て 、 ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 と 遊 牧 民 に 対 して
ヒ ア リ ン グ 調 査 、 住 民 に 対 し て ア ン ケ ー ト 調 査 を 実 施 し た 。  
 ヒ ア リ ン グ 調 査 の 結 果 に よ れ ば 、 観 光 産 業 の 収 入 は 経 営 者 の い る ウ ラ ン バー
ト ル に 集 中 し 、 観 光 地 に は 残 ら な い 状 況 に あ る 。 加 え て 調 査 対 象 者 全 員 が 共通
し て ゴ ミ の 増 加 、 自 然 環 境 の 保 全 が テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 課 題 と し て い る こ とも
明 ら か と な っ た 。 さ ら に 、 ゲ ル キ ャ ン プ 経 営 者 と 住 民 間 に 協 力 関 係 は な い こと
が 判 明 し た 。  
 ア ン ケ ー ト 調 査 の 結 果 に よ れ ば 、 地 域 住 民 が 観 光 振 興 に よ り 、 地 域 経 済 を活
性 化 し 雇 用 を 創 出 す る と 期 待 し て い る こ と が 分 か る 。 ま た 、 住 民 の 多 く が 観光
業 に 関 わ っ て い る 割 に は 観 光 地 の 知 識 が 不 足 し て い る こ と が 分 か っ た 。 こ うし
た 状 況 の な か で テ レ ル ジ 地 域 の 観 光 振 興 を 進 め て い く た め に は 、 住 民 が 地 域の
自 然 と 文 化 を 理 解 し 、 観 光 資 源 と し て 十 分 に 有 効 活 用 す る 必 要 が あ る 。  
 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 の 観 光 業 の 発 展 を 今 後 と も 推 進 す る た め に は 、 自 然 環境
を 保 全 し つ つ そ れ を 楽 し む 観 光 の あ り 方 と し て の エ コ ツ ー リ ズ ム の 推 進 が 重要
と 考 え ら れ る 。 そ の 際 、 鍵 を 握 る の は 行 政 と 関 係 者 の 協 力 の 実 現 で あ る 。 その
具 体 的 な 方 策 と し て は 、第 １ に 、地 域 の 観 光 資 源 に 精 通 し た 地 元 の 旅 行 会 社 が、
体 験 型 の エ コ ツ ー リ ズ ム を 企 画 ・ 実 施 す る こ と が 挙 げ ら れ る 。 す な わ ち 、 着地
型 エ コ ツ ー リ ズ ム の 実 施 で あ る 。 第 ２ に 、 経 済 的 効 果 だ け で な く 地 域 の 多 様な
個 性 の 再 認 識 に つ な が る よ う な 、 ウ ラ ン バ ー ト ル と テ レ ル ジ と の 交 流 事 業 の促
進 も 考 え ら れ る 。 そ う し た 交 流 事 業 に よ り 遊 牧 と 観 光 を 結 び つ け る こ と が でき
れ ば 、 多 様 な 体 験 プ ラ ン を 取 り 揃 え る こ と が で き る 。  
 プ ラ ン づ く り に お い て は 、 テ レ ル ジ 地 域 に 住 む 人 々 の 生 活 に 触 れ 、 あ り のま
ま を 体 験 で き る こ と が 重 要 で あ る 。 本 物 志 向 の 体 験 プ ロ グ ラ ム に よ り 、 結 果と
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し て 飲 食 、 土 産 そ し て 宿 泊 に よ る 消 費 活 動 が 地 域 全 体 へ 広 が る こ と と な り 、観
光 産 業 を 支 え る 自 然 環 境 へ の 投 資 も 拡 大 さ れ 、 自 然 保 全 に つ な が る と 期 待 され
る 。さ ら に 、旅 行 業 を 営 む 地 元 の 経 営 者 や 遊 牧 民 に 対 し て 観 光 や 自 然 保 護 の
ノ ウ ハ ウ の 提 供 を 含 め て 多 角 的 に 支 援 す れ ば 、よ り 大 き な 成 長 も 期 待 で き
る 。 す な わ ち 、 観 光 産 業 と 自 然 保 全 の 双 方 を バ ラ ン ス よ く 発 展 さ せ る 循 環 を創
出 し 、 ウ ラ ン バ ー ト ル 近 郊 の 持 続 的 発 展 に 繋 げ る こ と が で き る 。 今 後 、 こ うし
た 方 策 を さ ら に 具 体 的 な も の と す る た め に 、 他 地 域 に お け る 成 功 事 例 の 研 究に
つ い て 、 さ ら に 考 察 を 深 め て い き た い 。  
【注】  
1) モ ン ゴ ル 観 光 統 計 局（ 2013）『「 モ ン ゴ ル 観 光 統 計 年 年 鑑 』モン ゴ ル 統 計 版 社  
2) ウ ラ ン バ ー ト ル 市 は 、モ ン ゴ ル の 中 部 に 位 置 し 、人 口 は 1,221,000（ 2012 年
統 計 )、 面  
積 は 約 4,700km２ で あ る 。モ ン ゴ ル の 首都 で あ り 政 治・経 済 活 動 や 文 化 の 中 心
に あ る と 共 に 近 年 で は 、 地 方 か ら の 流 入 人 口 が 急 速 に 拡 大 し て い る 。  
3) モ ン ゴ ル 観 光 統 計 局 （ 2013）『 モ ン ゴ ル 観 光 統 計 年 鑑 』 モ ン ゴ ル 統 計 版 社  
4) ヒ ア リ ン グ 調 査 に 基 づ く 。  
5) ト ゥ グ ル グ （  ） は モ ン ゴ ル 国 の 通 貨 単 位 。「 Mongol bank」 2014 に よ り 、  
1 円 ＝ 15.69 
6)モ ン ゴ ル 観 光 省 と ウ ラ ン バ ー ト ル 市 の 観 光名 所 (2001 ) 「テレルジ地 域 において
観光客向けの馬 貸 し に つ い て 命 令 書 」
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第Ⅳ章 モンゴルの地方部における観光業による地域振興 
-ウブス県を事例として- 
1.背景と目的 
 モンゴルは日本の県にあたる 21 のアイマグが設置されており、県には郡に
あたるソムが 347、更にその下に村にあたる 1681 のバグが属する。各ソムの人
口は約 3,000 人、バグは約 400 人で構成されている。  
 1990 年の社会主義経済から市場経済への移行後、首都ウランバートル 1)への
一極集中の弊害により、地方では人口の流出による過疎化や高齢化、人口減少
が進展するとともに産業も衰退し、活力や魅力が低下しつつあるため、都市と
地方の経済的格差が拡大している。また、地方においては遊牧以外に雇用を生
み出す産業がほとんどない。  
 観光産業は、地域に独自の自然や特産品などの地域資源を活用し、地域外か
ら地域内に所得を取り込むことができる産業であることから、観光産業 ２ )に力
を注ぐことで、それらの問題が解決できるものと期待できる。本章では、その
可能性と実現方策について考察することを目的とする。 
 モンゴルで観光産業が発展している地域は、首部ウランバートル近郊に限定
されている。また、観光において環境保全への配慮はほとんどなされていない
ため、ウランバートル近郊では観光による廃棄物の増加、希少性動植物の減少
など様々な環境問題が生じている。その影響から地方においても、観光が発展
することにより混雑や汚染が多発し自然環境が破壊されるとして、住民からの
反発もある。 
 そこで、自然環境の保全と両立し地域振興に貢献する、地域を主体とした着
地型観光の振興が求められる。着地型観光とは、旅行者を受け入れる側の地域
（着地）側が、地元ならではのプログラムを企画し、住民がインストラクター
や案内人となり、訪れた人と共に普段の生活・趣味を体験したり、地域の自然
や歴史を共に楽しむ新しい観光の形態である 3)。        
 日本においては、着地型観光は、再生や活性化の有力な手段として注目され、
成功している地域もある。  
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着地型観光により地域の持つ独自の産業やサービスを効果的に引き出すこと
で、地域社会・経済が活性化し、住民生活の質が改善されることに繋がると言
える。さらに、住民が観光産業振興の重要性を理解し、主体的な取り組みの意
思を持って観光事業者と協働することにより、着地型観光は成功すると考えら
れる 4)。
  本 章では、研究対象地域としてモンゴルの最も西部の大湖盆地に位置するウ
ブス県を取り上げる。モンゴルは「砂漠の国」という印象を持たれることが多
いが、ウブス県は万年雪の高い山々、森林草原、またゴビ砂漠に移行する多く
の自然地域を包含する「世界遺産」地域であり、豊かな観光資源を擁している。
それにも拘わらず、モンゴル自然環境観光省によるアンケート調査報告書によ
ると、観光客の 92%が「ウランバートル近郊」、35.5%が「フブスグル」、32.6%が
「ゴビ」を観光対象としているのに対して「ウブス県」は 3%に過ぎない (モンゴ
ル観光統計局、2013 )。モンゴルの地方部における着地型観光の将来性について
検討するためには、豊かな観光資源を擁するにも拘わらず、観光地としての実
績の乏しいウブス県を事例として取り上げることは、地方部における多くの地
域への応用が可能であるという点において有効性が高い。
 ウブス県の財政は厳しく赤字の状況にあるため、経済の低成長と人口減少が
地域内市場の縮小につながることも懸念されている。このため、観光産業が所
得や利潤を創出する新たな産業として期待される。ウブス県において観光を発
展させるためには、観光資源としての自然環境を保全しつつ有効活用すること
が重要な課題となる。
 そこで、ウブス県について現地調査およびアンケート調査を行ない、ＳＷＯ
Ｔ分析を実施した。最初に観光資源を明確にし、観光地域の状態を知るため現
地調査を実施した。さらに、観光という側面から見たウブス県に対する人々の
意識について確認するために、ウブス県民とウランバートル市民という異なる
立場の人々を対象としたアンケート調査を実施した。調査の結果から、ウブス
県において観光振興に必要な方策を検討したい。
 ウブス県の観光産業は初期段階にあるため、先行研究は少ないが、以下の２
つの論文がある。
 H.Oyunchimeg(2014)は、次のように論じている。「ウブス県は観光客を引き付
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ける豊かな地域の一つである。ウブス県においては、自然地域、生態圏の多種
類の要素を含む「世界遺産」地域、万年雪の高い山々、森林草原、またゴビ砂
漠に移行する多くの自然地域を包含していることから、観光業を振興すること
ができる」。ウブス県では、豊かな自然資源を有効活用した地域を主体とする観
光産業の発展による活性化が期待される。
 また E.Javzansuren(2014)は、次のように論じている。「ウブス県の自然環境
は急速に変化している。この変化の基本的な理由は人間行動・活動によるもの
であり、砂漠化、土壌の崩壊・乾燥化、植物構造の変化、河川や湖の旱魃、万
年雪の雪解け、動植物の種目の減少、自然の危険な現象の発生など様々の形で
現われている」。ウブス県の自然環境の悪影響の拡大は人間行動によるものと
言える。さらに、景観と植物の最大の劣化・衰退要因は、むしろ自然に対する
保護増進するための人間の働きかけの減少にあると考えられる。すなわち、地
域の人々が自然資源を観光資源として認識し大切に育てる意識を持つことが、
自然資源を保護増進することに繋がる。
 それによって、地域ならではの自然資源を保護増進するとともに、生活文化・
歴史などを含めた幅広い地域資源を発見し、磨き、それを新たな観光資源とし
て活用する、地域主導の着地型観光を発展させることが重要だと考えられる。
2.ウブス県の概要と観光業の動向  
2.1 ウブス県の概要  
ウブス県は、モンゴル国の県（アイマグ）の一つである。国土の北西に位置し ､
首都のウランバートルから 1,336km の距離にある（図Ⅳ 1）。
ウブス県の県都はウランゴム 5)であり、郡にあたる 19 ソム、更にその下に村
にあたる 92 のバグが属する。2014 年における人口は、約 75,723 人である（図
Ⅴ  2）。人口密度は 1.16 人 /km であるが、1990 年以降は人口減少が続いている。
民族構成は、ドゥルベドが 40.4％、ハルハが 16.3％、ホトンが 6％である。他
にトルグード、ザハチン、ウラインハイ、ミャンガドなど、多くの民族が住む
地域である。北部をロシアの国境と接し、数多くの湖がある。 
面積は 6.9 万  で、全国土の 4.45％を占める。  
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出典）モンゴル観光局「観光資料、 2013」 2014 年により筆者作成。
図Ⅳ 1 モンゴルにおけるウブス県の位置  
 県の面積の 8.2％が草原地帯、 14.5％は山脈地帯、 37.7％は森林草原地帯、
39.0％はゴビ砂漠地帯がそれぞれ占める（ウブス県統計局、 2012）。  
出典）ウブス県の統計局「統計データ 2014 年」 2015 により筆者作成。  
図Ⅳ  2 ウブス県の人口（千人）  
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 ウブス県の経済の主要基盤は、牧畜と農業である。県の中心ウランゴム市の
家畜総数は 12.2 万頭、同市を含む全県の家蓄数は約  196 万頭である。県の総
人口の 50％は遊牧民と家畜を持つ家庭に属し、畜産業からの収入は生活の重要
な収入基盤になっている。ただし、近年では遊牧を営む若者が減少し、その影
響で人口の 10%以上が無職の状態にある。 
 そこで、同県の経済発展のため、新たな雇用を創出できる産業展開の検討が
必要となっている（ウブス県統計局、2015）。  
2.2 ウブス県の観光産業の動向  
ウブス県の観光産業の動向を概観する。2016 年に外国人観光客数は 2,230 人
（図Ⅳ 3）、観光収入は 2,500 万トゥグルグ 6)となっている（ウブス県統計局、
2017）。  
出典）「ウブス県観光局「観光統計データ 2016 年」、 2017 年により筆者作成。  
図Ⅳ  3 ウブス県における外国人観光客数の推移（人） 
 1993 年にウブス県で初めての観光会社がゲルキャンプを整備し、活動を始め
た。現在、複数の観光会社が旅行事業を営んでいる。しかし、本社はウランバ
ートル市に所在している。宿泊施設として、 2014 年にホテルの数は合計 10 カ
所、キャンプの数は合計 8 カ所であり（ウブス県、2015 年）、観光地としてハ
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ルキヒラ（山）、ツルゲン（山）、ツガガン・デグリ（川）、トゥルゲン（山）の
自然保護区、ツガガン・シュブーツ（山）の自然保護区、ウブス（湖）、ゴール
ド・サンド（砂岳）などの地域の中心であるウブス湖区域の自然保護地は、2003
年に世界遺産ネットに加盟した。さらに、ウブス県の特別自然保護区では、地
元の牧民組合が自然保護を目的として積極的な活動を行っており、地域の哺乳
動物の保護、頭数増大を目指した常時モニタリング調査が実地されている。  
 ただし、この組合は動物保護を基本目的としているものの、頭数を増やすま
でには至っていない。したがって、自然資源を利用すると共にその利益を活用
して自然資源を増やす仕組みを持つ観光産業は発展しておらず、組合に観光に
よる収入がない状況である。  
3.ウブス県の観光資源調査  
3.1 調査の概要  
 本調査は、ウブス県の観光資源や観光地域の課題を把握する目的で、ゲルキ
ャンプによる観光事業が行われている地域を取り挙げ、2014 年 7 月 20 日から
同年 7 月 25 日に実施した。  
モンゴルは全体的に砂漠化が進んでいる状況にある。しかしウブス県は、先
述のとおり万年雪の高い山々、森林草原、またゴビ砂漠に移行する多くの自然
地域を包含する、モンゴル唯一の「世界自然遺産」の地域である。それがウブ
ス県の特徴であり、その代表事例が次の 3 地域である (図Ⅳ  4)。  
① ウブス湖：モンゴル最大の湖であり、面積 3,350km2。北岸はロシア連邦トゥ
バ共和国に接する。ウブス湖はモンゴルおいて水泳に最も適した湖である
（写真Ⅳ  1）。  
② 山脈：アルタイ山脈の連山ハルキヒラ、ツルゲン、ハンフッフイン山脈に囲
まれている。この山々の万年雪の森林、密林タイガは観光の大きな資源であ
る（写真Ⅳ  2）。  
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…………出典）ウブス県観光局「観光資料、 2016・ 2017 年」により筆者作成。
図Ⅳ 4 ウブス県における観光地の位置 
写真Ⅳ  1 地域資源調査（ウブス湖）） 
筆者撮影  （ 2014 年７月 23 日）
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写真Ⅳ  2 地域資源調査（ハルキヒラ山）  
筆者撮影）（ 2014 年７月 22 日）  
③ ゴールドサンド：自然保護地内にある自然地形であり、地球の最北端の砂山
の中に所在している。しかし、国境地帯内にあるため訪れる観光客が少ない
（写真Ⅳ  3）。
写真Ⅳ  3 地域資源調査（ゴールドサンド） 
筆者撮影）（ 2014 年７月 20 日）  
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本調査では、地域におけるゲルキャンプの管理者と住民から聞き取り調査を
実施するとともに、ウブス県の観光に関する様々なデータを入手した。
 ウブス県における観光地域の経営者と住民に対する聞き取り調査の結果から、
観光地域の中心的な問題は、適切な観光政策がないことにより地域資源の保全
と観光が連携していないことにあることが判明した。さらに、ゴミが増加した
り、観光地としての人為的管理が行き届かなくなることにより、自然遷移が進
行して希少性植物が衰退している。すなわち、自然に対する人間の働きかけが
減少していることによる影響もあることが確認できた。そこで、自然を保全し
つつ観光資源として有効活用する仕組みを構築することができる着地型観光が
必要なのである。
 本章ではさらに、地域におけるゲルキャンプの管理者と住民からの聞き取り
調査結果やウブス県の行政が公表した「ウブス県の観光計画」とデータに基づ
き、ウブス県における観光産業の可能性を戦略的な視点から明らかにするため
に、ＳＷＯＴ分析を実施する。
3.2ＳＷＯＴ分析とその結果  
ＳＷＯＴ分析とは「強」、「弱」、「機会」、「脅威」の 4 つ項目から、内部環境
や外部環境について分析を行い、方向性や改善策を洗い出し、戦略へとつなげ
る手法である（大工、 2011）。
 ウブス県の行政が公表した「ウブス県の観光計画」とデータに基づいて、Ｓ
ＷＯＴ分析を行った（表Ⅳ  1）。その結果は次のとおりである。
 ウブス県の観光の内部要因における主な「強み」は、多くの自然地帯、生態
圏を包含する「世界遺産」地域に生活する遊牧民の文化や伝統を引き継いでき
た多民族の歴史と言える。しかし主な「弱み」として、次のような点が挙げら
れる。地理的に首都から遠く離れている。また、県内観光地に行くには土道を
通る必要がある。さらに、到着した場所に快適なツーリストキャンプが無い。
 外部環境における主な「機会」は、県の北の境界が 640km にわたってロシア
と接していることである。
75
表Ⅳ 1 ウブス県の観光におけるＳＷＯＴ分析  
内部要因
強 み 弱 み
・  多 くの 自然 地帯 、生 態圏を 包含 する「世
界 遺産 」地 域で ある 。
・  多 様 な 地 域 資 源 を 有 し 、 観 光 へ の 活 用
が 期待 され る。
・  歴 史的 な文 化遺 跡が 多い 。
・  遊 牧 民 文 化 、 伝 統 を 引 き 継 い で き た 多
民 族の 伝統 習慣 があ る地 域で ある 。
・  モ ンゴ ルの 最大 の湖、ウ ブス 湖 が あ る 。
同 時に 、世 界で 最も 北にあ る砂漠と 、世
界 で 最 も 南 に あ る ツンドラが 並 存 す る
場 所と もな って いる 。
・  イ ンフ ラ 、道 路 の 整 備 が 不 十 分 で ある 。
・  快 適 な ツ ー リ ス ト キ ャ ン プ の 整 備 が 不
十 分で あ る 。
・  観 光 専 門 の ガ イ ド が 育 成 さ れ て い な
い 。
・  地 元 の 特 徴 を 表 す 記 念 品 や 土 産 の 製
造 ・販 売 の 総 合 ネ ッ トが 無 い 。
・  道 路の 看 板 、 標 識 等 が不 十 分 で あ る 。
・  ホ ー ム ペ ー ジ な ど の 情 報 発 信 が 不 十 分
で ある 。
・  観 光ル ー ト の 整 備 が 不十 分 で あ る 。
・  観 光 に 対 す る 県 民 意 識 が 欠 如 し て い
る 。
・  地 理的 に 中 心 地 か ら 遠く 離 れ て い る 。
外 部 環 境
機 会 脅 威
・  モ ンゴ ルの 唯一 の世 界遺 産で あ る 。
・  ウ ブス 空港 の整 備が 進展 して い る 。
・  県 の北 の境 界が 640km に わた ってロシ
アと 接 して いる 。
・  外 国 人 観 光 客 向 け 公 衆 無 線 Ｌ Ａ Ｎ サ ー
ビ ス （ Ｗ ｉ － Ｆ ｉ ） の 提 供 が 開 始 さ れ
た 。
・  ウ ラ ン バ ー ト ル 市 か ら ウ ブ ス 県 へ の 舗
道 の 整 備が 推進 して いる 。
・  首 都 か ら 遠 く 離 れて 位 置 し て い る 。
・  国 際 便 が な い 。
・  観 光 地 と し て 認 識が 低 い 。
・  観 光 客 の 増 加 に よ り 地 域 資 源 の 喪 失 が
加 速し て い る 。  
・  他 の 観 光 地 と の 集 客 競 争 が 激 化 し て い
る 。
・  県 の 人 口が 減 少 し て い る 。
出典）ウブス県の観光計画により筆者作成。  
76
 この「機会」を生かして、外国人観光客を増加させる方策が必要である。しかし脅威も
ある。主な「脅威」は、ウブス県としてのＰＲが不足していることにより観光地としての
認識が低いことである。さらに、観光客の増加により、自然の破壊やゴミの増加など様々
な問題が発生していることである。
 ＳＷＯＴ分析の結果から、様々な「強み」と「機会」を活かすことで、ウブス県におい
て観光が所得や利潤を創出する新たな産業となることが理解できた。
 今後は、地域振興のために適切な観光政策が必要である。具体的な方法として、地方政
府・観光事業者・住民が連携して自然を保全しつつ地域資源を利用して、地域に直接収入
をもたらす着地型観光を推進する必要がある。着地型観光により、地域の「強み」を伸ば
し「機会」を活用し、「弱み」や「脅威」を克服することで、観光における問題点を解決
できる。そのためには、遊牧民の観光に関する理解を促進し興味を高めることが必要と考
えられる。
4 .アンケート調査の概要 
 着地型観光を成功させるためには、住民との協働が重要である。そのため、ウブス県民
の観光という側面からの認識について確認するために、ウブス県民へのアンケート調査を
実施した。
 また、地元以外の人の意見を聞くことも重要と考え、モンゴルの人口の約半数が生活す
るウランバートル市の市民も調査対象として選択した。ウブス県民・ウランバートル市民
という異なる立場の人々に対して、観光という側面から見たウブス県に対する人々の認識
について確認し、観光振興に必要な方策について検討する。
4.1 ウブス県民へのアンケート調査 
（１） 調査概要：
①目的：ウブス県観光のイメージ、経験、旅行に対する認識を確認する。
②調査地：ウブス県のウランゴム市。
③調査対象：教員、医師、公務員 7)。
④調査項目（ⅰ）ウブス県の観光としてイメージするもの。（ⅱ）ウブス県内の観
光する頻度。（ⅲ）ウブス県における観光開発に関する改善点。（ⅳ）地元住民が自
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ら組織する観光開発への参加。（ⅴ）観光振興事業に期待される効果。（ⅵ）観光振
興事業への不安。
⑤ 期間：2015 年 3 月 10 日から 4 月 20 日までの 41 日間。 
⑥ サンプル数：300。 
⑦ 有効回答数：284。 
（２）調査結果： 
（ⅰ）ウブス県の観光としてイメージするもの（複数回答）：最も多いのは「自然を楽
しむ」（56.3%）、次いで「湖の保養地で休憩する」（28.1%）、「伝統的習慣、民族や少数民
族の文化の見学」（17.6%）となっている。 
これに対し、ウブス県が誇りとするものとして最も多いのは「自然」（83.1%）、次いで
「歴史と文化」（10.7%）となっており、両方の結果は一致している。自然、文化、湖がウ
ブス県の観光資源と言える。 
（ⅱ）ウブス県内の観光する頻度（単一回答）：「殆ど行かない」（80.1%）、次いで「年に
1－3 回」（17.3%）、「月に 1 回程度」（3.2%）となっている。ウブス県民は自ら住んでいる
地域について、観光地としての認識が低い。 
（ⅲ）ウブス県における観光開発に関する改善点（複数回答）：「快適なツーリストキャン
プ設立」（39.0%）が最も多く、次いで「適切な観光方策が必要」（27.0%）、「ゴミの問題解
決が必要」（18.0%）、「自然環境保護」（15.0%）となっている。これによりウブス県内では、
快適なツーリストキャンプや専門人材の不足が、改善すべき最も深刻な問題点であると言
える。また、地元住民は自然環境問題を懸念していると言える。 
（ⅳ）地元住民が自ら組織する観光開発への参加（単一回答）：「参加」（93.0%）、「参加し
ない」（7.0%）となっている。このことから、地元で企画し、参加者が現地集合・現地解
散する着地型観光を発展させることが重要と言える。 
（ⅴ）観光振興事業に期待される効果（複数回答）：「雇用の場の創出」（46.3%）が最も多
く、次いで「税収の増加」（31.2%）、「関連産業の振興」（25.4%）となっている。このこと
から県民は、観光に経済効果を期待していると言える。 
（ⅵ）観光振興事業への不安（複数回答）：「自然破壊」（64.2%）が最も多く、次いで「騒
音やゴミの増加」（12.4%）、「交通渋滞や路上駐車など交通環境の悪化」（9.6%）となって
いる。このことから、自然環境を保全しつつ地域資源を有効活用する着地型観光が必要と
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言える。 
4.2 ウランバートル市民へのアンケート調査 
（１）調査概要： 
① 目的：ウブス県観光のイメージ、経験、旅行に対する認識を確認する。
② 調査地：ウランバートル市。
③ 調査対象：教員、医師、公務員 8)調査地：ウランバートル市。
④ 調査項目（ⅰ） ウブス県への観光経験、訪問回数。（ⅱ）ウブス県の観光と
してイメージするもの。（ⅲ）ウブス県への観光に求めるもの。（ⅳ）ウブス
県への来訪・再来訪。（ⅴ）ウブス県観光の中心的な観光資源となるウブス
湖が世界遺産に登録されたことへの認識。（ⅵ）ウブス県観光開発における
改善点。
⑤ 期間：2015 年 7 月 12 日から 8 月 20 日までの合計 39 日間。 
⑥ サンプル数：120。 
⑦ 有効回答数：97。 
（２）調査結果 
（ⅰ）ウブス県への観光経験（単一回答）、訪問回数（単一回数）：30.１%が訪れたことが
「ある」としている。また、「ある」と回答した人についての訪問回数は「１回」（45.2%）
が最も多く、次いで「2 回」（32.3%）、「4 回以上」（6.7%）となっている。さらに、高年
齢層が比較的多く訪問していることが分かった。今後、若者層が訪れる工夫が求められ
る。 
（ⅱ）ウブス県の観光としてイメージするもの（複数回答）：「湖の保養地で休憩し水泳を
楽しむ」（48.2%）が最も多く、次いで「多民族生活様式を楽しむ」（26.4%）、「自然を楽
しむ」（16.3%）となっている。 
（ⅲ）ウブス県への観光に求めるもの（複数回答）：「湖」（50.6%）が最も多く、次いで「多
民族生活様式」（21.7%）、「自然」（10.3%）となっており、湖、多民族生活様式、自然・
風景への関心が高いと言える。②と③を踏まえると観光対象としての認識が薄い項目で
ある「歴史」、「自然地帯」の観光資源化に取り組む必要がある。 
（ⅳ）ウブス県への来訪・再来訪（単一回答）：「是非訪れたい」（52.5%）、「機会あれば訪
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れたい」（41.3%）となっており、訪れたいとする割合が 9 割を超える。このことから、
ウブス県に対する観光地としての印象は良いと言える。 
（ⅴ）ウブス県観光の中心的な観光資源となるウブス湖が世界遺産に登録されたことへの
認識（単一回答）：「知らない」が（60.2%）となっている。このことから、ウブス県の
観光に関る情報が不足していることが確認されたものと言える。 
（ⅵ）ウブス県観光開発における改善点（複数回答）：「地域の情報が少ない」（52.3%）、
「インフラを改善する」（22.1%）、「快適なツーリストキャンプ設立」（19.1%）となって
いる。このことから、ウブス県の県民や観光関係の事業者による県外への積極的な情報
発信が重要であると言えよう。 
4.3 考察 
 ウブス県の観光は自然を特徴としていることから、観光においては景観の多様性をあり
のまま活用することが重要となる。しかし、県外の人々がウブス県の観光についてイメー
ジするものは「ウブス湖」以外はほとんどない。したがって、自然地圏、生態圏における
観光資源を複合的に包含する「世界遺産」については、ウブス県の県民や観光事業の関係
者が自ら、他地域との比較において優位性を持つものと認識し、それを管理・保全しつつ
観光資源として有効活用する仕組みを構築することが必要となる。
 県民は、観光振興が地域経済を活性化し雇用を創出することにより、地域振興が図れる
と期待している。しかし一方で、観光客の増加は自然を破壊し、騒音やゴミの増加など様々
の問題を引き起こすことから、県民の多くは適切な方策が必要であるという意見を持って
いる。
 また、ウランバートル市民はウブス県を訪れる頻度が少ない。とりわけ若者層は訪れた
経験がない、よく知らないといった状況にある。ウブス県への観光客を増やすためには、
若者層の認識を高め誘致することが必要である。その具体的な方法として、ウブス県の観
光関係者が自ら若者向けの観光プランを企画し、ウランバートルの観光事業者を経由する
ことなく観光客を誘致することなどが求められる。
 今後、国や地域の行政からの支援により、快適なツーリストキャンプや専門人材の不足
といった問題点の解決を図っていく必要がある。観光事業が、ウブス県としてのＰＲ不足
を解決し、観光客と県民の間のかけ橋になることが重要である。さらに、県民ならではの
プログラムを企画し、住民がインストラクターや案内人となり、訪れた人と共に普段の生
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活を体験したり、地域の自然や歴史を共に楽しむ、新しい着地型観光が必要である。
 着地型観光により、これまで観光資源として認識されてこなかったウブス県固有の資源
が新たに発掘され、その個性や魅力を認識することで活用が促進され、さらには豊かな自
然の保全と増進に繋がるものと考えられる。
 また観光産業は幅広い産業分野から構成されることから、新たな雇用の場の創出が期待
される。その実現のためには、県民、観光に関係する事業者、行政などが連携してウブス
県の観光資源を発掘し、同県の魅力として県外に発信する必要がある。
5.まとめ  
 地方においては遊牧以外に雇用を確保する産業が殆どないモンゴルにおいて、新たな成
長の原動力として「観光」に対する期待が高まっている。しかし、政策により観光振興に
成功している地域は多くない。
また、観光産業の収入は経営者のいるウランバートルに集中し、観光地には観光からの
収入がほとんど残らない。それは主に、モンゴルの観光産業が「都市部の旅行会社が、地
方の有名観光地などのツアーを企画して参加者を募集し実施する」という「発地型観光」
となっていることによると考えられる。さらに、観光による様々な環境問題が生じている。
 本章では事例として豊かな観光資源を擁するウブス県を採り上げ、現地調査、それに基
づくＳＷＯＴ分析、ウブス県民とウランバートル市民に対するアンケート調査を実施した。
そして、調査結果を踏まえて地域経済の再生や活性化が実現できる観光産業振興の在り方
について考察した。
 ウブス県では、経済の低成長と人口減少が進行していることから、地域内市場は縮小傾
向にある。このため、将来に向けた経済発展のためには、新たな産業展開が必要となって
いる。
 そこで注目されるのが観光産業である。観光産業はその地域がもともと持っている歴史
や文化を利用するものや、観光客が写真などで見るだけではわからない、実際にその地域
を訪れてみて初めて体験できるような観光を作ることができれば、観光産業の発展によっ
て地域社会・経済を活性化し、成熟経済・人口減少の時代にあっても、生活の質を変える
ことなく地域の活性化を図ることができる。
 その具体的な方策の一つとして、自然環境を保全増進しつつ有効活用する共に体験型の
81
要素を取り入れた、着地型観光が重要となる。着地型観光により、その地域の持つ独自の
産業やサービスを上手く引き出すことで、地域社会・経済が活発になり、その地域に住む
人たちの生活の質が改善されることに繋がる。
 複合産業としての観光、とりわけ着地型観光は経済波及効果が大きく、地域経済振興へ
の貢献が期待できることについて、地元民の理解を深め地元民との協働を促進することが
重要である。今後、この方策をさらに具体的に提示できるよう、事例研究を重ねていきた
い。
【注】 
1) ウランバートルは、モンゴル国の首都であり最大の都市。同国中部、トーラ川沿岸の
標高約 1,300m の場所に位置する。人口は 1.221.000（2012 年統計）である。 
2) 河藤(2008)によると、観光は、歴史、文化、自然をはじめとして、特産品などの地場
産業、エコ・ツーリズムに見られるような環境保全との関連性など、幅広い分野と横断
的な関わりを持っている。 
3) 塹江（2006）は観光産業について次のように提供している。「観光産業は、観光行動の
事前（間接）・行動中（直接）・事後（間接）に関わりを持つ各種の企業（tourist enterprise）
の総体として捉えることができる」。このことから、観光産業は幅広い地域産業への経
済波及効果が期待できる。また、観光事業者は、旅行者が旅行を前にして必要な「交通
機関」「宿泊機関」をはじめとし、目的地での「食事機関」や「観光施設」その他（坪
井、2008）、として捉えることができる。 
4) 着地型観光に関しては、次のような研究が見られる。伊木、飯田、長妻（2013）は「着
地型観光とは地域主導による観光資源の創出・企画・商品化を意味する」と論じている。
小泉、富山、沼田（2014）は「着地型観光は、観光商品化の際に地域特性を活かしやす
いことから、地域活用に繋がる」と論じている。 
5) ウランゴムは、モンゴル国西部の都市で、ウブス県の県部である。 
6) トゥグルグ（ ）はモンゴル国の通貨単位。「Mongol bank」により、1 円＝21.95 （2017
年 11 月 20 日現在）。 
7) モンゴルにおいては,アンケート調査対象のリストを一般データから得ることが困難
である。このため知人からの紹介により、観光に関する知識あると考えられる教員、医
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師、公務員を選んだ。 
8) 上掲 6） 
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第Ⅴ章 自然資源を活かした観光のあり方 
    -榛名山・榛名県立公園を事例として- 
1. 背景と目的  
近年、地域にとって観光は、再生や活性化の有力な手段として期待されるよ
うになってきた。そして、地域ならではの資源を発見し、磨き、それを新たな
観光資源として活用していく地域主導の観光を目指す例も増加してきた。 
モンゴルの観光産業発展やエコツーリズムの推進に欠かすことのできない重
要な要素は、豊かな自然環境を活かす方策の実現である。それは同時に、開発
と保全とのバランスを取る必要があろう。これまでに明らかになったように、
モンゴルにおける観光地は、さまざまな環境悪化が進行しつつある。しかし、
自然環境は保全・保護が前提になるものの、単にそれを推進すれば良いという
ものではない。人間の適切・適度な関与も、自然資源を活かした観光産業発展
に欠かすことのできない要件と考えられる。とは言え、モンゴルにおいて、こ
のようなアプローチによる分析・検討が試みられた例はない。そこで、筆者が
実験・実証に取り組み、単に自然のなすがままにしておくことが、自然保護や
環境保全に結びつかない点を明らかにすることにした。具体的には、日本の榛
名山・県立榛名公園を事例として取り上げた。まず、榛名山・県立榛名公園の
観光の現状を確認して、問題点を明らかにする。そして、自然観光資源である
景観と植物が劣化・衰退する最大の原因を確認し、自然資源の保全と観光資源
への活用方策を検討することにした。 
 上毛三山の一つに数えられる榛名山の標高 1,100m 付近に榛名湖が位置す
る。周辺は県立都市公園に指定され、美しい景観と、ハイキングや湖でのボー
ト、釣り、オートキャンプなどのレクリエーションの場として、四季を通じて
多くの観光旅行者でにぎわう県内有数の観光地である（高崎市商工観光部観光
課、2010）。群馬県自然環境調査研究会によると、榛名山周辺地域では、観光客
の誘致が優先されて、自然観光資源である景観と高山植物が劣化・衰退しつつ
あるという報告がある。また、高崎市観光課の資料によると、近年、榛名山周
辺地域への観光客は減少している。群馬県の榛名山・県立榛名公園においても、
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自然環境について科学的な面では様々な研究が行われているが、社会学的な視
点からのエコツーリズムに関する研究は見当たらない。 
以上の背景を踏まえて本章では、榛名山周辺地域の希少性の高い自然資源を
保全し、さらに自然資源を観光資源として活かし、高崎市の観光地として観光
ブランドを高めていくことを重視する。そのため、榛名山周辺地域における観
光資源としての植物の現状を把握する必要がある。また、高崎市における観光
の現状を把握し、その中での榛名山周辺における観光の位置づけについて確認
する。そして、この結果に基づき、高崎市の自然資源を観光資源として活用し
ていくための具体的な方策について考察する。  
榛 名 山 周 辺 地 域 に お い て 自 然 資 源 を 生 か し た エ コ ツ ー リ ズ ム を 推 進 す る た
めに、活用が期待される資源としての植物の現状を確認する。希少性が高いユ
ウスゲ群生地沼の原について、現地調査と実験を実施した。 
2. 榛名山周辺地域における観光振興の取組み  
本節では、豊かな自然美、文化の魅力に恵まれた観光地である、榛名山周辺地
域における観光の取組み方策について考察する。  
2.1 榛名地域の現況 1 
 榛名地域は、群馬県の中西部に位置し、高崎市との合併前の旧榛名町の人口は
約 2 万 2 千人（ 2005 年国勢調査）、地域の面積は 93.59km2 である。  
 高崎駅からは榛名支所のある下室田町まで約  15km、最寄りのインターチェ
ンジである関越自動車道前橋インターから下室田町までは約 16km である。ま
た、北陸新幹線安中榛名駅より東京駅までは約 70 分となっている（図Ⅴ-1）。 
榛名地域は、北部を榛名山と榛名湖、南部を里見連山丘陵に囲まれ、東西約
13km、南北約 14km である。地域の南部には山間の小渓流を集めて西から東に流
れる烏川があり、これに沿って平野部に水田や果樹園と市街地が形成されてい
る。  
 榛名地域の産業構造は、農業、林業などの第一次産業の比重が比較的高いとい
う特徴がある。 
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出典）高崎市商工観光部観光課（2010）『高崎市観光振興計画 2010』  
図Ⅴ -1 群馬県における榛名地域の位置 
 2005 年国勢調査により産業別就業者数をみると、第一次産業の占める割合は、
高崎市全体では 2.1％程度であるが、榛名地域は 12.5％を占める。特に東日本
一の生産量を誇る梅をはじめ、梨や桃、プラムなどの果樹栽培と、乳用牛、肉
用牛、豚、採卵鶏、ブロイラーなど多様な畜産が中心となっている。 
2.2 榛名山周辺地域における観光の現状 2 
上毛三山の一つとされる榛名山の標高 1,100m 付近には、榛名湖が位置する。
周辺は県立都市公園に指定され、美しい景観と、ハイキングや湖でのボート、
釣り、オートキャンプなどのレクリエーションの場として、四季を通じて多く
の観光旅行者でにぎわう県内有数の観光地である（図Ⅴ -2）。  
しかし、近年では、自然保護の立ち遅れや施設の老朽化、施設の管理体制の
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見直し、案内・情報施設や駐車場の整理統合、車両動線と歩行動線の整理、景
観の質的向上などの必要性と入込客数の減少が課題として顕在化している。 
榛名山周辺地域の観光動向について、「高崎市観光振興計画（ 2008 年度観光
客数・消費額調査）」に基づいて地域別の観光入込客数を見ると、高崎地域がも
っとも多く 367 万人であり、次いで榛名地域が 107 万人となっている。さらに
観光入込客について、県内外の割合を地域別に見ると、高崎地域では、県外客
42.6％、箕郷地域が 45.9％、榛名地域が 9.4％となっている。  
 観光消費額について、地域別に見ると、高崎地域が最も多く 117 億 6 千万円
で、次いで榛名地域が 48 億 8 千万となっている。高崎地域の観光消費額が他の
地域に比べて多いのは、高崎駅を利用する県外からのビジネス客が多いことに
よるものと考えられる。それを除くと榛名地域の観光消費額の大きいことが確
認できる。  
出典）高崎市商工観光部観光課（ 2010）『高崎市観光振興計画 2010』  
図Ⅴ-2 榛名山及び榛名湖
2.3 榛名山周辺地域における観光政策とその評価  
榛名観光振興計画は、高崎市第 5 次総合計画により榛名地域が「観光交流ゾ
ーン」と位置づけられたことを受け、2008 年度から 2019 年度を計画期間とし
て、 2008 年 3 月 31 日に策定された。その要点について確認する。榛名地域の
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観光エリアはその特性から、榛名湖・榛名神社を中心とする「かみのエリア」
と「くだもの街道」や榛名梅林に代表される「さとのエリア」に分けられてい
る。榛名地域観光計画の目標は、（図Ⅴ  4）に示すとおりである。  
出典）高崎市商工観光部観光課（ 2010）『高崎市観光振興計画 2010』  
図Ⅴ  4 榛名地域観光計画の目標  
榛名地域
一級の観光地榛名の再生
かみのエリア聖地の再生 さとのエリア農業観光の確立
「榛名湖」の保全と活用
「榛名神社」の発信
「はるなブランド・たかさきブラン
ド」の開発
常設型産地直売空間「くだもの街道」の
整備
「フルーツライン」への展開「社家町」再生プロジェクト
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表Ⅴ 1 榛名地域の観光課題とアクションプラン  
出典）高崎市商工観光部観光課（ 2010）『高崎市観光振興計画 2010』  
 また、地域別に観光振興の目標は詳細に立てられている。しかし、具体的な期
間や自然保全と自然資源の活用の関係について行動計画が示されていない。榛
名地域は、豊かな自然や歴史、文化など地域固有の観光資源が豊富に存在する
にもかかわらず、その活用と連携が不十分である。  
3. ヒアリング調査 
 榛名地域の観光の現状を踏まえ、その課題を克服し優位性を生かすため榛名
観光振興計画の進捗状況について考察する。そのために、高崎市の観光振興を
担当する高崎市観光課へのヒアリング調査を 2013 年 10 月 10 日に、さらに、
榛名観光協会へのヒアリング調査を 2013 年 10 月 26 日に実施した。  
 以下では、ヒアリング調査の際に提供された資料をもとに、榛名山周辺地域
榛名地域の観光の課題  課題へのアクションプラン  
1.観光資源の保全が不十分 都市公園としての明確な位置づけ 
「 SOS 榛名湖」プロジェクトの推進 
榛名湖周辺パフーアッププロジェクト 
榛名ニューツーリズム 
2.地域固有の名物が無い  社家町再生アクションプロジェクト 
3.新たな観光資源の発見・発握
が不十分  
果樹資源の徹底活用 
榛名グリーンツーリズムの推進 
農 林 業 環 境 整 備 に よ る 観 光 振 興 基 盤 の
強化 
4.地域資源間の連携・ネットワ
－ク化が不十分 
各観光資源をつなぐルートを設定 
5.広域的な観光連携が不十分  広域な観光ルートを設定  
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の観光振興について考察する。 
3.1 ヒアリング調査の結果  
ヒアリング調査により、榛名山周辺地域の保全に関して高崎市や榛名観光協
会が具体的に実施していることは、榛名山周辺の市民のボランティア活用に対
して榛名観光協会から支給している一年一度の補助金程度であり、具体的な保
全事業は、殆ど行われていない状況であることが判明した。 
観光地としての榛名神社に関する情報発信と「社家町」再生プロジェクトは
計画通りに進んでいる。「社家町」再生プロジェクトは、元々商店街であり名物
料理がなかった「社家町」において、来客にそばを提供した歴史を復活させた
ものである。このプロジェクトは実際に実現・実行されている。また、榛名ブ
ランドであり地元産の銘柄鶏を使った「はるなコケッコー」3)が 2010 年９月１
日より本格的にスタートしている。 
以上のことから、現在のところ歴史的資源や食を中心とした観光への取り組
みは行われているものの、自然資源を活かした具体的な観光振興政策や行動が
実現されていない状況であることが確認できた 。 
3.2 ヒアリング調査に基づく考察 
 ヒリング調査により、榛名山周辺地域には特色ある様々な観光資源が存在す
るにもかかわらず、情報発信や PR の不足から、誘客や地元商品の販売に十分結
びついていないことが分かった。さらに、地域資源の価値と魅力を伝えるイン
タープリターの存在とその育成が見られない。また、榛名山周辺地域では、自
治体間や地場産業との連携が進んでいないことなども明らかになった。  
榛名山周辺地域は群馬県立榛名公園であり、自然公園的な「都市公園」 4（ で
ある。しかし、都市公園としての明確な性格づけやその理解が十分にされてい
ない。そのため、観光地として認知されながら、榛名山周辺地域の整備・開発、
観光振興が十分に進められてこなかったと考えられる。榛名山周辺地域につい
ては、県と市の連携のもとに、環境保全・再生型の都市公園として整備してい
くことが求められる。 
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ちなみに、榛名山周辺地域に近い赤城山周辺地域では、環境教育プログラム
策定推進のための広域連携組織「赤城クリーン・グリーン・エコネットワーク
の環境教育プログラム専門部会赤城自然塾」が、文部（現 :文部科学）省の学習
指導要領に対応した環境教育プログラムづくり、赤城地域の環境課題の解決と
環境保全、自然の仕組みを理解するという目的で、山頂付近の大沼・小沼・覚
満淵をはじめ、ふれあいの森、青少年交流の家、昆虫の森、サンデンフォレス
といった施設など地域の豊富な環境資源を活用して環境教育プログラムを策定
し実践すること、環境課題を教材にしたプログラムを実践すること、また、そ
のための支援活動を推進する活動を積極的に進めている。このような住民、行
政、観光団体、研究機関、第一産業団体との連携活動が榛名山周辺地域にも必
要である。  
4.湿原と生育植物の特徴  
群馬県の自然観光資源の特徴の一つとして、亜高山帯に位置する湿原の多い
ことが挙げられる。尾瀬、玉原湿原、赤城山・覚満淵、県立榛名公園・沼の原
は、いずれも標高 1,000m 以上に位置している。 
 湿原は主に浅い湖沼や潟などが、次第に土壌で埋まり陸地化したものである。
湿原では土壌や表面の水分の栄養分が乏しいか、栄養分があったとしても地表
にあまり染み出ないなどの特徴から、大型の樹木などが生育せず、コケ類がよ
く生育する。湿原には美しい花を咲かせる植物も多く見られ、自然に関心があ
る人にとっては興味が尽きない。湿原にしかない、希少な野生の動植物が多く
生息し、地域の固有種といわれる種も多く見られる。また、湿地は土壌の栄養
分が少ないため、食虫植物が多いことも特徴である（鈴木 ･西田  、 1973）。  
 このように湿原は、生物の多様性が保たれている、いわゆる自然度が高い地
域である。しかし、この魅力ある湿原は、微妙な環境条件のもとに成立した弱
い自然でもある。 
4.1 沼の原の植物の現状 
かつて榛名湖は大きな湖で、榛名富士をぐるりと取り巻いていた。しかし約
92
２万１千年前の相馬山、約１万年前の水沢山、さらには６世紀の二ツ岳の活動
で噴出した火山灰や軽石のため東側が埋められ、現在の形になった。沼の原は、
かつて水を湛えていた榛名湖が埋め立てられた跡である。沼の原は東に向かっ
て緩い上りの傾斜になっているため、榛名湖に近い西側の低地部分は湿原とな
り 東 側 の ヤ セ オ ネ 峠 に 近 づ く に つ れ て 乾 燥 度 が 増 し て 樹 木 が 多 く な っ て い く
（栗原、 2009）。沼の原の湿原は、貴重な湿原植生が残されている。沼ノ原は、
以前よりユウスゲなど美しい花を咲かせる湿地性植物の自然観光が盛んである。
沼の原には「ユウスゲの道」と名づけられた散策路がある。2002 年の群馬県の
調査により、ここに 43 科 154 種 5 変種の維管束植物の生育が確認された (松
澤  、 2003)。群馬大学の石川研究室を中心とした近年の観察結果によると、沼
ノ原において、観光客の増加と木道の壊れたことにより、人間が散策道をはず
れて植生を踏みつけ、無数の“ケモノ道”ができてしまい、そこでは植生が完
全に消失してしまっている、いわゆる「オーバユース」状態にある部分が各所
に見られる。またビッチュウミヤコザサが繁茂して植生を覆ってしまい、高山
植物が生育できなくなっている場所が複数ある。
5.調査方法と結果 
5.1 現地調査： 
各調査地における植物の生育環境の現状、および植物に対する観光客および
管理状況の影響を解明するため現地踏査を実施した。 
沼の原において、次の地点で生育する植物相を中心に行った。  
設置された木道・クマザサが繁茂している地点、  
クマザサを刈り取ってから 1 年目、 
クマザサを刈り取ってから 2 年目の地点 
 こ れ ら の 生 育 が 確 認 さ れ た 種 の 写 真 を 撮 影 し て 種 の 同 定 を 行 っ た 。 調 査 は
2012 年 6 月 8 日、 7 月 21 日、 8 月 29 日に行った。  
 この調査の結果、榛名山・県立榛名公園全体として亜高山帯の湿った場所を
生育場所とする植物が多数生育していることが確認された。このように、現地
調査・植物実験を継続的に行うことによって、その地域およびその地域に生育
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する植物の特性を明らかにすることが重要である。  
5.2 生育環境計測： 
自動記録システムを各調査地に設置し、植物にとっての生育環境条件である
気温、土壌含水率、相対光強の連続測定を行った。２０１２年８月２９日に 12
地点で、土壌含水率についての測定を含水率計（  Theta probe typeML1, Delta）
を用いて、各地点の林床植生の直下において、各 3 回ずつ測定した。また、調
査対象とした 3 地点について、生育する植物相（生育しているすべての植物名）
および生育状況をリストアップした。さらに次の各地点：a.ササの上、下 b.す
すきの上、下 c.木の下において光量子センサー（ライカ社製 LI190SA）を用い
て、光量子密度を測定した。  
 この結果は、開花・生育期間中における土壌含水率には大きな地点間差は見
らなかったが、低いササの地点はやや乾燥していると考えられる。相対光量子
密度を測定した結果から見ると、ビッチュウミヤコザサの下は非常に暗い環境
になっている。 
5.3 発芽実験： 
 様々な温度条件のもとで種子を培養して、発芽にとって最適な温度条件を解
明する。実験に用いる種子は榛名山公園で主な植物の種子を採集して 8 種類の
在来種の種子を用いた。その結果は、発芽実験に用いた榛名公園産の植物の種
子の発芽の温度依存性は、 2 つのグループに分かれるが、いずれにしても 25℃
または 30℃という比較的高い温度で良く発芽することが分かった。つまり、主
に夏に発芽すると考えられる。 
5.4 栽培実験： 
様々な温度条件と光条件のもとで植物を栽培して、最適な栽培条件を解明す
る。さらにクマザサによる日陰の生長に対する影響を検証した。この結果、ユ
ウスゲとオミナエシについて、苗を各種の光条件（相対光強度で 100％が最も
明るく、 3％が最も暗い）下で栽培したいずれの種も明るい（ 100％）条件下で
は生長するが、暗い（3％）とほとんど生長しない、つまり、ビッチュウミヤコ
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ザサなどに覆われると、生長できなくなる危険性があることが分かった。 
ユウスゲとオミナエシについて、苗を 2 種の温度条件（ 15/10℃および 25/13℃）
下で栽培した。ユウスゲは温度が低く（15/10℃）ても、高い温度（ 25/13℃）
下と同じくらい生長するが、オミナエシは温度が低いと生長が悪くなる。つま
り榛名公園のような標高では、ユウスゲは相対的に生長期間が長く、オミナエ
シは短いと考えられる。  
5.5 研究結果に基づく考察  
この調査の結果、榛名山・県立榛名公園全体として亜高山帯の湿った場所を
生育場所とする植物が多数生育していることが確認された。生育環境計測の結
果から、開花・生育期間中における土壌含水率には大きな地点間差は見られな
かったが、低いササの地点はやや乾燥していると考えられる。栽培実験の結果
から、観光自然資源の代表、ユウスゲとオミナエシについて、苗を各種の光条
件（相対光強度で 100％が最も明るく、3％が最も暗い）下で栽培したいずれの
種も明るい（100％）条件下では生長するが、暗い（ 3％）とほとんど生長しな
い、つまり、ビッチュウミヤコザサなどに覆われると、生長できなくなる危険
性があることが分かった。  
以上の実験結果から、自然観光資源である景観と植物が劣化・衰退する最大
の原因は、ササ刈りなど自然に対する人間の働きかけが減っていることによる
影響と考えられる。また、ワイド木道の敷設のような、利用と保全のバランス
を欠いた形の整備が行われると、植物種多様性を低下させ、結果的に観光資源
としての価値さえも激減させて、持続可能な利用を不可能にすると考えられる。 
6.まとめ  
本章では、高崎市の観光を代表する榛名山周辺の地域を取り上げた。榛名山
周辺地域の観光資源とは、豊かな自然環境と文化、そこで築き上げられた美し
い田園風景といった魅力であると言える。そして、このような観光資源や魅力
を失うことなく持続的な観光振興に活用していく具体的な方策について考察し
た。  
95
観光資源としての植物の現状を解明するために、現場調査と実験を実施した。
その結果、榛名山・県立榛名公園全体として、亜高山帯の湿った場所を生育場
所とする植物が多数生育していることが確認された。また、現地調査・植物実
験を継続的に行うことにより、自然観光資源である景観と植物が劣化・衰退す
る最大の原因は、ササ刈りなど自然に対する人間の働きかけが減っていること
による影響であることが分かった。 
 そのため榛名山周辺地域の希少な植物を人の働きかけにより、観光資源化さ
せて利用することが有効となる。すなわち、観光として期待されるエコツーリ
ズムの導入が、結果として榛名山周辺地域の希少な植物の保全につながるもの
と言えよう。 
 榛名山周辺地域の観光振興方策については、榛名観光振興計画では観光資源
が持つ価値と現状を踏まえ、全体目標を「一級の観光地はるなの再生」として
いるものの、ヒアリング調査により、地域自然資源の活用・保全について具体
的な観光振興政策や行動が実現されてないことが分かった。 
魅力的な観光資源の持続的活用によるエコツーリズムの展開には、これを担
う人材の育成、地域の体制づくりが重要となる。そのために住民、行政、観光
団体、研究機関、第一産業団体との連携活動が榛名山周辺地域にも必要となる。
榛名山周辺地域の観光の特徴である自然資源を対象に、具体的なエコツーリズ
ムプログラムの開発を行うことにより、榛名山周辺地域における観光事業の持
続的発展と地域振興さらに環境保全に大きな効果が期待できる。
 いずれにしてもモンゴルのエコツーリズム推進に際しては、豊かで恵まれた
自然環境、とくに遊牧社会と密接に関連する草原の維持・管理や保全が必要で
ある。人間の手による適切・適度な関与の必要性と組織・体制の確立が求めら
れるのである。言うまでもなく、しっかりとした生態系の調査が前提であり、
諸外国の先行事例を踏まえた計画の策定が急務である。 
【注】 
1) 榛名観光振興計画、 (2007)による。 
2)  前掲１）による。 
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3)「はるなコケッコー」とは、榛名山の水を使用して、榛名山麗で育った良質
の鶏肉、野菜（群馬県産）の使用にこだわったオリジナリティー溢れる料理で
ある（榛名湖らしい、店独特のもの）。 
4) 都市公園法は、（1956 年 4 月 20 日  法律第 79 号  最終改正:2004 年 6 月 18
日法律第 109 号）は、都市公園について定めた法律である。 
【参考文献】 
高崎市商工観光部観光課 (2010):「高崎市観光振興計画」 
高崎市商工観光部観光課（ 2007） :「榛名観光振興計画」 
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第Ⅵ章 日本における住民参加の着地型観光による 
持続的な地域振興に関する考察 
1 背景と目的 
これまでに、モンゴルにおける観光産業の現状とその課題について、自然的・
人文的諸要素から検討してきた。とくに、首都のウランバートル及びその周辺
地域における一極集中的な傾向が強く、今のところ観光産業発展の恩恵が地方
に及んでいないことが判明した。モンゴル全体の観光産業の方向性としては、
エコツーリズムに代表される自然資源を活かした体験型の観光や、ウランバー
トルからの発地型観光の是正が大きな課題として浮上した。 
 モンゴルにおけるインバウンド、アウトバウンド観光の現状、とくに外国人
観光客が求める観光要素は、豊かな自然や遊牧地域、チンギスハーンに代表さ
れるモンゴル帝国の歴史遺産を最初に求め訪れるのは必然であろう。今後、リ
ピータの確保を含め、地方振興の持続的な発展策が必要になる。このような課
題を解決するための方策は種々存在すると考えられるが、モンゴルの自然環境、
地域特性や産業特性を加味すると、地方が主体的に取り組むことが可能な着地
型観光産業の育成がその目標として浮上する。  
 そこで、本章においては、着地型観光業創出に積極的に取り組む日本の事例
を取り上げ分析することにより、今後のモンゴルにおける観光発展の方策を探
ることにした。 
第二次世界大戦後、先進諸国では経済発展により、大量生産・大量消費の時
代が出現し、かつてない経済的豊かさが実現された。その経済的豊かさは社会
に広く浸透し、かつては富裕層に限られていた旅行が大衆化していった。この
ような大衆化された観光をマスツーリズムという。マスツーリズムが観光の主
流として広まっていく一方で、観光地への人口集中が原因となり交通渋滞やゴ
ミ問題、景観破壊などの環境問題が生じた。それにより観光は、観光地とその
周辺地域の自然環境や生活環境、あるいは文化に大きな悪影響を与えるという
ことが、人々に認識されるようになった。そこで、自然を保全しながら利用す
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る持続可能な観光として、エコツーリズムやグリーンツーリズムが注目される
ようになった。 
 日本においても、新たな成長の原動力として観光に対する期待が高まってい
る。近年、地域にとって観光は、再生や活性化の有力な手段として期待される
ようになってきた。そして、地域ならではの資源を発見し、磨き、それを新た
な観光資源として活用していく地域主導の観光を目指している。すなわち、旅
行者を受け入れる側の地域（着地）側が、地元ならではのプログラムを企画し、
住民がインストラクターや案内人となり、訪れた人と共に普段の生活・趣味を
体験したり、地域の自然や歴史を共に楽しむ、新しい観光の形態である着地型
観光が注目されている。   
 着地型観光は、地域の資源を掘り起こしたり、地域の魅力を再発見し活用し
たり、地域の個性を活かした事業を立ち上げることで、地域内に新しい雇用や
サービスを生み出している。また、地域の独自性を高め地域外から関心を持た
れることにより、多くの観光客が訪れ、経済効果が生まれていると考えられる。 
  着地型観光を上手く展開していくためには、地域住民と観光事業者が良い関
係を築き、地域住民の協力を得ることが重要である。そのためには、地域活性
化に果たす観光の役割の重要性について住民の深い理解が何よりも重要となる。
すなわち、住民が観光を必要とし主体的な取り組みの意思を持って観光事業者
と協働することにより、着地型観光が成長すると考えられる。  
本章では、着地型観光の成長要因が住民の主体的な取り組みにあると考え、
そのことを住民の意識を知ることを通して考察したい。そのために、地域の日
常生活との密着度の高い女性が経営する、特色ある農家民宿に対してアンケー
ト調査を実施する。また近年、着地型観光により経済活性化の成果を上げて注
目されている飯田市における取り組みを取り上げ、その推進主体となっている
株式会社南信州観光公社（以下、南信州観光公社とする）へのヒアリング調査
を実施した。 
2. 農家民宿に対するアンケート調査 
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 ここでは、着地型観光の成長要因を住民の主体的な取り組みと考え、住民の意
識を知ることを通して考察したい。そのために、地域に深く根差した日常生活
の中で農家民宿を営んでいる女性経営者に対してアンケート調査を実施した。 
2.1 アンケート調査の実施概要 
①  目的：農家民宿を経営する住民の意識を知る。  
②  対象：農家民宿を経営する女性たち。 
③  抽出方法：一般財団法人都市 農山漁村交流活性化機構のホームページから
「農林漁家民宿おかあさん」のサイト 1)を利用する。その中で農業民宿を営
業する女性を選定した。  
④  期間： 2016 年 12 月 9 日から 2016 年 12 月 22 日。  
⑤  サンプル数： 85、有効回答数 44（有効回答率：51.7%）。  
⑥  調査項目（ⅰ）経営者のプロフィール、（ⅱ）農家民宿や農業体験などの事
業に参画した理由、（ⅲ）参画している事業（農家民泊や農業体験など）、（ⅳ）
農家民泊や農業体験の事業経営を始めてからの期間、（ⅴ）農家民泊や農業体
験の事業経営は楽しいか、（ⅵ）地域との協力、（ⅶ）地域からの支援、 (ⅷ ) 
農家民宿や農業体験の事業経営をしたことのメリット、（ⅸ）今後の観光振興
に関する提案・意見。 
2.2 調査結果とその考察  
（ⅰ）経営者のプロフィール（単一回答）  
回答者の 14 名（ 31.1%）が男性 2)、31 名（ 68.9%）が女性である。回答者の年
代は、30 歳代が 1 名（ 2.1%）、50 歳代が 1 名（ 2.1%）、60 歳代が 25 名（ 53.2%）、
70 歳代が 18 名（ 38.3%）、80 歳代が 2 名（ 4.3%）であり、60 歳代の経営者が最
も多かった。 
（ⅱ）農家民宿や農業体験などの事業に参画した理由（記述式）  
回答には、大きく分けて 2 つのパターンがある。一つは地域の町おこしや、
農業・食に関心を持ってもらうなど、もう一つは古民家の活用、収入確保のた
めである。また別の観点から見ると、地域貢献や食育等のために始めたとする
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回答が比較的多かった。  
（ⅲ）参画している事業（農家民泊や農業体験など）（記述式）  
「農業体験や伝統工芸品の製造体験を事業として行っている人」（ 65.4%)が最
も多く、次に「観光案内など地域の紹介活動を行っている人」（ 17.6%)が多い。
事業内容には、細かく分けると多種多様なものがあり、地域性や経営者の個性
が色濃く出ていると言える。  
（ⅳ）農家民泊や農業体験の事業経営を始めてからの期間（単一回答）  
10 年未満が 3 名（ 7.0%）、 10 年以上 15 年未満が 18 名（ 4.2%）、 15 年以上 20
年未満が 7 名（ 16.3%）、20 年以上 25 年未満が 8 名（ 18.6%）、25 年以上 30 年未
満が 4 名（ 9.3%）、 30 年以上が 3 名（ 7.0%）であり、本調査では長く経営して
いる人からの回答が得られていると言える。 
（ⅴ）農家民泊や農業体験の事業経営は楽しいか（単一回答）  
「楽しい」と回答したのは 41 名（ 95.3%）、「普通」は 1 名（ 2.3%）、「楽しく
ない」は 1 名（ 2.3%）であり、ほとんどの経営者は事業経営が楽しいと感じて
いる。楽しくないと回答した経営者は、その土地に未来はないと感じている。 
(ⅵ )地域との協力（記述式）  
「地域の歴史や伝統文化を伝える」という趣旨（ 46.2%）が最も多く、次に、
「現地を案内、地域の食文化を提供する」という趣旨（ 34.7%)など、地域活性
化へとつながる地域貢献活動を展開している。  
(ⅶ )地域からの支援（単一回答） 
「ある」と回答したのは 21 名（ 47.7%）、「ない」と回答したのは 23 名（ 52.3%）
である。具体的な支援の内容としては、「自治体からの許認可を取る際の補助お
よび宣伝」、「地域の人からの食材の提供」、「知人に農家民宿を紹介する」など
が挙げられている。 
（ⅷ）農家民宿や農業体験の事業経営をしたことのメリット（記述式）  
大多数の人が、自身のやりがいを見出せる、地域農産物や地域伝統の宣伝に
よって地域活性化への貢献ができるといったメリットを感じている。また、収
入が増えたという側面でメリットがあるとする回答もあるが、それは二次的な
ものであり、本質は前述のようなメリットが主であると言える。  
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（ⅸ）今後の観光振興に関する提案・意見（記述式） 
高齢化進展による若い世代への継承を懸念している声が多かった。また、地
域住民との協働を望む声も多く、行政に対して住民とのコーディネートを望む
声もあった。 
 本調査により、農家民宿は単に食や農業に理解を深めるだけでなく、その土
地の文化や歴史的背景を学ぶ場ともなっていることが分かった。そのため、農
家民宿は地域の良さを外部に伝えることによる地域ブランドの形成と、地域に
おける伝統の次世代への継承といった側面からも大切であると言える。
 また、農家民宿の経営者は 60 歳代以上の高齢者がほとんどである。そのた
め、マンパワーの不足や積極的な情報発信力の不足といった問題への懸念が生
じる。また、高齢化の進んだ地域で規模の大きな改革は難しいという意見もあ
り、高齢化の進行に適した支援策の展開が行政に求められる。  
 農家民宿は、地域活性化に有効性の高いポテンシャルを持っていると言える。
しかし現状では経営者の高齢化により、そのポテンシャルを十分に活かせてい
ないとも言える。 そのため、農家民宿の活性化には若い世代の積極的な参加が
求められる。 
3．飯田市における着地型観光への取り組み  
近年、着地型観光により経済活性化の成果を上げて注目されている飯田市に
おける取り組みを取り上げ、 その成功要因について考察する。そのために、推
進主体となっている南信州観光公社へのヒアリング調査を実施した。 
 飯田市の観光において南信州観光公社は、企画・運営全てを行い、農家民宿
体験型プログラムなどを通して、都市住民と農家の人々の交流の場を提供し、
滞在することで地元の旅行業者や関係業者などが利益を確保しており、それが
地域振興に繋がっていると考えられる。 
 飯田市の観光の取り組みについては、次のような研究が見られる。義光 (2014)
は、「地域の自然やそこに暮らす人々のありのままの生活に飛び込み、地元の人
たちから直接指導を受けながら利用側と受入側が共に体験することでそこに感
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動が生まれるはず」と述べている。飯田市においては、地域住民を主体として
住民による取り組みが着地型観光を上手く展開させたと考えられる。若林憲子
（ 2012）は、「飯田市は、第３セクターの観光公社を設立し、地域ぐるみで受入
態勢を整備した。農家は生業と都市住民との関係性を維持した民泊継統が最善
の選択であると理解し協力する。地域社会は農業形態や家庭事情により農家の
自己利益を否定せずにそれを公共的次元へと導き選択自由を可能にした」と述
べている。  
 本章では、飯田市の観光において、地域振興のために実施されている、エコ
ツーリズムと体験を取り入れた着地型観光の成功要因について、南信州観光公
社へのヒアリングを通して考察したい。 
3.1 飯田市の概要 3) 
飯田市は日本の中央、長野県の最南端に位置している、東に南アルプス、西
に中央アルプスがそびえ、南北に天竜川が貫く日本一の谷地形が広がり、豊か
な自然と優れた景観、四季の変化に富み、動植物の南北限という気候風土に恵
まれている。また、飯田市伊那谷と呼ばれる盆地に位置しているため梅雨を除
いて降雨量は少なく、湿度が低い中央高地式気候に分類される。全国でも霧が
多く発生する地域である  
 2016 年時点で人口は 103,619 人であり、面積は 658.76km と、下伊那地方で
は最大規模の都市である。飯田市の歴史は安土・桃山時代から江戸初期かけて
城下町が形成され藩として始まった。飯田市は、アメリカから始まった世界大
恐慌の影響で衰退するまでは、養蚕・製糸業が盛んであり、西陣織の素材とし
て京都に移出されていた。そのために、京都との交流が盛んであり、南信州の
「小京都」として文化的にも発展していた。現在でも人形劇ななどの伝統文化
が多く残っている。また、近年では「環境文化都市」に選定されるなど環境へ
の取り組みにも力を入れており、「天竜峡エコバレープロジェクト」として市全
体で資源をリサイクルする環境政策を策定している。 
飯田地方で最も有名な特産物としては、「市田柿」と呼ばれる全国でも最高級
ブランドである干し柿が挙げられる。飯田市は以上ように、豊かな自然環境と
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伝統的な文化に育まれた都市である（図Ⅵ -1）。  
3.2 飯田市の観光動向 
「りんご並木と人形劇のまち」としても知られる飯田市は、天下の名勝とう
たわれた天竜峡をはじめ、天竜川の川下り、元善光寺、しらびそ高原などが観
光名所として知られている。ただし、優れた景観や自然，農産物に恵まれては
いたが、全国に知られている有名な観光名所があるわけではなかったため、他
の観光地に行く際に立ち寄ると言う通過地点でしかなかった。また、公益財団
法人日本交通公社が行った旅行者に関する「旅行者動向」調査（ (公財 )日本交
通公社 2010） の結果では、来訪経験を見ると、飯田市を「知らない」とする割
合が 33.5%と、他の観光地と比較して認知度が低い。さらに、来訪意向をみる
と、「あまり行きたくない」が 34.6%、「いきたくない」が 6.1%と、ネガティブ
な回答割合が高い。また、飯田市の観光地利用者の約 95%は日帰り利用となっ
ている(図Ⅵ  2)。  
出所）飯田市の観光局資料により筆者作成。  
図Ⅵ  1 長野県における飯田市の位置 
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出典 ） 飯田市の観光統計データ 2014 年より筆者作成。 
図Ⅵ 2 飯田市の宿泊・日帰り別観光客数 
 近年では体験教育旅行や、銘桜を巡る桜守の旅、グリーンツーリズム・エコ
ツーリズムの取り組みなども全国から注目されている。 
4. 南信州観光公社へのヒアリング調査 
 飯田市は、近年着地型観光により経済活性化の成果を上げている地域として
注目されている。このため、飯田市における取り組みの成功要因について考察
するため、南信州観光公社へのヒアリング調査を 2016 年 10 月 26 日に実施し
た。以下、ヒアリング調査の結果および提供された資料に基づき、飯田市の成
功要因について考察する。
4.1 南信州観光公社の概要  
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飯田下伊那地域は、長野県内 10 圏域のなかでも入込客数が少ない地域であ
ったため、1996 年に飯田市および下伊那郡の自治体が連携して体験教育旅行の
誘致事業を開始した。体験プログラムの案内を関東や関西の中高校、教育委員
会、旅行代理店に送ったところ、横浜市の高校から申し込みがあり、6 月には
飯田市初の学生受け入れを実施した。これが体験型教育旅行の基になっている。
 体験プログラムが順調に進む中、修学旅行に参加した学校の校長から 1997 年
に、「今度は農家に泊まりたい」という意見を受けた。市内の千代地区では、
1996 年秋に「農村で大学生の研修をする」という国土庁の事業を行い、大学生
を一週間泊めた経験があったため、修学旅行生の農家ホームステイを受け入れ
ることになった。そこで、1997 年に施設診断事業を開始、1998 年には農家ホー
ムステイの受け入れを開始した。 
 その後、申し込みの増加に伴い受け入れ数の拡大を迫られ、周辺市町村と連携
することとなり、 2001 年 1 月に飯田市を中心する周辺市村と JA 南信州、信南
交通など地元民商企業・団体の投資により、第 3 セクターである南信州観光公
社を設立した。 
 現在、同公社は飯田下伊那 14市町村と19の地元民間企業・団体の出資を受け
ているが、設立以来、理解ある地域の人々の協力を得て、南信州の自然や産
業、生活、文化スポーツなどに関する本物志向の体験プログラムを約180種類
用意しており、教育旅行では年間延 5万件の利用がある。 
4.2 体験プログラムの取り組み 
  その取 り組みは、体験プログラムを実施することにより、来訪者の拡大を図っ
ている。南信州観光公社が勧める「ほんもの体験」とは、南信州に住む人々が
インストラクターや案内人となり、訪れた人と共に普段の仕事や暮らし・趣味
を一緒に味わったり、地域の自然や歴史をともに楽しんだりする体験である。 
飯田市の観光の特徴でもある宿泊施設や農家民宿と農家体験などの体験プロ
グラムは、毎年約 2万人を受け入れている（表Ⅵ-1,表Ⅵ  2）。  
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（表Ⅵ 1）体験型観光の受入状況 
 2008年  2009年  2010年  2011年  2012年  2013年  
学生団体  116 110  100 111 107  96 
一般団体  300 230  230 160 180  260 
団体合計  416 340  330 271 287  356 
学生人数  17,000  15,000  14,000 15 ,500 14 ,500  12,000 
一般人数  8,500  6,500  6,500 3 ,000 3 ,800  6,500 
人数合計  25,500  21,500  20,500 18 ,500 18 ,300  18,500 
出典 ）株式会社南信州観光公社 『統計データ 2013 年 』より筆者作成。 
(表Ⅵ  2)宿泊数の状況  
 2008年  2009年  2010年  2011年  2012年  平 2013
年  
旅館 ・ホテル 13,500  13,000 13 ,000  15 ,500 13,500  12 ,000  
太平宿  1,100  1,100 900  400 600  600  
農家泊人数  10,300  9,500 8 ,000  9 ,100 8,700  6 ,900  
合計  24,900  23,600 21 ,900  25 ,000 22,800  19 ,500  
出典 ）株式会社南信州観光公社 『統計データ 2013 年 』より筆者作成。 
 これが、地域には大きな経済効果をもたらしている。また、都市農村交流と
して総合的に地域活生化に繋がっていることが評価され、 2004 年には「第 1
回オーライ！ニッポン大賞グランプリ内閣総理大臣賞」、 2005 年には「優秀
観光地づくり賞金賞総務大臣賞」、「日本エコツーリズム大賞優秀賞」を受賞
した。 
4.3 エコツーリズム事業の取り組み 
 飯田市は、ワーキングホリデー飯田や南信州観光公社の体験型観光のような
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地域資源を活かした都市と農村の交流事業を、「飯田型ツーリズム」として積
極的に推進してきた。この「飯田型ツーリズム」の魅力の根幹にあるのは、そ
こに暮らす人や生活の有り様であり、地域そのものである。 
 しかし現状は、貴重な資源の価値が認識されず、担い手不足により保全が困
難な状態にある。また、地域の個性やそこで暮らす意義の喪失などが進んでい
ることから、地域資源を望ましい形で継承していくために、来訪者の受入にお
けるガイドによる教育的要素の提供、保全基金の創設、資源保全の担い手育成
などに取り組み、自然活用によって自然保全が促進されるエコツーリズムの手
法を用いた。 
 また、資源や地域環境は、作る、育てる、維持する、活用するなど、様々な
立場の人が関わりながら存在するため、その資源や地域の質を損なわない一定
のルールが必要になる。地域の質を高めるための方向性を地域全体で共有する
ことも求められる。 
 以上のように、飯田型ツーリズムをさらに発展させるため、地域ぐるみの取
り組みにより付加価値の高い観光地域づくりを目指したのが、飯田市のエコツ
ーリズム事業である。 
4.4 ヒアリング調査結果とその考察 
ヒアリング調査を踏まえると、飯田市の観光の成功要因については、次のよ
うに考えられる。第１に、飯田市の観光は、「本物」や「リアルな」体験が行え
ることである。第２に、都市部の修学旅行生向けの農業体験や農家宿泊などの
交流事業が行えることである。第３に、持続可能な観光のために南信州観光公
社が設立されたことである。すなわち、南信州観光公社が企画する観光により
参加者に本物体験をしてもらい定住のきっかけを創ることにより、飯田市との
継続的な関わりを創出することができる。  
 飯田市の観光において、南信州観光公社の役割は非常に大きいと考えられ
る。何故ならば、学校や旅行会社に対する窓口機能を担うと同時に、地域組織
や地域リーダーを仲介させることで、農家民宿の前史がない飯田市において受
け入れ農家を揃えることが可能となったからである。このように南信州観光公
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社が中間組織としての役割を果たすことで、スムーズなプログラムの運営が可
能になる。  
5. まとめ  
近年、観光客の求める旅行形態は、観光名所を見て回るマスツーリズム的な
ものに留らず、実際に旅行者が体験・学習するような着地型観光へのニーズが
高まっている。着地型観光とは、旅行者を受け入れる側の地域が、地元ならで
はのプログラムを企画し、住民がインストラクターや案内人となり、訪れた人
と共に普段の生活・趣味を体験したり、地域の自然や歴史を共に楽しむ新しい
観光の形態である。着地型観光の特徴は、住民が主体的に参加することである。 
 本章では、着地型観光の発展要因を住民の主体的な取り組みと考え、住民の
意識を知ることを通して考察するために、女性が経営する特色ある農家民宿に
対するアンケート調査を実施した。また近年、着地型観光により経済活性化の
成果を上げて注目されている飯田市における取り組みを取り上げ、その推進主
体となっている南信州観光公社へのヒアリング調査を実施した。  
 アンケート調査の結果によれば、農家民宿は単に食や農業に理解を深める民
宿ではなく、その土地の文化や歴史的背景を学ぶ場ともなっていることが経営
者の回答から分かった。そのため、農家民宿は地域の良さを外部に伝えること
による地域ブランドの形成と、地域内における地域伝統の次世代への継承とい
った側面からも大切であると言える。 
このように、農家民宿は、地域活性化に有効な高いポテンシャルを持ってい
ると考えられる。しかし現状では経営者の高齢化により、そのポテンシャルを
十分に生かせていないと言える。そのため、農家民宿の活性化には若い世代の
積極的な参加が求められる。
ヒアリング調査の結果によれば、飯田市の観光の成功要因については、次の
ように考えられる。第１に、飯田市の観光  は、「本物」や「リアルな」体験が
行えることである。第２に、都市部の修学旅行生向けの農業体験や農家宿泊な
ど交流事業が行えることである。第３に、持続可能な観光のために南信州観光
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公社が設立されたことである。すなわち、南信州観光公社が企画する観光によ
り、参加者に本物体験をしてもらい定住のきっかけを創ることにより、飯田市
との継続的な関わりを創出することができる。飯田市の観光において南信州観
光公社の役割は非常に大きいと言える。 
  こうしたことから、着地型観光により、地域の資源を掘り起こしたり、地域
の魅力を再発見し活用したり、地域の個性を活かした事業を立ち上げることで
地域の独自性を高め、地域外から関心を持たれることにより、多くの観光客が
訪れ、経済効果が生まれ地域振興に繋がると言える。そのために、住民が観光
を必要とし主体的な取り組みの意思を持つことが何より重要である。さらに、
観光事業者と行政と住民などが一体となり協働することより着地型観光を推進
する必要がある。今後、この方策をさらに具体化するため、事例研究を重ねて
いきたい。  
 本稿で取り上げたモンゴルの着地型観光の育成に、飯田市の取り組みを直接
導入することには無理が生じるが、そこに大きなヒントを見出すことは可能で
あろう。すなわち、個々の住民の取り組みをサポートする集団の育成であり、
着地型観光を成功に導くための中心となる組織の存在である。モンゴルにおい
ては、1990 年以降の市場経済体制により観光産業も発展してきた。国の観光政
策の取り組みも充実し、インバウンド、アウトバウンド観光への対応が図られ
てきた。しかし、地方の観光産業の育成には多くの時間とインフラ整備の充実
が不可欠である。本章において確認できた体験プログラムをアレンジすること
や、モンゴルの気候・風土に対応するエコツーリズムのプログラム化など課題
は多いが、国・地方そして住民が一体化して目標達成のために努力を継続する
必要があろう。
【注】 
1) 一般財団法人都市農山漁村交流活性化 
http://www.kouryu.or.jp/okasan100/index.htmlhttp://www.kouryu.or.jp/
okasan100 /index.html（取得 2016 年 12 月 05 日）
2)アンケート調査は女性対象に実施したが回答から経営者が男性であるケース
110
14 件あった。 
3)飯田市  http://www.city.iida.lg.jp（取得 2016 年 12 月 23 日）  
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終章 
モンゴルでは、1990 年代に市場経済へ移行したことにより、外交関係は徐々
に発展し、モンゴルを訪問する外国人観光客数は年々増加している。しかし地
方においては、ホテル等の宿泊施設、レストランなどの観光インフラや交通機
関等の整備が遅れていることから、観光産業が発展している地域は首部ウラン
バートル近郊に限定されている。その結果、ウランバートル近郊においては、
観光に起因する廃棄物の増加、希少野生動植物の減少など様々な環境問題が生
じている。そのため地方の住民にとって、観光発展すると自然を破壊するとい
う感覚が根強いのである。本研究ではこうした現実を踏まえ、モンゴル地方部
における観光産業の持続的な発展促進のための方策について検討を行った。  
 以下において、これまでの研究結果を確認する。  
 第Ⅰ章では、本論で分析を進めるために必要な基礎概念としての観光産業、
エコツーリズム、着地型観光の定義や意義について整理を行った。  
  塹江（ 2006）は観光産業について次のように定義している。すなわち、「観光
産業は、観光行動の事前（間接）・行動中（直接）・事後（間接）に関わりを持
つ各種の企業（ tourist enterprise）の総体として捉えることができる。」この
ことから、観光産業は幅広い地域産業への経済波及効果が期待できる。 
  近年、経済面における生活水準の向上を背景とした価値観の変化に伴い、人々
の心の豊かさを求める志向はますます顕著になりつつあり、生活においては余
暇やレジャーが重視されるようになった。それに伴い、旅行目的も従来の「慰
安・歓楽」から「癒し・体験」など、多様化する傾向が見られる。その結果、
さまざまな地域において、観光開発に伴う自然環境破壊や環境汚染が進行し、
多くの問題が噴出した。そこで、 1992 年に開催された地球サミットにおいて、
「持続可能な発展（サスティナブル・ディベロップメント）」の方向性が打ち出
され、旅行者が生態系や地域の文化および自然環境に悪影響を与えず、自然環
境に配慮した施設や環境教育が提供され、地域の自然と文化の保護、地域経済
に貢献することを目的とした旅行形態であるエコツーリズムが注目されるよう
になった（米津・原 2010）。  
 日本においても、新たな成長の原動力として観光に対する期待が高まってい
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る。近年、地域にとって観光は再生や活性化の有力な手段として期待されるよ
うになってきた。これは、地域ならではの資源を発見・発掘し、磨き、それを
新たな観光資源として活用していく地域主導の観光を目指している。すなわち、
旅行者を受け入れる側の地域（着地）側が、地元ならではのプログラムを企画
し、住民がインストラクターや案内人となり、訪れた人と共に普段の生活・趣
味を体験したり、地域の自然や歴史を共に楽しむ新しい観光の形態である着地
型観光が注目されている。  
 このように、地域の持続可能な発展にとり、観光におけるエコツーリズムや
体験型観光、着地型観光の重要性を確認することができた。  
 第Ⅱ章では、モンゴルにおける観光産業の振興方策について考察するため、
モンゴルにおける観光発展の背景と現状について幅広い視野から確認した。ま
ず、モンゴルにおける経済、生活文化の現状・課題を確認し、観光産業の役割
を明らかにした。また、モンゴルにおける観光産業の動向を概観し、観光産業
の形態と特徴について確認した。最後に、モンゴルの観光産業が直面する課題
と政府による政策を明らかにしながら、モンゴルに適合した観光振興方策を展
開する必要性について考察した。  
  モンゴルは、ロシア、中国に囲まれ、国土面積は 156 万 6,500km2 で、日本の
約 4 倍の広さである。首都ウランバートル市の面積は約 4,700km2。平均海抜は
1,500m で、全国土の 79％を草原が占めている。モンゴルは日本の県にあたる
21 のアイマグが設置されており、県には郡にあたるソムが 347、更にその下に
村にあたる 1,681 のバグ  が属する。人口は約 300 万人。世界で人口密度が最も
低い国の一つであり、人口の約 40％が遊牧民生活を送っている。  
  モンゴルは 1924 年から続いた社会主義体制を 1990 年に放棄して市場経済に
移行した。モンゴルの経済は、市場経済への移行により、年間インフレ率が上
昇したほか、物不足となり、経済危機に陥った。さらに、国営企業の多くは活
動を停止し、国民の生活不安が高まった。しかし、1995 年から緩やかに回復し、
社会の安定化が進み、近年では急速に経済発展を続けている。その中で、自然
資源を活用した鉱工業、例えば、石炭や鉄鉱石の産出、それを加工して鉄鋼を
生産する鉄鋼業の発展、さらに農業の再生、観光などの新しい産業が発展して
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きた。モンゴルでは、観光産業が所得や利潤を創出する新たな産業として期待
されている。 
 第 3 次産業における観光産業はモンゴルの成長産業の一つとなり、2000 年 5
月に「モンゴル観光法」が施行され、道路交通観光省が設立された。これによ
り、交通インフラの整備が図られるようになった。近年、外国人観光客数は増
加傾向にあり、 GDP に占める国際観光収入の割合は 10％を上回るほどに高まっ
ている。モンゴル経済にとって観光産業は、非常に重要であると言える。ちな
みに、モンゴルを訪れる観光客の 78％が自然を観光対象としている。すなわち、
モンゴルの観光産業にとっては、自然は非常に重要な資源であることが明らか
になった。  
 第Ⅲ章では、モンゴルの首都ウランバートル近郊における観光産業の振興つ
いて考察した。モンゴルの観光産業は、都市部の旅行会社が地方の有名観光地
などのツアーを企画して参加者を募集し、訪問するという発地型観光が中心に
なっている。また地方における、ホテル等の宿泊施設、レストランといった観
光インフラ、さらに交通機関等の整備が遅れていることから、観光産業が発展
している地域は首部ウランバートル近郊に限定されている。そのためウランバ
ートル近郊においては、観光による廃棄物の増加、希少野生動植物の減少など
様々な環境問題が生じている。つまり、ウランバートル近郊の観光は、環境保
全にほとんど配慮がなされていない状況にある。そこで、ウランバートル近郊
におけるモンゴル最大の観光地域であるテレルジ地域を取り上げて実態を調査
した。その内容は、ゲルキャンプ経営者と遊牧民に対してのヒアリング調査、
住民に対するアンケート調査などである。  
  ヒアリング調査の結果によれば、観光産業の収入のほとんどが経営者の居住
するウランバートルに集中し、観光地には残らない状況にある。加えて調査対
象者全員が共通してゴミの増加を訴え、自然環境の保全がテレルジ地域の観光
課題となっていることも明らかとなった。さらに、ゲルキャンプ経営者と住民
間に協力関係は認められないなど、地域の一体感が醸成されていないことも明
らかになった。  
 アンケート調査の結果によれば、地域住民が観光振興により、地域経済を活
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性化し雇用を創出すると期待していることが理解できる。また、住民の多くが
観光産業に関わっている割には、観光地の知識不足も露呈している。ウランバ
ートル近郊の観光産業の発展を今後も推進するためには、自然環境を保全しつ
つそれを楽しむ観光のあり方としてのエコツーリズムの推進が重要と考えられ
る  。その際、鍵を握るのは行政と関係者の協力の実現である。その具体的な方
策としては、 第１に、地域の観光資源に精通した地元の旅行会社が、体験型の
エコツーリズムを企画・実施することが挙げられる。すなわち、着地型エコツ
ーリズムの実施である。第２に、経済的効果だけでなく地域の多様な個性の再
認識につながるような、ウランバートルとテレルジとの交流事業の促進も考え
られる。そうした交流事業により遊牧と観光を結びつけることができれば、多
様な体験プランを揃えることができるものと言えよう。 
 当地域の観光振興にとり住民と行政、観光業関係者との相互連携および着地
型エコツーリズムの発展が重要であることが明らかになった。 
  第Ⅳ章では、モンゴルの地方部における観光産業による地域振興について考
察した。地方においては遊牧以外に雇用を確保する産業が殆どないモンゴルに
おいて、新たな成長の原動力として観光に対する期待が高まっている。しかし、
政策により観光振興に成功している地域は必ずしも多くない。また、観光産業
の収入は経営者の居住するウランバートルに集中し、当該観光地には観光から
の収入がほとんど残らない。本章においては、研究対象として豊かな観光資源
を擁するモンゴル北西部のウブス県を取り上げ、現地調査、それに基づくＳＷ
ＯＴ分析、ウブス県民とウランバートル市民に対するアンケート調査を実施し
た。そして、調査結果を踏まえ、地域経済の再生や活性化が実現できる観光産
業振興の在り方について考察した。  
  ウブス県では、経済の低成長と人口減少が進行していることから、地域内市
場は縮小傾向にある。このため、将来に向けた経済発展のためには、新たな産
業展開が必要となっている。そこで注目されるのが観光産業である。観光産業
はその地域がもともと保有している歴史や文化を利用するものや、観光客が写
真などで見るだけではわからない、実際にその地域を訪れてみて初めて体験で
きるような観光状況を生み出すことができれば、観光産業の発展によって地域
115
社会・経済を活性化し、成熟経済・人口減少の時代にあっても、生活の質を変
えることなく地域の活性化を図ることができる。また観光産業は幅広い産業分
野から構成されることから、新たな雇用の場の創出が期待される。その実現の
ためには、県民、観光に関係する事業者、行政などが連携してウブス県の観光
資源を発掘し、同県の魅力として県外に発信する必要があることが調査結果か
ら明らかになった。  
第Ⅴ章では、観光による自然環境の保全・創出の方策ついて確認した。第二
次世界大戦後、先進諸国では経済発展により、大量生産・大量消費の時代が出
現し、かつてない経済的豊かさが実現された。その経済的豊かさは社会に広く
浸透し、かつては富裕層に限られていた旅行が大衆化していった。このような
大衆化された観光をマスツーリズムという。マスツーリズムが観光産業の主流
として広まっていく一方で、観光地への人口集中が原因で引き起こされる交通
渋滞やゴミ問題、景観破壊などの環境汚濁及び破壊が生じた。観光産業は、観
光地とその周辺地域の自然環境や生活環境、あるいは文化に大きな悪影響を与
えるということが、人々に認識されるようになった。   
 しかし、筆者が榛名山・県立榛名公園において行った実験によると、自然観
光資源である景観と植物が劣化・衰退する最大の原因は、ササ刈りなど自然に
対する人間の働きかけが減っていることによる影響もあることが判明した。す
なわち、榛名山・県立榛名公園全体として、亜高山帯の湿った場所を生育場所
とする植物が多数生育していることが確認されるものの、外来種の侵入が確認
された。自然を観光資源とする際、その資源を放置すれば良いのではなく、適
度な人為的働きかけが求められることが明らかになった。  
  榛名山周辺地域の観光振興方策については、榛名観光振興計画は観光資源が
持つ価値と現状を踏まえ、全体目標を「一級の観光地はるなの再生」としてい
るものの、ヒアリング調査により、地域自然資源の活用・保全について具体的
な観光振興政策や行動が実現されてないことが明らかになった。そこで、榛名
山周辺地域の希少な植物を人の働きかけにより、観光資源化させて利用するこ
とが有効となる。すなわち、榛名山周辺地域の観光の特徴である自然資源を対
象に、具体的なエコツーリズムプログラムの開発を行うことにより、榛名山周
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辺地域における観光事業の持続的発展と地域振興さらに環境保全に大きな効果
が期待できる。  
本論文の主要研究対象地域であるモンゴル地方部においても豊かな地域環境
を持続するために、エコツーリズムを振興することにより観光振興と環境保全
を一体化することができるものと考えられる。言い換えれば、モンゴルにおけ
る観光産業発展を促す際、自然環境を活かす方策の実現は不可欠であるが、開
発と保全とのバランスを取る必要がある。しかし、そこには単に自然環境の保
全・保護の推進だけでは不十分で、人間による適切・適度な関与の必要性があ
ることが明らかになった。  
 第Ⅵ章では、モンゴル地方部における観光産業の振興策を検討するために、
現在そのほとんどが首都のウランバートル及び郊外において行われている発地
型観光から、地方における着地型観光への移行の可能性を探るために、成功事
例の一つとして位置づけられる、日本における着地型観光の方策について考察
した。日本の着地型観光に参加する女性が経営する農家へのアンケート調査を
実施し、成功事例として長野県の飯田市の観光を事例として取り上げ、 ヒアリ
ング調査を通じて、飯田市における取り組みの成功要因について考察した。  
 アンケート調査の結果によれば、農家民宿は単に食や農業に理解を深める民
宿ではなく、その土地の文化や歴史的背景を学ぶ場ともなっていることが経営
者の回答から分かった。そのため、農家民宿は地域の良さを外部に伝えること
による地域ブランドの形成と、地域内における地域伝統の次世代への継承とい
った側面からも大切であると言える。農家民宿は、地域活性化に有効な高いポ
テンシャルを持っていると考えられる。しかし現状では経営者の高齢化により、
その潜在力を十分に生かせていないと言える。そのため、農家民宿の活性化に
は若い世代の積極的な参加が求められる。ヒアリング調査の結果によれば、飯
田市の観光の成功要因については、次のように考えることができる。第１に、
飯田市の観光 は、「本物」や「リアルな」体験が行えることである。第２に、
都市部の修学旅行生向けの農業体験や農家宿泊など交流事業が行えることであ
る。第３に、持続可能な観光のために南信州観光公社が設立されたことである。
すなわち、南信州観光公社が企画する観光により、参加者に本物体験をしても
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らい定住のきっかけを創ることにより、飯田市との継続的な関わりを創出する
ことができる。飯田市の観光において南信州観光公社の役割は非常に大きいと
言える。こうしたことから、着地型観光を推進することにより、地域の資源を
掘り起こし、地域の魅力を再発見し活用し、地域の個性を活かした事業を立ち
上げることで地域の独自性を高めることができる。結果として地域外から関心
を持たれることにより、多くの観光客が訪れ、経済効果が生まれ地域振興に繋
がると言える。  
 モンゴルにおいては、飯田市における組織的な着地型観光が成立する状況に
はないが、その取組み方法や成功要因の分析がモンゴルの着地型観光成功への
手掛かりになるものと考えられる。  
 以上のように、観光産業は幅広い地域産業への経済波及効果が期待できる。
2009 年の世界経済危機後の過去 6 年間には世界で最も急速に成長している 1 つ
の分野は観光であり、毎年成長している。その成長と共に観光産業のあり方も
変わりつつある。  
 観光の拡大の歴史をみると、1950 年代以降、先進国での交通機関の改良やジ
ェット旅客機の出現等による技術的要因に加え、所得向上や自由時間の増加等
の経済的社会的要因により、マスツーリズムの時代が到来した。マスツーリズ
ムは、さまざまな地域において観光開発に伴う自然環境破壊や環境汚染が進行
させ、多くの問題を噴出させた。そこで、地域の自然と文化の保護、地域経済
に貢献することを目的とした旅行形態であるエコツーリズムが注目されるよう
になった。先進国では近年、地域にとって観光は再生や活性化の有力な集団と
して期待されるようになってきた。  
 モンゴルでは、観光産業の発展が 1990年代の市場経済への移行後に始まっ
た。  現状では観光産業が発展している地域は、首部ウランバートル近郊に限
定されている。また、多くの観光事業経営者が営利目的のみで観光地域と観光
資源を商品化し、これに観光訪問客を乗せて送り込むだけという形態を取った
結果、地域社会では、交通の増加による大気汚染や騒音、渋滞の問題、上下水
道の整備が整っていない地域での水不足や水質汚濁、ごみ処理、集客施設 (ゴ
ルフ場やホテル )の建造による景観破壊などの環境破壊が生じている。また、
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自然に恵まれた多くの観光資源を有するとはいえ、冬季の厳しい寒さが通年型
観光化への阻害要因ともなっている。 
 市場経済へ移行後に、首都ウランバートルへの一極集中の弊害により、地方
では人口の流出による過疎化や高齢化、人口減少が進行するとともに産業も衰
退し、活力や魅力が低下しつつあるため、都市と地方の経済的格差が拡大して
いる。さらに、地方においては遊牧以外に雇用を生み出す産業が殆どない。観
光産業に力を入れることで、それらの問題が解決できるものと期待できる。し
かし、観光が発展することにより混雑や汚染が多発し自然環境が破壊されると
して、住民からの反発もある。観光開発に対して多くの遊牧民が、その発展を
望んでいるのかといった点の検証も必要になろう。  
  以上のことを踏まえ、モンゴル地方部の観光産業が自立的かつ持続的な成長
を実現するためには、自然環境を保全増進しつつ有効活用すると共に、体験型
の要素を取り入れた着地型観光が重要となる。着地型観光により、これまで観
光資源として認識されてこなかった資源が新たに発掘され、その個性や魅力を
認識することで活用が促進され、さらには豊かな自然の保全と増進に繋がる。
また、その地域の持つ独自の産業やサービスを上手く引き出すことで、地域社
会・経済が活発になり、その地域に住む人々の生活の質を改善することができ
る。複合産業としての観光、とりわけ着地型観光は経済波及効果が大きく、地
域経済振興への貢献が期待できることについて、地元民の理解を深め地元民と
の協働を促進することが重要である。とは言え、着地型観光が発地型観光に対
して、費用対効果の面から期待できるレベルにまで高めることができるのかと
いった客観的な判断も、今後必要になるものと考えられる。  
 本論文においては、モンゴルにおける観光発展に対し、その現状と課題につ
いて言及してきた。観光発展と環境保護、エコツーリズムの振興、体験型観光
の推進や着地型観光の必要性などが明らかになった。今後、モンゴル経済発展
にとり観光業の果す役割は極めて大きい。これまで述べてきたように、観光開
発と自然保護といった二律背反的課題や、トレード・オフの関係に配慮するこ
とによるバランスの取れた観光の重要性を指摘することができた。今後、モン
ゴルにおいては日本及び世界各地の先行事例を適切に踏まえ、個性を活かした
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観光産業政策の実現が求められよう。 
 今後の課題は、モンゴルと同様な自然を観光対象とする国や地域、たとえば
中国の内陸地域（内モンゴル）や高原地域のチベットとなどにおける事例研究
や取り組み状況の比較研究、情報化時代に対応した情報発信の方策等について
分析する必要があろう。また、今回はモンゴルの観光産業発展の方向性として
エコツーリズムや着地型観光に求め、その事例を筆者が関わった日本の事例を
中心に分析したが、両国には、政治・経済・文化等の面で相違がある。したが
って、必然的に同一の基準でその方向性・方策を論じることはできない。新た
なモンゴル型エコツーリズム、着地型観光のモデル化が必要になろう。 
 このような視点を踏まえた考察を行うことにより、本論文の精度を高め、よ
り深いモンゴルの観光産業のあり方を模索していきたいと考えている。
